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世界を先導する高水準の産業技術力を保持していくことが、わが国経済の持続的発展の重要な

原動力になりますが、このところの中国をはじめとするアジア諸国の生産・技術力の向上や、欧

米諸国の差別化・高付加価値したもの作りの進展など、ここ10年余の間に世界の競争構造は大き

く変化し、わが国の産業技術力の相対的低下が懸念されております。 

このような状況を打開し、持続的成長を確保していくためには、より付加価値の高い財とサー

ビスを生み出し、より生産性の高い新事業、新市場を創出していかなければなりません。そのた

めには、新技術のシーズ創出につながる基礎研究から基本技術の創造、実用化、市場の創出まで

幅広い視野で、より有機的な産官学の連携を進め、絶え間のない革新技術を生み出していくこと

が必要不可欠なことと考えられます。 

このような認識のもと当会では、平成17年度に産官学連携を促進する場として新素材工業化検

討専門部会を設け、産業基盤技術としての先端金属・非金属素材の工業化について調査研究を行

いました。 

 

本報告書は、同調査研究の締めくくりとなる平成19年度の活動成果を取りまとめたものですが、

各位のご参考に供するとともに、本研究交流事業へのご指導、ご協力に対し厚く御礼申し上げる

次第です。 

 

 

 平成20年3月 

 社団法人 日本機械工業連合会 

 会 長  金 井   務 
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は し が き 

 

                    新素材工業化検討専門部会  
                      部会長 矢 﨑 陽 一    

（ヨシモトポール株式会社常任顧問） 

 

新素材に関わる看過できない世界の大きな潮流は、これまでの資源保有国が資源消費国に変わ

ろうとしていることである。ロシア、中国は言うに及ばずインド、東南アジア諸国でも、自国の

需要を満たすとともに、資源をそのまま輸出に回すのではなく、国内で付加価値を高めようとす

る動きに変わっている。また、これらの国で資源の限られた賦存量を可能な限り長持ちさせよう

とする戦略もある。このことは石油、天然ガスにすでに見られるように歴史的に必然のことであ

る。わが国がこれまでのように安価な資源を思うとおりに入手できる時代はもう去ったと自覚す

べきである。このようなうねりのような時代の趨勢の中において、開発から生産に関わるまで素

材産業に課せられた責任はきわめて大きい。素材技術こそ環境問題を解決し、地球を守る循環社

会構築の要である。 

まさに素材技術こそ産業の基幹を形成するもので、重電機、自動車、電力はじめ通信、精密、

IT技術などあらゆる産業の発展の根底には優れた素材がある。一方、地球環境の保全（大気、海

洋、土壌、動植物、資源）は人類が子々孫々まで生き残るために、今われわれに突きつけられて

いる至上課題である。このために志向しなければならないのは機械の軽量化、高機能化、高寿命

化であり、素材技術はそのベースとなるものである。 

本専門部会では昨年度に続き、本年度もわが国における新素材の開発現状はどうなっているか、

何が判って、今後どのような課題が残されているのかといった視点で、すなわち創製から実用化

までの流れを調査した。なお本年は3年間の当専門部会の最終年度でもある。定例の研究会では、

それぞれの分野で優れた識見を有している専門家（専門部会委員も含めて）に発表していただい

た。東京での定例研究会は7回開催され、報告件数は延べ10件であった。さらに本年度も研究開

発あるいは製造の現場に赴いて、直接技術の現状を見てヒヤリングする機会を2回（訪問先3箇所）

持つことが出来た。 

研究会および現地調査会でも積極的協力が得られたのはひとえに日本機械工業連合会の活動に

広く産業界からの理解が得られているからに他ならない。 

 最後に、ご多忙の中を専門部会の活動に積極的に参加していただき建設的意見を出していただ

いた委員の皆様のご協力に謝意を表したい。
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新素材工業化検討専門部会 委員名簿 

 

（敬称略、研究機関・企業名五十音順） 

 

部 会 長 ヨシモトポール㈱ 常任顧問 矢 﨑 陽 一 

幹 事 ㈱日鉄技術情報センター  

 参与 調査研究事業部調査研究第三部長・主席研究員 杉 田 州 男 

委   員 東京大学 大学院工学系研究科 

 マテリアル工学専攻材料組織工学研究室教授 小 関 敏 彦 

委   員 独立行政法人 物質・材料研究機構  

 環境・エネルギー材料領域コーディネータ 長 井   寿 

委   員 ㈱IHI 技術開発本部基盤技術研究所材料研究部担当部長 吉 澤 廣 喜 

委   員 川崎重工業㈱ 技術開発本部技術研究所技術監 苧 野 兵 衛 

委   員 ㈱栗本鐵工所 

 技術開発本部ナノ・材料研究所ナノ材料グループ長 上 田  泰 

委   員 ㈱小松製作所 開発本部材料技術センタ所長 菊 池 雅 男 

委   員 信越化学工業㈱ シリコーン電子材料技術研究所研究員 青 木 良 隆 

委   員 住友重機械工業㈱  技術開発センター 

 ソリューションエンジニアリングＧ主任研究員 丹 野 康 雄    

委   員 ㈱東芝  電力･社会システム技術開発センター 

 高機能・絶縁材料開発部主幹 タントロン ロン    

委   員 ㈱東レ経営研究所 特別研究員 小 松 秀 雄    

委   員 ㈱日本製鋼所  研究開発本部開発企画部担当部長 三 浦  立    

委   員 富士電機アドバンストテクノロジー㈱  

 物質･科学研究所材料技術グループ主席研究員 山 下 満 男 

委   員 三井造船㈱ 技術本部技術総括部主管 鎌 田 勤 也 

事 務 局 日本機械工業連合会 常務理事 平 野 正 明 

  同   日本機械工業連合会 業務部長 倉 田 正 明 

  同   日本機械工業連合会 業務部次長 多 並 輝 行 

  同   日本機械工業連合会 業務部 戸 田    譲 
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原 稿 執 筆 分 担 
 

（敬称略） 

  

Ⅶ 

１．  矢 﨑 陽 一  （ヨシモトポール㈱常任顧問） 

２．  矢 﨑 陽 一  （ヨシモトポール㈱常任顧問） 

３．  向 井 敏 司  （物質・材料研究機構新構造材料センター 軽量材料グループリーダー） 

４．  谷 口 彬 雄  （信州大学繊維学部機能高分子学科教授） 

５．  

 5.1  白 石 壮 志  （群馬大学大学院工学研究科応用化学・生物化学専攻准教授） 

 5.2  村 山 英 樹  （フロンティアカーボン㈱副社長、研究 RC センター長） 

６．  川 田 達 也  （東北大学大学院環境科学研究科教授） 

７． 

 7.1  村 上 雅 人  （芝浦工業大学学長補佐、大学院工学研究科長、材料工学科教授） 

 7.2  熊 倉 浩 明  （物質・材料研究機構超伝導材料センター長） 

８．  原 田 広 史  （物質・材料研究機構超耐熱材料センター長） 

※8章 は高温学会 高温学会誌、第33巻、第5号（2007年9月）  

P237～P243の内容を許可を得て転載した 

 

９．  大 島 一 史  （バイオインダストリー協会事業推進部長） 

10．  青 木 良 隆  （信越化学工業㈱シリコーン電子材料技術研究所研究員） 

11．  青 木 良 隆  （信越化学工業㈱シリコーン電子材料技術研究所研究員） 

Ⅷ   杉 田 州 男  （㈱日鉄技術情報センター参与、調査研究第三部長）
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平成 19 年度の活動概況 

日 時 会 合 名 実  施  事  項 

19.6.7 第14回専門部会 独立行政法人 物質・材料研究機構新構造材料センター軽量材料グ
ループリーダー・向井敏司氏から「高強度高延性Mg合金の現状NIMS
における研究の概要」について説明を聞き、質疑応答を行った｡引き
続き､平成19年度の活動計画について検討した。 

19.7.23  第15回専門部会 信州大学繊維学部機能高分子学科教授・谷口彬雄氏から「有機EL
の開発と実用化への道」について説明を聞き､質疑応答を行った｡ 

19.8.30 
－31 

第16回専門部会 
（見学会） 

金属や木材など異なる膨張・収縮をコントロールする独自技術を
用いて、猟銃から自動車関連製品、工作機械まで幅広い分野で事業
を展開している㈱ミロクテクノウッド（高知県南国市）と、酸化亜
鉛（ZnO）の各種応用技術開発等の最先端の研究を進めている高知
工科大学（高知県香美市）を見学した。 

㈱ミロクテクノウッドでは、田中勝久代表取締役社長から会社設立
からの経緯、工作機械分野や自動車関連分野への事業展開など同社の
概要について説明を聞き、質疑応答を行った。引き続き、同社の木工
事業部（猟銃、高級自動車用ハンドル）の生産工程を見学した。 

高知工科大学では、筒井康賢副学長から大学の概要について説明
を聞いた後、山本哲也教授から酸化亜鉛についての研究内容につい
ての講演を聞き、質疑応答を行った。次いで、蒸着装置、連携セン
ター等を見学した。 

19.9.26  第17回専門部会 群馬大学大学院工学研究科応用化学・生物化学専攻准教授・白石
壮志氏から「電気二重層キャパシタ用炭素ナノ細孔体電極材料」に
ついて説明を聞き、質疑応答を行った｡次いで、フロンティアカーボ
ン㈱副社長、研究RCセンター長・村山英樹氏から「新素材フラーレ
ンの工業化－特徴と課題－」について説明を聞き、質疑応答を行っ
た｡ 

19.10.29  第18回専門部会 東北大学大学院環境科学研究科教授・川田達也氏から「固体酸化
物系燃料電池素材の開発の現状」について説明を聞き、質疑応答を
行った｡ 

19.11.30  第19回専門部会 
（見学会） 

先端的なアルミ熱間鍛造技術を持つ古河スカイ㈱小山工場(栃木県
小山市)の工場設備を見学し、意見交換を行った。当日は、まず横川和
明鋳鍛副工場長から同社の設立の経緯、押出・鋳物・鍛造を扱ってい
る小山工場の概要について説明を聞いた。次いで 3,000tプレス、
5,000tプレス、8,000プレス、15,000tプレスの4台を設置している鋳鍛
工場を見学した。引き続き、渡邊克己技術課長から小山田記念賞を受
賞した「半導体製造装置・薄型ディスプレー製造装置用基板ホルダー
の製造方法開発」について説明を聞き、質疑応答を行った。 

19.12.20 第20回専門部会 芝浦工業大学大学院工学研究科長、材料工学科教授・村上雅人氏
から「超伝導材料開発と応用」について説明を聞き、質疑応答を行
った｡次いで、独立行政法人 物質・材料研究機構超伝導材料センタ
ー長・熊倉浩明氏から「先進超伝導線材の現状と展望」について説
明を聞き、質疑応答を行った｡ 

20.2.6 第21回専門部会 独立行政法人 物質・材料研究機構超耐熱材料センター長・原田広
史氏から「ガスタービン効率向上のための超合金開発～省エネルギ
ーによるCO2排出削減に向けて～」と題して説明を聞き、質疑応答
を行った｡ 

20.2.22 第22回専門部会 バイオインダストリー協会事業推進部長・大島一史氏から「バ
イオマスからのプラスチック～プラスチック原料からの脱石油化
～」と題して説明を聞き、質疑応答を行った｡次いで、青木良隆委員
（信越化学工業㈱シリコーン電子材料技術研究所研究員）から「シ
リコーン製品と最新技術」について説明を聞き、質疑応答を行った｡
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１．緒 言 





－1－ 

１．緒言 
 

素材技術はあらゆる産業の基盤をなすものであり、わが国は常に先端的役割を果たしてきた。

しかし、いずれの産業においても、その発展過程は鉄鋼産業に典型的に見られるように順次トッ

プが入れ替わる（鉄鋼産業のリーダー：戦前ヨーロッパ→戦中、戦後、旧ソ連・米国→戦後、ド

イツ・日本・韓国→現在、中国→将来、インド、ブラジル）、いわゆる雁行形態を取ってきた。全

般的に素材産業においても、近年中進国における既存材料の製造技術が生産能力のみでなく、品

質面においても相当の向上を見せてきた。このように基礎素材（鉄鋼、化学など）は確かに厳し

い競争にさらされつつあるが、それでもわが国しか供給出来ない部分、例えば高級自動車用鋼鈑

のような材料もある。一方、先端材料についてはわが国の優位は保ち続けられているが、冒頭に

も述べたように、資源が自由に入手できなくなりつつある深刻な状況が目前に迫っている。その

典型は希土類元素である。優れた新素材を限られた資源を有効に使って開発すること、徹底的に

リサイクルが可能な新素材開発や製造プロセスの構築など、新素材に対する課題は山積している。 
このように概観すると、わが国がこれまでに培ってきた蓄積にもしも安住することがあれば、

早晩、産業全体の競争力、優位性は失われるであろう。わが国においては既存材料製造の省資源

化、資源代替化、省エネルギー化、更なる高機能化、リサイクル化を進めるとともに、先端的材

料技術の開発、および他国に先駆け早期の工業化を目指すことが焦眉の課題である。このことが

将来にわたってのグローバルな競争力を維持する上で不可欠であろう。 
以上の観点から、わが国の研究機関、素材産業で進められている先端の材料技術（例；ナノカ

ーボン技術、光半導体素材、金属ガラス、炭素繊維など）を対象に、開発動向、その実用化への

取り組み、将来の可能性について調査研究を行う。先端材料というとその機能面だけに注目が集

まるが、産業への応用展開を考えると、それらは採算が取れるコストで製造できるか、現在はと

もかく、将来その材料のコストパーフォーマンスが見込めるかは重要な判断基準である。当専門

部会ではそのような観点から機能、製造技術、利用技術が確立されたものあるいは可能性を秘め

ている素材を取り上げた。 
新素材の技術動向調査は平成6年度～平成8年度まで3年間、材料開発分科会で行われた。そし

てその後の約10年における新素材の発展状況を調査するため、平成17年度から新たに新素材工業

化検討専門部会が設けられた。平成6年度～平成8年度の調査でも超伝導材料、生分解プラスチッ

クなど取り上げたが、現在までの10年間に、実用化という観点で飛躍的な進歩を遂げてきている

ことが分かった。専門部会の委員に関しては、産官学の専門家を代表する方々に委嘱した。わが

国の先端的素材メーカー、その素材のユーザーである重機械メーカー、大学および公的研究機関

に所属するその分野のトップの方々に参加していただけたのは幸いである。平成17年度は主とし

てこれら専門部会委員の方や、部会外からの専門家をお招きして調査を進めた。現地調査は重要

であるが、初年度は調査実行期間が短かったためこれは行えなかった。二年度目からは日本機械

工業連合会の支援を得て、現地調査を積極的に取り込むことが出来たのは幸いであった。最終年

度に当たる平成19年度の活動も部会内の調査（日本機械工業連合会での報告、質疑応答）に合わ

せ、2回の現地訪問調査を行った。例えば自動車の軽量化にとって期待の新材料であるマグネシ

ウム合金の最先端の開発成果を、財団法人物質・材料開発機構の専門家から報告していただくと
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同時に、高知の株式会社ミロクテクノウッドを訪問し、実際に高級乗用車のステアリングホイー

ルにマグネシウム合金が使われている状況を視察した。このようにしてわが国の技術の真の姿を

確認することが出来た。 
図1.1は平成19年度における調査スキームを示したものである（調査年度はマークを付けた）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1.1 専門部会の調査スキーム 



 

 

 

２．調査研究の概要
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２．調査研究の概要 

 

2.1 調査研究の目的 

 

機械工業界が機械の高性能化、高経済性、対環境適応などのために期待する新素材への要求と

新素材研究開発現状および将来の方向について情報や意見交換を行い、新素材の利用に関しての

道筋を明らかにする。以上の課題を報告会における、発表、質疑応答などの形で明らかにすると

同時に、直接、開発や製造の現場に赴いて調査を行う。 
 
 
2.2 調査研究の内容と方法 

 

調査分野について、先進的研究開発に携わっている専門部会内外の専門家から講演形式で報告

を受ける。さらに現地調査も行う。 
 
本年度取り上げた素材は、 
 マグネシウム合金 （高強度、高延性Mg合金） 
 有機EL（ニッチな市場をターゲットにした実用化） 
 炭素系材料（フラーレン派生物質を原料とする電気二重層キャパシタの開発およびフラー

レンの工業化） 
 固体酸化物系燃料電池 
 超伝導材料（高温超伝導バルク材の開発および要素技術として超伝導線材の開発） 
 超耐熱超合金（ガスタービンの高効率化） 
 バイオマス系材料（バイオマスから製造するプラスチック） 
 シリコーン材料（シリコーン製品開発の現状） 
である。 
 
現地調査は以下の大学、企業を訪問した。 
 株式会社 ミロクテクノウッド（高知市） 
 高知工科大学（高知市） 
 古河スカイ株式会社（小山市） 
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2.3 調査研究要旨 

 
2.3.1 マグネシウム合金の革新 「マグネシウム合金の研究開発現状と機械的性質改善の取り組み」 

物質・材料研究機構新構造材料センター軽量材料グループ  
向井 敏司 グループリーダー 

 
 昨今の省エネルギー、省資源、CO2などの排出削減に見られるような地球保全に対する社会的

要請から、構造用金属材料中で最軽量のマグネシウムを自動車のような移動構造物に適用する検

討が盛んに進められ、車両部品として採用される機会が増えている。軽量化の効果として自動車

重量を100kg減少させることにより、約0.88km／リットルの燃費向上が可能との試算がある。自

動車構造の基本的骨組みであるボデイの軽量化は、高張力鋼板を用いた場合、現状の約25％、ア

ルミニウム・スペースフレームを用いた場合、約35％の軽量化が見込めるといわれる。さらにこ

れをマグネシウムに置き換えた場合、実に約50％の軽量化が可能である。現状のマグネシウム適

用例ではステアリングホイール、シリンダーヘッドカバーや大型部品ではトランスミッションハ

ウジング、インスツルメンントハウジングなどがある（ステアリングホイールについては高知市

のミロクテクノウッド社で現地視察）。 
マグネシウムが普及するための課題は、材料コスト低減、耐食性、耐熱性、耐クリープ性、強

度－延性のバランス、靭性など諸特性の改善がある。 
 
2.3.2 有機ELの革新 「有機ELの開発と実用化への道」 

信州大学 繊維学部 機能高分子学科 谷口 彬雄 教授 
 

有機EL（Organic Electroluminescence Display）は電圧をかけると発光する物質を利用した

ディスプレイの総称で、発光体をガラス基板に蒸着し、5～10Vの直流電圧をかけて表示を行う。

発光体にジアミン類などの有機物を使う。特徴は低電力で高い輝度を得ることが出来、視認性、

応答速度、寿命、消費電力が少ないなどのメリットがあり、最近有機ELテレビがソニーから発売

された有機液晶ディスプレイのように薄型にできる特徴がある。大手電機メーカーは、テレビの

ように大きな市場が望める分野を戦略目標にしているが、厳しい競争にさらされている。他方そ

れ以外の分野での多様なビジネスチャンスも潜在する。本報告ではここにスポットライトを当て

る。現時点で考えられる製品群の一部として次がある。 
 白色光源、蛍光灯に代わる光源 
 簡単な表示パネルとしてのビジネスチャンス 
 特異な領域 

 白色光源 
自然色に近い、現在の蛍光灯に代わる光源としての有機EL光源の実用化プロジェクトが始まっ

た。NEDO((独)新エネルギー・産業技術総合開発機)が平成19年9月に決定した｢高演色性型の生

活照明用有機EL発光デバイスの実現に向けて｣のプロジェクトがある。家庭などで消費されるエ

ネルギーのうち照明用途は約16％と高い割合を占め、照明光源の高効率化は大きな省エネルギー
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効果をもたらすと期待されている。高演色性型の高効率有機EL発光デバイスを開発することで、

家庭におけるエネルギー消費の削減に繋がる。有機ELの発光特性を任意に設計可能であるという

特徴が活かされた白色光源であり、蛍光灯が有機ELに代わる日は近いものと期待される。 
 
 簡単な表示パネルへの道 

パイオニア㈱は、1997年有機ELディスプレイ搭載のカーオーディオ製品を世界に先駆け発売

した。その後、自動車のインパネに有機ELを搭載するなどの試みが続けられている。2005年に

は、日本精機㈱により、車載計器用の有機ELディスプレイが新たに上市された。谷口らは携帯電

話の使用を注意･警告する｢携帯電話警告装置｣を開発し、大学病院で実用化されている。 
 
 特異な領域への道 

① 光通信デバイスへの道 
有機ELを光通信デバイスへ利用しようとする試みで、プラスチック光導波路を組み合わせて、

装置内での光配線などへの応用の可能性が現実的となった。また、携帯電話への情報伝達手段

として、｢直感的光電送技術｣が提案されている。これは、小さな有機EL素子を組み込んだポス

ターに受光素子を組み込んだ携帯電話をかざすだけで、インターネット接続などの複雑な処理

をなくして、ほとんど瞬時にデータを取り込もうとするものである。実機での試作品が作製さ

れようとしている。 
② 動体視力計への道 

有機ELの高速応答性を活かして動体視力計の開発が行われている。動体視力は静止視力とは

異なり、移動しているものを認識する能力である。液晶表示パネルでは応答速度が不足してお

り、残像が残るなどの問題点があった。有機ELを利用することにより、より高速動作が可能と

なり、運転免許場における動体視力の正確な評価には重要な特性である。 
 
2.3.3 炭素系材料の革新 

2.3.3.1「電気二重層キャパシタ（EDLC）用炭素ナノ細孔体電極材料」 

 群馬大学大学院 工学研究科 応用化学・生物化学専攻 白石 壮志 准教授 
 

電気二重層キャパシタ(Electric Double Layer Capacitor:EDLC)は大容量を有するコンデンサ

であり、活性炭電極と電解液の界面に形成される電気二重層に電荷を蓄える。セラミックコンデ

ンサや電解コンデンサといった誘電体コンデンサと比較して非常に容量が高く、二次電池に比べ

て高い出力密度と優れたサイクル特性を示す。大容量・高出力密度の特徴を活かして、電気自動

車・燃料電池自動車のパワーアシスト電源や夜間電力の貯蔵システムとして注目されている。市

場は世界規模で年間300億円程度と考えられ、その内の250億円程度は国内メーカーによるもので、

わが国が技術的に世界をリードしている。さらに将来の大きな伸びも期待されている。 
EDLCに貯蔵されるエネルギー（E）の大きさは電極の二重層容量（C）に、また印加電圧（V）

の二乗に比例する。EDLCのエネルギー密度を向上するには限界印加電圧を高め、あるいは電極

の二重層容量を高めればよいことが分かる。後者は活性炭電極のイオン吸脱着に関する有効表面
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積を高めること、その結果電極の細孔構造を最適化し二重層容量を上げる研究が行われてきた。

白石らはこの観点から活性炭以外のキャパシタ用炭素材料の開発、および電極の耐電圧向上に注

目し研究を行っている。 
キャパシタ用炭素材料としてフラーレンを製造する際の副生煤であるフラーレンスートに着目

した。フラーレンを抽出後の煤は、溶媒不溶の炭素質で炭素六角網面に部分的に五員環部が混じ

った構造をしている。フラーレンスート（煤）は黒色の粉末で、数百nmの粒径を持つカーボンナ

ノ粒子からなる。結晶構造は炭素の網面が非常に緩やかに折り重なった、ルーズで結晶性の低い

（回折線がブロードに広がる）構造を有している。フラーレンススートの容量（キャパシタンス）、

面積比容量（電極活物質の比表面積で規格化した容量）は活性炭に比べ異常に高く、大容量コン

デンサへの応用性が期待される。 
 
2.3.3.2 「新素材フラーレンの工業化 －特徴と課題－」 

フロンティアカーボン株式会社 副社長 研究RC 村山 英樹 センター長 
 

フラーレンは炭素原子からなる球状中空構造をもったナノサイズの「炭素分子」である。代表

的なフラーレンであるC60は、まさに炭素原子で出来たサッカーボールそのもので美しいシンメト

リー構造をとる。C60の炭素構造の存在は1970年当時京都大学の大澤博士により予言されていた。

そして1985年英国サセックス大学のクロトー教授、米国ライス大学のスモーリー教授、カール教

授らによりマススペクトルでその存在が確認され、3名は1996年ノーベル化学賞を受賞している。

C60の人工合成はドイツ・マックスプランク研究所のクレッチマー博士らにより、グラファイト電

極を用いた接触抵抗加熱法で合成単離された。 
純粋な炭素材料としては従来、ダイヤモンドと黒鉛が代表例であった。ダイヤモンドは正四面

体の炭素が強固に結びついた三次元バルク構造であるのに対し、フラーレンは純粋な炭素である

にもかかわらず、0次元とも言うべき球状の分子である。C60は、誘導体として有機デバイスや医

薬など幅広い応用が可能であり、その物性や反応性から有機分子に近い物質である。また純粋な

炭素分子として、金属との複合材料など新たな素材としての応用展開も期待されている。 
フラーレンの具体的な用途展開はユニークな特性を有しているにもかかわらず、C60を利用した

商品はなかなか上市されなかった。理由は、従来フラーレンが高価過ぎたためである。また、供

給量も少なかった。2001年に世界中で生産されたフラーレンの総量は、わずか100kg程度と推定

され、実際に材料として入手することは困難であった。工業材料として使用されるためには、品

質が安定したフラーレンを低価格、大量に供給できるシステムの確立が必須である。潤沢にフラ

ーレンが使用できる環境が整えば、従来とは異なったフェーズで研究開発が行われ、市場展開が

加速されるものと期待される。 
日本でフラーレンが最初に商品化となった例として、2003年1月から市場に出たボウリングボ

ールがある。フラーレンを樹脂に添加することによって、ピンアクションの改善が図られている。

2003年7月にはヘッドのチタン合金に、フラーレンが配合されたゴルフクラブが発表された。金

属強度、疲労特性が改善され、ヘッドのたわみを最大限に引き出す極薄ヘッド構造によってヒッ

ト商品となった。2004年10月には、C60をシャフトに配合したゴルフクラブが発表されている。
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また同じく10月に、プラスチックフレームにC60を配合した眼鏡が発表された。続いて11月には、

C60配合のカーボンファイバープリプレグを用いたバドミントンラケットが発売となった。2月に

はテニスラケット、ゴルフクラブ（シャフト）、およびスノーボードが発表されている。いずれも

軽量で高強度、高耐久性の構造が特徴である。また、同じく2月にC60入りのガットが発表となり、

加えて2005年1月には、C60入りスキーワックスとフラーレンを添加したカーエアコン用オイルが

発表されている。また、2006年4月に発表されたゴルフボールは、高弾性エラストマーにフラー

レンを配合することにより、トータル飛距離がアップする構造となっており、好評を博している。 
今後数年以内の実用化が予定されている用途として、C60を用いた超微細電子線リソグラフィー

用レジストが2004年10月にNTTから発表されている。また、燃料電池の電解質膜材料に化学修飾

フラーレンが有効であることが報告され、実用化に向けて日米を中心に検討が進んでいる。新エ

ネルギーデバイスである有機太陽電池では、フラーレン誘導体PCBMが代表的な有機n型半導体

として知られている。 
フラーレンのバイオ医薬への応用も精力的に検討が進んでいる。例えば光線力学療法を中心と

したガン治療薬や、その分子サイズを利用した抗HIV剤の開発等が展開されている。 
C60を安定大量に供給するフロンティアカーボン社（FCC）の取り組みを紹介する。2001年12

月に炭素系ナノ素材の事業会社として設立された。三菱化学㈱、三菱商事㈱及びナノテクパート

ナーズ㈱からの出資を受けて、フラーレンおよびその周辺素材の量産・低価格化の確立を目指し

ている。FCCは、2002年5月に年産400kgの製造能力を持つパイロットプラント（北九州市黒崎

に設置）を、続いて2003年5月から年産40tの能力を持ったスケールアッププラントの稼動を開始

している。生産体制が固まるとともに、1991年当時１グラムが150万円もしたC60が、現在では

3,000円、ミックスフラーレンであれば500円で誰でも購入できる時代になった。低価格でのフラ

ーレン供給により応用研究が加速され、具体的な応用製品が登場するだろう。 
実用化とともにナノリスク・標準化による社会受容の整備に対し、FCCも積極的に取り組んで

いる。わが国では2006年6月より、NEDO「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」プロジェクト（20
億円／5年間）がスタートした。ナノリスクの議論と同時に、ナノテクノロジーの標準化の活動

が開始されている。 
 
2.3.4 固体酸化物形燃料電池材料の革新 「固体酸化物形燃料電池（SOFC）素材の開発の現状」 

東北大学大学院 環境科学研究科 川田 達也 教授 
 

固体酸化物燃料電池（Solid Oxide Fuel Cell: SOFC）は作動温度が高く、 エネルギー変換効

率も40～60％と各種燃料電池の中では最も高い。SOFCの実用化のためには、セラミックス系の

固体電解質、触媒、セパレータ材料など広範囲な材料開発が課題である。材料開発では性能・機

能、信頼性、耐久性の向上が鍵となる。材料開発や材料設計に対し、東北大学では工学研究科環

境科学研究専攻（川田教授）、機械システムデザイン工学専攻、多元物質科学研究所が参画し、ま

た総合的開発体制として大阪大学産研、京都大学、(独)産業技術総合研究所（AIST）、エネルギー

安全科学国際研究センターがチームを構成して取り組んでいる。 
本報告では固体酸化物燃料電池の実用化に向けた最近の取り組みを紹介する。 
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燃料電池 Fuel Cell の原理は古く、1801年デービー卿(英)が見出した。以後、 
1839  グローブ卿(英) 燃料電池発電を実証 
1952  ユナイテッド・エアクラフト社(米)によるアルカリ型燃料電池 
1965  ジェミニ5号、PEFC（固体高分子形燃料電池）を搭載 
1972  米国TARGET計画。定置用リン酸形燃料電池(PAFC)の開発 

 
燃料電池の特長は、 

排出ガスがクリーン (NOxを出さない) 
水素燃料の場合「その場では」CO2を出さない 
可動部分が少なく静か 
発電効率が高い（カルノー効率の影響を受けない）がある。 

また課題として、 
高価、劣化→低品位廃熱→水素しか使えない（貯蔵、輸送） 

一方、最近技術開発の進展が著しい固体酸化物燃料電池（Solid Oxide Fuel Cell: SOFC）は、作

動温度が＋700～＋1000℃と高いことから、40～60％と各種燃料電池の中では最も高いエネルギ

ー変換効率を持つ。多様な燃料への対応が可能で、高温の排熱を利用して改質するものである。 
100KW級の試作も行なわれ、今後多方面の用途へ適用が期待される。 
SOFC用の固体電解質材料として使われるのはイットリア安定型ジルコニア（YSZ; Y2O3安定化

Zr O2：酸素空孔を介して酸素イオンがジャンプ）で、高発電効率、高品位排熱が可能である。 
開発要素として高温材料／高温プロセス、SOFCセンサ、欠陥化学、局所化学ポテンシャル計

測、「橋渡し」のための高温ミクロ計測、化学熱力学イオニクス、表面科学量子化学、触媒膜分離

がある。 
反応サイトイメージング(AIST)で電極（空気極）の高性能化、長寿命化が課題である。すなわ

ち空気極材料（(La,Sr)MnO3(La,Sr)CoO3）の開発課題は、 
高温用（＞900℃） 
中温用（600～800℃）長寿命化 
高性能化（三相境界線付近の酸素ポテンシャル分布＝カチオン輸送（形態変化）の駆動力）で

ある。 
また電極・燃料極（Ni-YSZ cermet）では多様な燃料への対応が課題である。すなわち耐炭素

析出、耐酸化還元性の向上である。  
「酸化物アノード」は可能性について、 
アノード限界電流：水素分圧に依存および熱活性的、炭素析出耐性電極の設計指針 

＊ 混合導電性酸化物ベース 
＊ CeO2系酸化物が有望 
＊ 触媒の担持が必要 
＊ Ni上のC：通電で除去可能  
セルの機械強度も重要である。緻密膜-多孔質膜、複合膜、積層構造、温度勾配、化学ポテンシ

ャル勾配が開発項目で、耐久性に関する今後の課題として各種負荷要因、化学ポテンシャル勾配
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下起動・停止、緊急停止酸化／還元、燃料切れ、炭素析出などの負荷、長期運転時の物質拡散／

化学反応の解明が急がれる。 
なお標準化も進み、システムの標準化、ファインセラミックス材料の評価法が検討されている。 

 
2.3.5 超伝導材料の革新  

2.3.5･1 「高温超伝導バルク材料開発と応用」  

芝浦工業大学 学長補佐 大学院工学研究科長 村上 雅人 教授  
 

超伝導（Superconductivity）とは電気抵抗がゼロになる現象である。現代社会に必要な機器は

すべて電動機器と言って良いが、電動機器は電気抵抗で余分なエネルギーを消費している。電気

抵抗を抑える超伝導材料は従って夢の材料である。1986年の高温超伝導発見以来、高温超伝導材

料としては、La-Ba-Cu-O（30K）、Bi-Sr-Ca-Cu-O（110K）、Hg-Ba-Ca-Cu-O（130K）などが知

られているが、高温超伝導体の応用への課題は、①酸化物でありもろく硬い、②多元素化合物で

制御が困難、③高温で作動するための宿命、コヒーレンス長が短いというようなことがある。 
高温超伝導体の発見によって、液体窒素温度（77K）で超伝導が発現するようになった。すな

わち、超伝導体の安定性が大きく向上し、この結果、バルク超伝導体の応用が可能となった。バ

ルク超伝導体の中で、最も応用開発が進んでいるのがRE-Ba-Cu-O（RE：希土類元素）系超伝導

体である。現在、数多くの分野で応用が検討されている。例えば、RE-Ba-Cu-O超伝導体と永久

磁石の組合せを利用して、エネルギー貯蔵用のフライホイール装置が開発されている。本報では、

バルク超伝導体の材料開発と応用の現状について報告する。 
 
 材料開発 
Y-Ba-Cu-Oの製法 

RE-Ba-Cu-O超伝導体で最初に注目を集めたのがY-Ba-Cu-O系である。その材料開発もこの系

において進められ、当初は焼結法によって作製されていたが、実用には供することができないこ

とが判明した。しばらく、その応用開発は低迷を続けたが、溶融法の登場によって実用性能が得

られるようになっている。最も一般的な溶融プロセスは、種結晶溶融成長（TSMG）法と呼ばれ

ている。 
機械特性の改善 

RE-Ba-Cu-O材料の捕捉磁場は、その機械強度により制限される。超伝導体が磁場を捕捉する

と、電磁力として引張力が働く。RE-Ba-Cu-Oの引張強度は非常に低く、高磁場を捕捉させよう

とすると、電磁力によってバルク体が破壊される。Ag添加はクラック進展を妨げるため、機械特

性の向上には有効であり、Ag添加によって2-4MPaから10MPa程度まで改善される。さらに

RE-Ba-Cu-Oの圧縮強度は、200MPa程度と高いため、金属リングで強化する方法もある。バル

ク超伝導体に金属リングをはめ込んだ状態で冷却すると、金属ディスクより大きく収縮するので、

超伝導体に予荷重として圧縮力が働き、このため、引張応力に対する耐性が向上する。 
樹脂含浸も、RE-Ba-Cu-O超伝導体の機械的特性の改善に効果的で、溶融したエポキシ樹脂の

中にバルク超伝導体を浸漬して、真空脱気処理を行うと、樹脂は表面のクラックおよび内部の空
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孔を満たす。この処理でバルク超伝導体の引張強度は100MPaにまで向上する。 
低温安定性の改善 

RE-Ba-Cu-O超電導磁石を励磁する際、超伝導体中で磁束線が運動するため熱が発生する。こ

の時、バルク体の温度が局所的に上昇すると、システムは不安定になる。RE-Ba-Cu-Oの熱的安

定性は以下のような方法によって改善される。バルク体に直径１mm程度の人工孔を設け、熱伝

導性にすぐれたAl棒を挿入後、低融点金属であるBi-Pb-Sn-Cd合金を含浸する。この手法により

熱的安定性は大きく改善されている。 
RE-Ba-Cu-O超伝導体の応用 

＜磁気浮上バルク＞RE-Ba-Cu-O超伝導体の応用で最も一般的なものは磁気浮上である。超伝

導浮上では熱絶縁が可能となるため、水素自動車用の水素貯蔵タンクをRE-Ba-Cu-Oで浮上させ

る技術が提案されている。また、超伝導浮上では、磁場が均一な方向には運動に摩擦がない。そ

こで、永久磁石をガイドレールとすることで、磁気浮上搬送システムを構築することができる。

この装置は、クリーンな環境が要求される半導体工場や医薬品工場、分析装置などへの導入が検

討されている。 
＜磁気ベアリングとフライホイール＞超伝導体の反磁性とRE-Ba-Cu-O体のピン止め効果を利

用すると、RE-Ba-Cu-O超伝導体の上下に、永久磁石を安定に空中で保持することができる。永

久磁石が円筒状に対称形であるならば、その対称軸の周りを自由に回転することができる。この

性質を利用した超伝導ベアリングの開発が行われている。 また、摩擦のない超伝導ベアリングを

利用して、エネルギー貯蔵用フライホイール装置開発が試みられている。 
その他の応用として超伝導ミキサー、捕捉磁場マグネット、磁気分離装置、マグネトロンスパ

ッタリング装置、超伝導モータ(最近、船舶推進を目的とした超伝導モータが開発されている)な
ど、応用可能性には枚挙のいとまが無い。 
  

高温超伝導体の発見以来、RE-Ba-Cu-O超伝導体特性の改善が進んだ。高温超伝導体が脆いセ

ラミックス材料であり、多元物質で構成されているため、その制御が困難なことから応用が進ま

なかった時期があったが、20年間の努力により、線材、薄膜、バルクにおいて工業応用が可能と

なっている。バルク超伝導体は、従来の低温超伝導体では、その熱的不安定性のために実用化が

不可能であったが、高温で超伝導が発現することから応用が可能となったものである。バルク超

伝導体の応用開発は新しい分野であり、アイデア次第では斬新な応用の可能性が高く、楽しみな

分野である。 
 
2.3.5.2 「先進超伝導線材の現状と展望」 

物質・材料研究機構超伝導材料センター 熊倉 浩明 センター長 
 

超伝導は抵抗ゼロで大電流が流せるため、これを各種の電力機器に応用すると効率が高まるだ

けでなく、小型・軽量化されるので、エネルギー消費や地球環境保全の面から有利であると考え

られる。具体的には、送電ケーブル、発電機、モータ、変圧器、エネルギー貯蔵装置(SMES)、
限流器、磁気分離、電流リードなどが挙げられ、これらの超伝導応用のためには、線材化が達成
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されなければならないが、現在、線材化研究が進められている超伝導材料は、金属系超伝導材料

と酸化物系超伝導材料に大別される。すでに実用化されている超伝導材料は、金属系のNb-Tiと
Nb3Snの二つである。Nb-Tiは合金系材料で加工性に優れるために線材化が容易であり、医療診

断用MRIや磁気浮上列車をはじめとして、最も多く使われている。Nb3Snは化合物系の超伝導材

料であり、そのままでは加工できないが、いわゆるブロンズ法が発明されて線材化が達成されて

いる。Nb3SnはNb-Tiよりも臨界磁界が高いため、高磁界を発生する超伝導マグネットの巻き線

材として使われている。一連の高温酸化物超伝導体については、発見以来数多くの研究者が線材

化に取り組んできたが、最近になってようやく高性能な長尺線材が得られるようになり、実用化

が真剣に議論されるようになってきた。実用化の観点から有望な高温酸化物超伝導体は、ビスマ

ス系酸化物とイットリウム系酸化物である。また、近年発見されたMgB2は、金属系の超伝導材

料であるにも関わらず、Tcが約40Kと非常に高いので線材化の研究が盛んになされている。 
 
 ビスマス系超伝導線材 

酸化物超伝導体においては、結晶粒のいわゆる弱結合の問題があり、これを避けるためには、

酸化物超伝導体の結晶粒の方位を揃えてやること（配向化）が必要となる。この配向化によって

結晶粒同士の結合性が大幅に改善され、大きな超伝導電流を流せるようになる。線材化法として

は、どちらも原料粉末を金属管に充填して加工・熱処理を行うパウダー・イン・チューブ(PIT)
法が最も一般的である。金属管としては銀が用いられている。最近では、ある程度加工をした線

材を束ねてさらに銀管に挿入し、これをさらに加工して得られる、より実用に適した多芯線材が

主流である。 
このようにして作製したビスマス系線材は、金属系の線材を大幅に凌ぐ優れた特性を示す。し

たがってビスマス系線材の応用の一つは、低温で使用する高磁界マグネットである。また、液体

ヘリウム不要の冷凍機冷却マグネットがもう一つの有望な応用である。磁界が十分に低い場合は、

液体窒素温度（77K）でも相当大きな超伝導電流が流れるために、磁界の影響の少ない送電ケー

ブルなどの応用が真剣に検討されている。 
 
 イットリウム系超伝導線材 

イットリウム系酸化物超伝導体は、ビスマス系よりも二次元性がはるかに小さく、77Kでの磁

界中のJc特性は、Bi-系酸化物よりも大幅に優れている。現在、最も長尺テープの作製が進んでい

るのが、IBAD(Ion Beam Assisted Deposition)法と呼ばれる方法である。この方法は、ハステロ

イなどの無配向金属基板テープ上に、中間層を二軸配向させた状態で成膜させるのがポイントで

あり、二軸配向Y-123膜は、この配向した中間層の上にエピタキシャル成長させて得られる。 
 
 MgB2線材 

MgB2は高温酸化物超伝導体で問題となる結晶粒間の弱結合が存在せず、この点で実用上有利

であると考えられる。また、原料の価格が低いことや、比較的簡便な線材作製法が適用できるた

め、低コスト化が可能なことなどもMgB2の利点である。PIT法による線材作製法には、大きく二

つの方法がある。その一つは、MgとBの混合粉末を金属管に詰めてテープやワイヤーに加工し、



－12－ 

熱処理によってMgB2を生成する方法であり、これはin-situ法と呼ばれる。他方はex-situ法と呼

ばれ、直接MgB2の化合物粉末を金属管に詰めて加工するものである。金属管としては、熱処理

温度において、MgやBと反応しない金属でなければならない。 
このようなMgB2線材を用いてマグネットの試作が世界で行われているが、熊倉らのグループ

では、巻き線後に熱処理をするいわゆるWind & React 法で、ソレノイドコイルを試作し、種々

の温度で励磁試験を行っている。外径50mmの小型コイルで20Kの温度、1テスラのバイアス磁界

において1.3Tの磁界発生に成功しており、MgB2線材は冷凍機冷却や液体水素冷却による超伝導

マグネットに有望と考えられる。さらに最近では、このMgB2コイルを用いてMRI用のマグネッ

トも試作され、実際の人体の断面撮像にも成功している。 
 
 今後の課題と展望 

ビスマス系酸化物線材では、結晶粒の配向化の改善や不純物の低減がカギとなる。また、一般

に酸化物線材は作製プロセスが複雑でコスト低減が非常に重要である。このためには、線材製造

工程の合理化など検討すべき項目は多い。 
Y-123では今後は更なる組織制御による配向化の改善や、Y-123層の厚膜化、積層化なども視野

に入れる必要があろう。また、コストの面では、成膜速度が重要であり、さらに高速化を達成し

て線材製造速度を上げる必要がある。この点では、塗布法などの非真空プロセスが有望と考えら

れる。 
MgB2線材においてもPIT法によるMgB2線材の場合は、MgB2の充填率が50%程度とかなり低く、

充填率の向上でJcが大幅に改善する可能性があろう。また、MgOなどの不純物の低減も重要であ

ろう。 
以上述べたように、いずれの線材にしても、様々なレベルにおける材料組織の制御が実用化の

カギを握ると考えられ、材料科学に立脚した息の長い研究の積み重ねが、これからも強く望まれ

る。 
 
2.3.6 超耐熱合金の革新 「物材機械における高温タービン部材開発の現状と展望」 

物質・材料研究機構超耐熱材料センター 原田 広史 センター長 
 

エネルギー資源の節約、CO2削減による地球温暖化防止の観点から、ジェットエンジンやガス

タービンの一層の効率向上が必要になっている。効率向上にはタービン入り口温度上昇がもっと

も有効であり、その実現に不可欠な耐熱材料、とくに効果が期待できる次世代Ni基超合金の開発

が内外で盛んに行なわれている。本報告ではわが国のこの分野における開発の現状を報告する。 
 
Ni基超合金への期待 

航空機用エンジンの離陸時のタービン入り口温度は民間機でも1,500℃を超えるが、次世代エン

ジンでは一層の高温化、高効率化が必要となっている。2007年就航の大型機エアバス380に続き、

2008年には中型高効率機ボーイング787や、2013年には中－大型高効率機エアバス350XWBの就

航予定など計画が目白押しである。これらを可能にする重要なキーテクノロジーは高温タービン
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部材、とくに次世代Ni基超合金タービン翼、タービンディスクで、要求はますます過酷になって

いる。 
タービン翼用Ni基超合金 

現在の主流は単結晶合金で、初期の第１世代合金から第２世代レニウムRe3％→第３世代合金

Re5－6％→第４世代合金Ruルテニウムなど貴金属を2－3％wt含む、さらに貴金属を5－6％含む

第５世代単結晶合金へと開発が進んでいる。第4、第5世代合金はクリープ強度ばかりでなく、熱

疲労強度にも優れていることが分かった。 
ジェットエンジンへの適用の可能性 

新しい動きとして物材機構と英国ロールスロイス社が物材機構内に2006年6月ロールスロイス

航空宇宙材料センターを開設、資金提供約6,000万円/年、5年間予定（2年ごとに2年延長を協議）

でビッグプロジェクトが始まった。 
EQコーティングの開発 

Ni基超合金タービン翼は通常遮熱コーティング（TB;Thermal Barrier Coating）を施し、内部

から空冷するなどしてメタル温度を調節しているが、これに代わるものとして、基材Ni基超合金

と熱力学平衡する(Equilibrium)EQコーティングを提案している。 
タービンディスク用Ni基超合金 

高圧タービンの高温化にともなって、タービンディスク用超合金にも700℃以上で長時間使用

できる次世代合金の開発が求められている。タービンディスクの開発は国内では長年行なわれて

いなく、また米国では戦略物質とみなされ、今後海外調達は困難になるので、この取り組みは急

務の課題である。開発目標は鋳造／鍛造プロセスにより、最新の粉末プロセスに匹敵できる耐熱

合金を創製することで、Co添加による組織安定性向上とTi添加による強度向上を図る。 
 
 
2.3.7 バイオマス系材料の革新 「バイオマスからのプラスチック 

～プラスチック原料からの脱石油化～」 

財団法人 バイオインダストリー協会 事業推進部 大島 一史 部長 
 

バイオテクノロジー戦略大綱とバイオマス・ニッポン総合戦略の基本方針を受け、2005年3月
25日から9月25日にかけて開催された愛知万博会場に、バイオマス・プラスチック（以下BP）製

品が導入された。会場にはバナー（幟）、標識類、簡易休憩所の日陰シェルターや、一部パビリオ

ンの外装材・内装材など、ごみ収集袋、更にワンウェイ食器やリターナブル食器具の導入が図ら

れ、多様な再資源化が可能であることを実証して、来場者に広く認知されることを目指した事業

が進められた。愛知万博は、BPが一般プラスチックとして、更に食品容器包装資材としての実用

性を十分に実証した記念すべき国家事業であった。これを契機に2006年以降、大手リテーラー（イ

オン㈱およびユニー㈱）や全国規模でファストフードチェーン展開を進める事業者（㈱モスフー

ドサービス）がBP容器包装を導入し始め、2007年には既に1,000トン/年を超える新需要を生み出

され、BPは着実な市場形成に向かった。 
BPの原料を概観すると、天然物（セルロース誘導体や澱粉および澱粉誘導体など）を利用した
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BP、資源穀物や未利用BMを利用したBP、微生物を利用したBPがある。 
天然物を利用するBPとして酢酸セルロース（CA）が代表的である。セルロース・ジアセテー

トは包装用途、射出成形用途（自動車ハンドルやサングラス枠など）および繊維や塗料そしてセ

ルロース・トリアセテートは不燃性写真用フィルム用途がある。つぎに澱粉および澱粉誘導体由

来のBPであるが、単純な応用製品としては、水或いはグリセリンを加えて糊状化させ、発泡成形

したバラ緩衝材や低発泡カップ／トレイ用途が実用化されている。さらに各種の生分解性プラス

チック（BdP）とブレンドし耐水性・耐油性を上げたタイプが開発され、緩衝材、生ごみ回収袋、

マルチフィルムおよび食器具類に応用されている。次にニュータイプ（バイオマス変性系および

バイオマス複合系）として、木質チップや古々米を可塑化し樹脂と複合化したタイプが登場した。

既に木質系BP（樹脂はポリプロピレン（PP）やポリ乳酸（PLA））は配膳トレイ、古々米系BP
は規格袋（樹脂はポリエチレン（PE））として、またコンテナ・ボックス（樹脂はPP）として実

用化されている。さらに資源穀物や未利用ＢＭを利用するBPがあり、ポリ乳酸はトウモロコシに

含まれる澱粉をグルコースへ戻し、以後、乳酸へ変換後に重合して製造される。島津製作所㈱か

ら事業を受けたトヨタ自動車㈱が、“トヨタエコプラスチック”として（サトウキビ由来）上市し

ている。 
新素材実用化のため市場定着化を目指した動向としては、「愛・地球博プロジェクト」や自治体

および民間団体の取り組みも活発である。自治体の取り組みとして7府省（内閣府・総務省・文

部科学省・農林水産省・経済産業省・国交通省・環境省）からなるバイオマス・ニッポン総合戦

略会議は、バイオマスタウン構想を全国の市町村から募集しており、2007年11月末時点では104
市町村が認定されている。民間団体などによる取り組みとしては、主な機関として、日本有機

資源協会（JORA）、日本バイオマス製品協議会、日本バイオプラスチック協会（JBPA）がある。 
今後の課題であるが、①価格、②品質、③消費社会としての受け入れ基準、および④行政府に

よる支援が重要である。コストについては、例えば、PLAの2007年平均cif価格は￥230/kg程度に

まで低下してきており、ポリスチレンやポリエチレンテレフタレートの価格対比で、50％程度の

割高に収まってきている。 
 
2.3.8 シリコーン材料の革新 「シリコーン製品と最新技術」 

信越化学工業株式会社 シリコーン電子材料技術研究所 青木 良隆 研究員 
 

地球表層を構成する物質のうち、酸素に次いで多いケイ素は酸素と結合してケイ石として存在

している。このケイ石に複雑な化学反応を加えて作り出した、無機と有機の性質を兼ね備える合

成樹脂がシリコーンである。シリコーンは結合の主骨格となるシロキサン結合（＝Si-O-Si）と有

機基が結びついて多くの特性を発揮する。主な特徴として、耐熱・耐寒性・電気的絶縁性・撥水

性・耐摩耗性・耐候性などきわめて幅広い。また性状もオイル、レジン、液状ゴム、ゴムなど多

彩で、そのためにエレクトロニクスから輸送機、化学、繊維、食品、化粧品そして建築まであら

ゆる分野で応用が期待されている。 
青木らが開発に関わったシリコーン製品の中で、LED用シリコーン材料、放熱用シリコーン材

料、シリコーン耐熱材料が報告された。 
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半導体素子封止材料としてエポキシ樹脂が広く使われてきたが、青色LEDでは使用環境下で黄

変、高輝度化による発熱量の増大ならびに長時間の耐久性の向上が要求され、耐候性、耐熱性、

電気絶縁性、化学安定性に加え、可視～紫外光領域まで高い光透過率を有するシリコーン封止材

料が応用されるようになった。 
また、放熱用シリコーン材料として電子機器の高性能化、高機能化、小型化にともなって、CPU

やドライバ素子からの増大する発生熱を逃がす素材として注目されている。材料としてはグリー

ス、フェイズチェンジシート、ゲル、シートなど様々の形態として利用可能である。 
さらにシリコーン耐熱材料としては、各種金属フィラーを含有する液状硬化性シリコーン組成

物を所与のモールドに流し込み、硬化させてシリコーンを無機化すると、ニヤネットシェープの

金属セラミック複合材料が生成できることが分かった。これはアルミニウム合金や炭素繊維の欠

点をカバーする、軽量化のための新素材として将来期待される。 
 
2.3.9 現地調査 

 株式会社 ミロクテクノウッド（Mg合金によるハンドルの軽量化） 
 高知工科大学（酸化亜鉛透明導電膜） 
 古河スカイ株式会社（15,000トンプレスによるAl合金の鍛造） 
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３．マグネシウム合金の革新  

―マグネシウム合金の研究開発現状と機械的性質改善の取り組み 

物質・材料研究機構 新構造材料センター 軽量材料グループリーダー 向井 敏司 
 
3.1 緒言 

 

マグネシウムは最軽量の構造用金属材料であることから、主として軽量化が求められている携

帯用電子機器部材などに採用されてきた。他方、京都議定書が発効したことから、CO2ガスの低

減が急務となっている。なかでも、省エネルギー・省資源や排気ガス等の環境負荷を低減すると

いう社会的要請から、自動車などの移動構造物への適用検討が盛んになっており、その部材とし

て採用される機会が増えてきている。マグネシウムはその密度が1.74×103 kg/m3であり、鉄と比

較して約4分の1であるため、代替による軽量化効果は大変高いことが期待される。軽量化の効果

として、自動車の重量を100 kg減少させることにより、約0.88 km/lの燃費向上が可能であるとさ

れている1)。自動車構造の骨組みであるホワイトボディの軽量化であれば、ULSABプロジェクト

でよく知られている高張力鋼板を用いた場合に約25％、また、アルミニウム・スペースフレーム

を用いた場合に約35％の軽量化が可能であるとされているが、これをマグネシウムに置き換えた

場合には、約50％の軽量化が可能となる。例えば、2002年にVolkswagen が開発したマグネシウ

ム合金フレームからなるプロトタイプ車では、ガソリン1)で約100km走行可能な高燃費性能を示

すことが実証されている2)。本報では、マグネシウムの適用範囲拡大に向けた機械的性質改善に

つながるミクロ組織改良の例について紹介する。 
 
 
3.2 マグネシウムの課題と研究動向 

 

3.2.1 マグネシウムの課題 

マグネシウムの課題、すなわち、普及を阻害している主な要因として、材料のコスト高と耐食

性、耐熱性、耐クリープ性、強度－延性バランス、靱性などの諸特性の低さが挙げられる。その

ため、今後研究開発されるマグネシウム合金は図3.1に示すような特性改善が図られていくものと

考えられる。最近の市場拡大の動きに連動して、地金コストはアルミニウムと同等になりつつあ

るため、これらの特性を改善することができれば、マグネシウムの適用範囲は飛躍的に拡大され

ることが予想される。耐食性は、近年の精製技術の進歩により、不純物の混入が低減された合金

開発が進んだ結果、改善されてきている。例えば、AZ91D合金のようにADC12合金よりも耐食性

に優れたものが製造されている3)。しかしながら、マグネシウムは実用合金中で最も電気化学的

に卑な金属であるため、異種金属との接触腐食が大きな問題であることが指摘されており、直接

接触を極力抑える工夫が必要である3)。また、マグネシウム合金はアルミニウム合金や軟鋼等と

比較して、室温では延性に乏しく、プレス等の成形性が極めて悪いため、金型の肩部等で早期の

破壊が容易に起こる。この難加工性はマグネシウムの結晶構造が、室温付近で活動する結晶学的

すべり系が限られている六方最密構造であることに起因している4)。したがって、加工時に活動
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するすべり系の数を増加させることが、成形性改善に向けた方策の一つとなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図3.1 マグネシウム研究開発の方向 
 

3.2.2 マグネシウムの世界的研究動向 

欧米ではマグネシウムの研究開発が盛んに行われてきている。特にドイツでは、環境負荷低減

の観点から大型プロジェクト（SFB390）が推進され、高比強度化、耐熱性、耐クリープ性や成

形性に優れたマグネシウム合金開発が推進されてきた。また、北米でもビッグスリーを中心とし

たUSCARコンソーシアムで5年計画大型プロジェクトの一環として、自動車構造用鋳造マグネシ

ウム合金の開発研究が実施されている。一方で、マグネシウムの世界的生産拠点であるオースト

ラリア・カナダ・中国でも研究開発が盛んになっている。また、韓国でも国家レベルで研究プロ

ジェクトが推進されている。その結果、マグネシウムに関する研究論文数は、右肩上がりで増加

してきている。特に中国の研究論文数が飛躍的に伸びており、2004年以降ではトップとなった。

これは、国家主導でマグネシウム地金生産に留まらず、研究開発にも精力的に取り組んでいるこ

とによるものと推察される。 
研究対象の分類では、ダイカストなどを含めた、いわゆる鋳造合金が多い。しかしながら、2002

年以降は、圧延、押出しや強ひずみ加工5)を含めた、いわゆる展伸合金の割合が急増しており、

実成型に寄与する鋳造材料研究のみならず、将来の大型部材に対応する材料開発研究に注力され

始めている傾向にある。研究課題は、展伸材研究の増加に伴う、結晶粒微細化に関するものが多

い傾向にあり、合金設計では、耐熱性や高強度化に寄与する希土類元素の添加を取り扱ったもの

の増加率が高い。また、希土類元素添加によるナノ組織形成と機械的性質に及ぼす効果に着目し

た研究の数が増加している。研究対象となる材料特性は、腐食・防食に関するものや、高温クリ

ープの研究が多い。また、成形性や延性に関する論文のみならず、破壊、接合、疲労に関するも

のも増加する傾向にあり、展伸材に関する研究件数の増加に連動して、構造物の大型化や安全性

向上に寄与する材料研究が増加している。一方、マグネシウム合金は押出しや圧延により展伸材

とすることで、その結晶組織を微細化することが可能である。また、展伸化により高強度・高延

性の両立が期待できることが報告されている6)。そこで、今後の社会的要求を満たしつつ、その

需要を増加させるためには、圧延や押出し等の一次加工プロセスの最適化と低コスト化に併せて、
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プレス成形等の二次成形加工技術の高度化が重要となる。例えば、板材の低コスト化であれば、

双ロールキャスティングにより、溶湯から直接板材を製造することが検討されている7)。さらに、

合金設計では希土類元素を用いた新合金開発が増加していることから、今後は分散状態を最適化

するためのナノ組織制御やナノ組織解析に関する研究も増加することが推察される。また、要求

性能とコストに見合った合金開発、特に希土類元素を極力含まない高性能合金開発8)も世界的に

推進されるものと予測される。 
 

3.2.3 国内の研究動向 

国内でもマグネシウムの研究は活性化されている。研究の動勢としては、前述のような世界各

国で推進されている研究内容と同様である。国家プロジェクトや地域コンソーシアムによるプロ

ジェクト20件程度が各地で実施されている。大規模プロジェクトの例として、平成15年度より、

NEDO・産業技術研究開発関連事業では「次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発」により、

航空機構造部材としての耐食性・強度を満足するマグネシウム合金の開発と特性を満足した安全

な製造プロセスの開発を目標として研究開発が推進されている。他方、平成16年度より、NEDO・

地球温暖化防止新技術プログラムでは「SF6フリー高機能発現マグネシウム合金組織制御技術開

発プロジェクト」により、実用合金（AZ, AM系）にCaを添加し、地球温暖化係数の高い防燃ガ

ス（SF6）を使用しない溶解・精錬・凝固プロセスの開発と成形品の機械的性質をアルミニウム

合金同等レベルに高める最適成形加工プロセスの開発が推進された。また、平成18年度より、

NEDO・革新的部材産業創出プログラム／新産業創造高度部材基盤技術開発の一環として「マグ

ネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト」が開始され、マグネシウム合金の疲労強度を飛躍的に

引き上げる鍛造合金の研究開発が推進されている。 
 
 

3.3 マグネシウムの機械的性質改善 

 

3.3.1 機械的性質改善のための組織学的因子 

金属材料の高強度化は、転位の活動に対する抵抗を増大させることにより実現される。よく知

られているように、活動を阻害する組織学的因子として、 

 溶質原子の種類と濃度 

 非整合微細分散粒子（晶出物や複合添加物）の種類・形態・サイズ・体積率 

 整合析出物の種類・形態・サイズ・体積率 

 結晶粒界面積（または結晶粒径） 

 結晶方位（または集合組織） 

などが挙げられる。従来から実用金属材料の高強度化は、上記因子の効果的な組み合わせにより

実現されている。実用化が進んでいる鉄鋼材料やアルミニウム合金と比較した場合、マグネシウ

ム合金に関する素材開発研究は鋳造合金における検討例が多く、展伸材では十分な検討がなされ

ているとは言い難い。その背景として、現状のマグネシウム成型がダイカスト等の鋳造で行われ

る場合が多いことが挙げられる。そのため、鋳造成型性と鋳造材の高強度化に研究開発の主眼が
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置かれており、素材の延性や靭性には、あまり注目されていなかった。今後のマグネシウム適用

範囲拡大のためには、上記因子の内で、高強度化と同時に延性や靭性付与に有効な因子の同定と

合金開発が重要であると考えられる。以下では、結晶粒の微細化および添加元素の選択が機械的

性質である強度と延性や靱性の改善に及ぼす効果について紹介する。 

 

3.3.2 結晶粒微細化の効果 

降伏応力の増加に対する結晶粒微細化の効果は、ホール・ペッチの関係（σy =σy0 +kd-1/2，

σy：降伏応力, σy0：定数,k：直線勾配,d：結晶粒径）としてよく知られている。図3.2(b)に各種

マグネシウム合金におけるホール・ペッチの関係を示す9)。ここでは、比較のため、アルミニウ

ム合金における例を図3.2(a)に併せて示している。アルミニウムでは、MgやCu等の固溶により、

純アルミニウムの場合と比較して直線勾配（k値）が増加する傾向にあり、粒径微細化の効果が

顕著になる。また、Al-Mg-Mn-Cr合金について示されているように、衝撃荷重下における強度

も高くなっている。一方、マグネシウムではアルミニウムの場合と比較して、k値が3倍程度大き

くなっており、高強度化に対する粒径微細化の効果は比較的高いといえる。ホールペッチの関係

におけるk値は、材料のテーラー因子（M）に比例することが報告されており、直線勾配が大き

くなる要因はマグネシウム固有の結晶異方性にあることがわかる10)。馬渕らは、底面方位分布の

異なるAZ91合金の直接押出材と側方押出材について、それぞれの降伏応力における粒径依存性の

差異について調査しており、底面方位配向の強い直接押出材と比較して、側方押出材では低いk
値が得られることを報告している11)。また、図3.2(b)中に示した衝撃荷重下におけるZK60合金の

ホールペッチの関係は、準静的荷重下における場合とほぼ平行関係にあり、衝撃荷重下において

も強度の低下は現れない傾向にある。したがって、ひずみ速度の高低に依らず、結晶粒の微細化

はマグネシウム合金の高強度化に有効であるといえる。 

また、前述のように、圧延や押出しによる展伸プロセスにより、高強度化と同時に引張伸び値

が増大することが知られている。種々のマグネシウムおよびマグネシウム合金展伸材について、
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各材料の結晶粒径の逆数と引張伸び値の関係をプロットすると図3.3のようになる。鋳造材を出発

材料とした展伸材(I/M)では、結晶粒の微細化とともに伸び値が増加する傾向がある。他方、粉

末材を出発材料とした展伸材(P/M)では、結晶粒の微細化に伴う伸び値は、粉末表面相の分散な

ど固化時に欠陥が導入されるため、緩やかではあるが、増加する傾向にある。結晶粒微細化に伴

う引張り伸び増加の要因として、(ⅰ)非底面転位が活動する頻度が高くなること、(ⅱ)粒界体積の

増加により、粒界塑性変形が起こりやすくなることが指摘されている。 

 

3.3.3 添加元素選択の効果 

前述のように、マグネシウムの結晶粒微細化は強度ならびに引張伸び値の増加をもたらす。伸

びの増加については、純マグネシウムで結晶粒微細化効果が顕著に現れている。これは、マグネ

シウムの粒界拡散速度が比較的速い、例えば、アルミニウムの場合と比較して100倍程度速いこ

とに起因している12)。押出しにより強ひずみ加工を施して得られた微細結晶粒マグネシウム（平

均粒径: ~ 1µm）では、室温で100％を超える伸びが得られている。変形組織が等軸微細結晶粒

を維持していることや、定常変形の活性化エネルギーがマグネシウムにおける粒界拡散の活性化

エネルギーに近いことから、粒界すべりが主変形機構であることがわかっている。他方、微細結

晶粒からなる純マグネシウムに衝撃荷重が作用する場合には、粒界すべりに伴う付随調整機構が

不十分であるために、粒界割れが起こり、著しい伸び値の低下がみられる。構造用途での信頼性

や安全性を保証するためには、静的荷重のみならず、衝突時に発生するような衝撃荷重下で、強

度や延性が低下しないことが望ましい。したがって、衝撃荷重の作用に対して粒界破壊が起こり

にくい組織とするための組織制御が重要となる。 

粒界すべりを効果的に抑制するためには、破壊の基点となり難い因子により、粒界部を強化す

ることが有効である。例えば、溶質原子の選択と濃度の調整が選択因子の一つとなる。そこで、

固溶限より低い濃度の溶質原子を添加した二元合金を溶解鋳造し、強ひずみ加工により、結晶粒

を微細化したものを準備した。図3.4はMg-Y二元合金で得られた微細結晶粒組織の例である。マ

グネシウムと比較して、原子半径の大きい固溶元素（イットリウムなど）と小さい固溶元素（リ

図3.3 マグネシウムおよび合金の結晶粒径と引張伸び値の関係 
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チウムなど）について、同等の元素濃度を含む微細結晶粒合金を作製し、引張試験を行った。そ

の結果、比較的原子半径の大きい元素を含む合金の降伏応力は、比較的原子半径の小さい元素を

含む合金の場合と比較して、2倍近い高強度と衝撃荷重下での延性破壊が確認された。高分解能

TEMとナノEDSの観察結果から、結晶粒界近傍に偏在する元素濃度が異なることが、強度の高低

と衝撃延性増大に寄与していることが示唆された。したがって、延性を阻害しない高強度化には、

結晶粒の微細化と同時に合金元素の選択が重要であることがわかった。 

 

3.3.4 添加元素選択による強化粒子の形成 

マグネシウム合金の高強度化には、前述の結晶粒微細化と固溶強化元素の選択が有効であるが、

さらなる高強度化には析出物等による分散強化が必須である。効果的な分散強化を得るためには、

分散粒子の形態と粒子／母相の界面構造の選択が重要となる。以下ではその事例を示す。 

マグネシウムの固溶強化とともに析出相形成に有効な元素の一つとしてZnが挙げられる。また、

Caも時効を促進させる元素として重要である。ZnとCaを添加した三元合金の時効硬化挙動を図

3.5に示す13)。ここでは、比較のため、それぞれの二元合金における時効硬化挙動も示している。

図3.4 強ひずみ加工による結晶粒微細化と結晶粒界の例 

 

 

図3.5 ZnならびにCa添加合金の時効硬化挙動 



－23－ 

Mg-Zn合金では0.3 at.％と固溶限以下の濃度であるために時効硬化は認められないが、Mg-Ca
合金では時効硬化が起こっている。同じ濃度の元素を加えた三元合金では、ZnとCa添加の相乗効

果による顕著な時効硬化が認められる。また、Ca濃度は若干低いものの、Zn濃度を5倍程度にし

た合金の時効硬化挙動と比較したところ、高濃度の元素添加にもかかわらず、低濃度合金の硬度

より低い結果が得られた。すなわち、マグネシウム合金の析出強化には、単純に添加元素濃度を

増やすのではなく、最適な濃度比の選択が重要であることが示唆された。三次元アトムプローブ

により、比較的高い硬度を示した材料の原子配置を観察した結果を図3.6に示す13)。母相結晶面に

平行なCaとZnの板状クラスタが交互に積層することで、対を成す特異な構造を形成し、これらの

対構造が母相中に均一分散していることがこのアトムプローブ像や高分解能TEM像から確認さ

れている。以上の結果から、高強度化に寄与する析出物形成の元となる添加元素の種類と濃度に

は、最適な組合せが存在していることがわかった。 

次に析出物の形態と界面構造の選択も、マグネシウム合金の高強度化とともに延性や靱性の改

善に有効である事例を示す。同程度の結晶粒径を有し、析出物形態の異なるMg-Zn-Zr押出材に

ついて、引張変形特性を調べたところ、析出物の形状が球状であるものの方が、強度と靱性値が

高くなる結果が得られた14)。すなわち、球状析出物による分散強化は、マグネシウム合金の機械

的性質改善に有効であることが示唆された。球状粒子分散による同様の機械的性質改善は、図

3.7(a)に示すMg-Zn-Ca合金押出材など、他の合金系についても確認されている15)。他方、母相

結晶格子とのマッチングが良い強化相の微細分散も機械的性質改善に有効である。例えば、準結

晶相は決まった原子の配置が繰り返し並ぶ結晶構造を持たないことから、母相との界面で強固な

結合を示す頻度が極めて高い。そのため、準結晶相の表面積を大きくする、すなわち、高体積率

の微細な準結晶相を分散させると、飛躍的な高強度化が期待できる。図3.7(b)にMg-Zn-Y合金押

出材のミクロ組織を例として示す16)。微細結晶粒組織の形成と同時に微細準結晶粒子(i-phase)
とMg-Zn(β相)が分散している。変形後の破面観察から、延性ディンプルの核となっている分散

物は主としてβ相であり、準結晶粒子は破面上にほとんど現れていない結果が得られた。また、

破壊靱性試験の結果（図3.8）から、準結晶微細粒子は破壊の核となりにくいことから、延性や靱

性を低下させない高強度化に有効であることがわかった。 

 

図3.6 Mg-0.3Ca-0.3Zn合金における独特のナノクラスタ形成 
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3.4 まとめ 

 

マグネシウム合金の機械的性質改善、すなわち、高強度と高延性、または、高靱性のトレード・

オフ・バランス化には、(ⅰ)母相結晶粒の微細化、(ⅱ)添加元素の選択、(ⅲ)ナノオーダー・サイ

ズからなる球状粒子の均一分散が有効であり、相乗効果が期待できることがわかった。例えば、

図3.8に示す比強度（降伏強度／密度）と平面破壊靱性値の関係から、強度－靱性バランスが比較

的低いマグネシウム鋳造合金を展伸化することでバランス改善が可能であり、さらに、結晶粒微

細化と元素選択に基づく球状粒子分散により、高強度アルミニウム合金に匹敵するマグネシウム

合金創製の可能性が示された。 

図3.8 結晶粒微細化と分散強化による比強度（降伏応力／密度）と平面破壊靭性値の改善例
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図3.7 微細結晶粒からなる押出合金ミクロ組織の例、 
(a) Mg-1.8Zn-0.3Ca、(b) Mg-2.6Zn-0.4Y 
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４．有機ELの革新 ―有機ELの開発と実用化への道 

信州大学 繊維学部 機能高分子学科 教授 谷口 彬雄 
 

有機ELテレビがソニーから発売された1,2)。テレビのコマーシャルでも、有機ELという言葉が

普通に使われ始めた。｢有機｣といえば、有機栽培野菜と思われていたのが、テレビ、携帯電話の

話へと変わってきた。大きな変化である。 
有機ELのアプリケーション領域を図4.1に示す。高精細の領域は、素子の動作にそれぞれトラ

ンジスターを配置するアクティブマトリックスとし、高速、高精細を確保している。セグメント

表示など、解像度が要求されないものは、パッシブマトリックスとしている。 
大手電機メーカーは、ディスプレーの大きな市場が望める分野へと突き進んでいる。大きな市

場は、厳しい競争にさらされる。性能はもとより、何よりも価格競争である。この領域は大手電

機メーカーに任せておいて、それ以外の分野でのビジネスチャンスに関して考えてみたい。 
現時点で考えられる製品群の一部として、次などがある。 
 白色光源、蛍光灯に代わる光源 
 簡単な表示パネルとしてのビジネスチャンス 
 特異な領域 
これらの可能性に関して検討してみる。 

 
 
4.1 白色光源への道 

 
過去何件かの高効率有機EL発光デバイスのプロジェクトを経て、自然色に近い、現在の蛍光灯

に代わる光源としての有機EL光源の実用化プロジェクトが始まった。NEDO(独立行政法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機)が平成19年9月に決定した｢高演色性型の生活照明用有機EL発光

デバイスの実現に向けて｣のプロジェクト1)である。 
家庭などの生活空間で消費されるエネルギーのうち照明用途は約16％と高い割合を占めるた

図4.1 分野別有機ELのアプリケーション 
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め、照明光源の高効率化は大きな省エネルギー効果をもたらすと期待されている。現在、一般家

庭では高演色性蛍光管を用いた照明が広く普及しているが、その代替となりうる高演色性型の高

効率有機EL発光デバイスを開発することで、家庭におけるエネルギー消費の削減に繋がる。 
量産を実現しようとしている高演色性型の生活照明用有機EL発光デバイスの構造を図4.23)に

示す。 

平均演色評価数Ra=90以上の高演色性発光デバイスを実現するため、新規に純青色有機EL材料

を開発するとともに、これを用いた高機能マルチユニット素子構造により、高効率有機EL発光デ

バイスを低コストに製造可能とする省資源型製造技術等の開発が期待されている。 
有機ELの発光特性を任意に設計可能であるという特徴が活かされた白色光源であり、蛍光灯が

有機ELに代わる日は近いものと期待される。 
 

 

4.2 簡単な表示パネルへの道 

 
図4.3における精細度が低く小型の有機ELパネルの

分野はアイディア次第である。パイオニア㈱ は、有機

ELディスプレイ搭載のカーオーディオ製品4)を世界に

先駆け発売した。1997年の事である。その後、自動車

のインパネに有機ELを搭載するなどの試みが続けられ

図4.2 白色光源の構造 

図4.3 パイオニアの車載オーディオ
の有機EL表示 
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ている。2005年には、日本精機㈱により、車載計器用の有機ELディスプレイを新たに上市され

た。 
筆者らは携帯電話の使用を注意する｢携帯電話警告装置｣5)を開発した（図4.4）。これらのパネル

などを有機ELで構成させようとしている。 

この分野はアイディア次第である。市場規模も関係があるが、アイディア次第であると思う。

簡単な表示はこれからますます必要性が増してくると考えられる。いかに早く導入し、市場開拓

してゆくかがポイントである。 
 
 

4.3 特異な領域への道 

 
① 光通信デバイスへの道 

有機ELを光通信デバイスへ利用しようとする試みがある。 
既に、有機ELのスイッチング速度は10Mbps以上可能であることが明らかにされている6)。図

4.5に有機EL発光強度の周波数特性を示す。これにより、プラスチック光導波路を組み合わせて、

装置内での光配線などへの応用の可能性が現実的となった。また、携帯電話への情報伝達手段と

して、｢直感的光電送技術｣7)が提案されている。これは、小さな有機EL素子を組み込んだポスタ

ーに受光素子を組み込んだ携帯電話をかざすだけで、インターネット接続などの複雑な処理なく

して、ほとんど瞬時にデータを取り込もうとするものである。これまでは、QRコードを携帯電話

で写真と取り込み、ネット接続をし、ホームペイジからデータをダウンロードする手段でデータ

を入手していた。有機ELを利用したシステムだと、インターネット接続などを全く意識すること

なく、巷にある有機ELを組み込んだポスターの特定の場所に携帯電話をかざすだけデータが取り

込めることになる。実機での試作品が作製されようとしている。 

図4.4 携帯警告装置の設置例(信州大学医学部付属病院) 
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② 動体視力計への道 
有機ELの高速応答性を活かして動体視力計8)の開発が行われている。動体視力は静止視力とは

異なり、移動しているものを認識する能力である。液晶表示パネルでは応答速度が不足しており、

残像が残るなどの問題点があった。有機ELを利用することにより、より高速動作が可能となり、

動体視力の正確な評価には重要な特性であると言える。その試作品例を図4.68)に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図4.5 有機EL強度の周波数依存性
素子構造：ITO 150nm/α-NPD 40nm/BCzVBi:CBP 20nm/ZnS 20nm 
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図4.6 有機ELを用いた動体視力計試作機 
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その他、有機ELの特性を活かした製品がこれから提案されて来るものと思われる。その薄さ、

軽さ、フレキシブル性、高速応答性などの特性は魅力的である。 
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５．炭素系材料の革新  

 

5.1 電気二重層キャパシタ（EDLC）用炭素ナノ細孔体電極材料 

群馬大学 大学院工学研究科 応用化学・生物化学専攻 准教授 白石 壮志 
 

5.1.1 はじめに 

電気二重層キャパシタ（Electric Double Layer Capacitor：EDLC）は、大容量を有するコン

デンサであり、活性炭電極と電解液の界面に形成される電気二重層に電荷を蓄える1-4)。セラミッ

クコンデンサや電解コンデンサといった誘電体コンデンサと比較して非常に容量が高く（コイン

型のEDLCの容量は数Fに及ぶ）、二次電池に比べて高い出力密度と優れたサイクル特性を示す。

EDLCならびに、導電性ポリマーや酸化物の酸化還元容量（レドックス容量）を利用したキャパ

シタは、「電気化学キャパシタ」と呼ばれ、大容量・高出力密度の特徴を生かして、電気自動車・

燃料電池自動車のパワーアシスト電源や夜間電力の貯蔵システムとして注目されている5)。 
EDLCの特長は先述のとおり優れた出力密度とサイクル特性であるが、EDLCをパワーアシス

トや夜間電力貯蔵に使おうとすると、エネルギー密度の低さが問題となっている。EDLCに貯蔵

されるエネルギー（E）の大きさは、電極の二重層容量（C）ならびに印加電圧（V）を用いて表

すことができる（式1）。 

E = C V2

2
   

式1から、EDLCのエネルギー密度を向上するには、耐電圧（限界印加電圧）、あるいは電極の

二重層容量を高めれば良いことが分かる。電極の二重層容量は、活性炭電極のイオン吸脱着に関

する有効表面積に依存するため、活性炭電極の細孔構造と電気二重層容量の相関について多くの

研究がなされてきた。その結果、細孔構造を最適化することで電気二重層容量は向上したが、逆

に細孔構造の最適化だけでは限界があることも明らかになってきた6)。このような背景から、筆

者は、活性炭以外のキャパシタ用炭素材料の開発、ならびに活性炭電極の耐電圧の向上の二点に

注目し研究を行ってきている。本稿ではこれらに関する最近の研究成果の一部について紹介する。 
 

5.1.2 キャパシタ電極材としてのフラーレンスート7) 

 背景 
フラーレンスートとはフラーレンを製造する際の副生煤である。フラーレンの製造はアーク放

電法あるいは燃焼法によって行われており、後者は大量生産に優れている8)。フラーレンはこれ

らの手法で生成する煤の中に取り込まれた形で合成され（フラーレンは煤中に約10~20wt％含ま

れる）、煤からフラーレンを溶媒抽出によって取り出す。フラーレンが抽出された煤は溶媒不溶の

炭素質であり、炭素六角網面に部分的に五員環部が混じった、あたかもフラーレンのフラグメン

ト集合体であると言われている7)。EDLC用の活性炭電極に関しては、電極の細孔構造を最適化す

るだけでは、その容量を抜本的に改善するのは難しい。そのため、フラーレンスートをキャパシ

タに応用することは大変興味深い。筆者は、フロンティアカーボン㈱が製造販売している燃焼法
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によるフラーレンスート（http://www.f-carbon.com/）に注目した。以下に燃焼法フラーレンスー

トのナノ構造と容量特性について簡単に紹介する。 
 

 燃焼法スートの構造と容量特性 
図5.1.1に燃焼法によるフラーレンスートの走査型電子顕微鏡像とその粉末形状を示す。フラー

レンスートは黒色の粉末であり、数百nmの粒径を持つカーボンナノ粒子からなる。粒径だけ注目

すれば、フラーレンスートはカーボンブラックと類似の炭素材料である。しかし、その結晶構造

はカーボンブラックとは大きく異なる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.1.1 燃焼法によって製造されたフラーレンスートの(a)走査型電子顕微鏡像ならびに 

(b)粉末形状 
 
図5.1.2は、各種炭素材料のX線回折パターンである。フラーレンスートは、活性炭、カーボン

ブラック、黒鉛、ならびにフラーレンとも異なる結晶構造を有する。フラーレンスートのX線回

折パターンは、製法によっても異なるが、既存の炭素材料と比較して低角度にブロードな回折線

が現れるのが特徴である。燃焼法によるフラーレンスートは、線源にCuKαを用いた場合、約14°
にブロードな回折線が現れる。回折角から計算した面間隔は約0.6nmであり、これを炭素002面に

帰属するには、面間隔が大き過ぎる。おそらくは、この回折線は、五員環部を含む炭素六角網面

が複数集まって形成される空隙、あるいは細孔を反映している。これらのことから、フラーレン

スートは炭素の網面が非常に緩やかに折り重なった、ルーズで結晶性の低い構造を有していると

思われる。このような特徴的な構造は、不活性雰囲気中での1000℃の熱処理を加えても安定に存

在する。 
 
  
 
 
 
 
 

100nm

(a)

(b)
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図5.1.2 フラーレンスートのX線回折パターン。NB：燃焼法によって製造されたスート、

NB1000：NBの窒素中での1000℃処理品、フェノール樹脂系活性炭（水蒸気賦活品、

AC)、カーボンブラック（ケッチェンブラックECP、KB)、フラーレン（面心立方構

造、C60）のX線回折パターンも示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.1.3 燃焼法によって製造されたフラーレンスートのBET比表面積と(a)重量比容量あるい

は(b)体積比容量の相関。容量は、0.5M TEABF4/PCを電解液に用いて、クロノポテ

ンショグラム（三電極式・定電流法、40 mAg-1）から評価した。図中の点線は面積

比容量（Cs）が25 µFcm-2ならびに6 µFcm-2の関係直線を意味する。 
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図5.1.4 燃焼法によって製造されたフラーレンスートのBET比表面積と体積比容量の相関（三

電極式・定電流法、40 mAg-1）。 容量は、電解液にEMImBF4を用いて、クロノポテ

ンショグラム（三電極式・定電流法、40 mAg-1）から評価した。 
 
フラーレンスートの容量特性は、EDLCに使われる一般的な有機系電解液ならびにイオン液体

を用いて評価し、EDLC用の一般的な活性炭（フェノール樹脂系、水蒸気賦活品）との比較も行

った。図5.1.3 (a)は有機系電解液（テトラエチルアンモニウムを0.5 moldm-3含むプロピレンカー

ボネート：TEABF4/PC）中での重量比容量（電極活物質の重量で規格化した容量）と、BET比
表面積の関係をまとめたものである。フラーレンスートの重量比容量は活性炭の最大値の半分程

度であるが、フラーレンスートのBET比表面積は活性炭の十分の一程度である。つまり、フラー

レンスートは、面積比容量（電極活物質の比表面積で規格化した容量：Cs）が活性炭に比べ異常

に高い。また、図5.1.3 (b)から、フラーレンスートが活性炭とほぼ同等の体積比容量（電極体積

で規格化した容量）を有することが分かる。体積比容量は、自動車用途ならびに電力貯蔵を意識

した電気化学キャパシタでは重要な容量であるので、この結果は興味深い。フラーレンスートの

特徴的な電気化学容量は、電気二重層による蓄電機構では説明できず、電解質イオンの電気化学

インターカレーションが容量発現に寄与している可能性が高い。図5.1.4にイオン液体であるエチ

ルメチルイミダゾリウムテトラフルオロホウ酸（EMImBF4）中で測定した場合の体積比容量と

BET比表面積の相関を示す。EMImBF4を電解液として用いると、フラーレンスートは、活性炭

を越える体積比容量を示すようになる。これらのことから、フラーレンスートとイオン液体は新

規な電気化学キャパシタを構築する上で示唆に富んだ系であると言える。 
 
  

5.1.3 活性炭の表面修飾による特性向上9) 

 背景 
現在、EDLCの高容量化の手段としては炭素ナノ細孔体(活性炭など)電極の高表面積化、あるい

は細孔径の制御といった手法が知られている。しかし、この手法での高容量化には限界があるこ
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とが知られている。最近では窒素やホウ素などの異種元素を含む多孔質炭素電極の容量が優れて

いることが報告され、注目されている。窒素の導入効果は、次の3点により説明できると考えら

れている。①電極内部に発現する空間電荷層容量の改善、②窒素官能基の酸化還元反応による擬

似容量の寄与、③細孔壁の濡れ性の改善。一方、窒素の炭素ナノ細孔体への導入方法は、ほとん

どが高価な鋳型を用いたレプリカ法であり、他にも活性炭級の高表面積を有する試料が調製しに

くいという欠点がある。一方、一酸化窒素（NO）中で炭素材料を熱処理すると以下の反応によ

り、窒素原子が炭素表面に組み込まれることが知られている（式2)10)。 

2C  +  NO  →  C(N)   +  CO  （2） 
* C(N)は窒素が導入された炭素を示す。 

この手法は、乾式かつ700〜900℃前後での反応条件で行われるので、比較的容易なプロセスで

ある。筆者らは、一般的な活性炭にNO処理を施すことで窒素導入活性炭を調製し、窒素の導入

による二重層容量への影響を明らかにした。 
 
表5.1.1 各試料のNO処理時間 （2000 ppm のNO を含むHeガス、 800°C）、BET 比表面積

(SBET)、メソ孔容積 (Vmeso)、ミクロ孔容積 (Vmicro)、ならびにミクロ孔平均幅(wmicro)。 
 

Sample 
NO reaction 

time 
[min] 

SBET 
[m2g-1] 

Vmeso 
[mlg-1]

Vmicro 
[mlg-1] 

wmicro 
[nm] 

p-ACF - 2040 0.43 0.85 1.18 

NO-ACF120 120 1970 0.43 0.82 1.20 

NO-ACF240 240 2160 0.56 0.90 1.22 

 
 NO処理活性炭のキャラクタリゼーションと容量特性 

本研究では、水蒸気賦活（800℃）により調製したフェノール樹脂系活性炭素繊維を出発物質

として用いた。この出発物質活性炭を以下、p-ACFとする。ACFを、800℃中He ガスをキャリ

アーガスとする2000ppm のNOガスで120分間あるいは240分間反応させることで、窒素導入活

性炭素繊維（NOACF）を調製した。図5.1.5 にNOACFのN1sスペクトルならびに表面窒素／炭

素原子比(N/C)を示す。399eV付近にピリジン型窒素に帰属されるピークが観察された。401eV付

近のショルダーは、四級もしくはピロール型窒素に対応する。この結果からNO処理により活性

炭に窒素を導入できることが確認された。表5.1.1には77Kでの窒素吸着測定により解析した細孔

構造パラメータを示した。NOACFsとp-ACFを比較すると、比表面積ならびに細孔容積に大きな

変化は認められなかった。このことから、今回の条件ではNO処理による細孔の変化はほぼない

と言える。 
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図5.15 NO処理活性炭のN1s XPS スペクトル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図5.1.6 NO処理活性炭と未処理活性炭電極（30 mg、13 mm径）の充放電サイクル依存性(二

極式・定電流法、1.2 mA)。電解液には0.5 M TEABF4/PCを用いた。充放電電圧なら

びに充放電温度 ：0~2V ・室温（R.T.）（1~200サイクル)、 0~2.5V・R.T. （201~300
サイクル)、0~3V・R.T.（301~400サイクル)、0~3V・70°C（401~500サイクル)、0~2V・
R.T.（501~600サイクル)。 

  
図5.1.6に充放電サイクル特性を示す。サイクル試験は、はじめの200回は室温下・電圧範囲0~2V

の比較的穏和な条件で行い、その後、電圧範囲を100サイクル毎に0~2.5V、0~3Vと広げて行き、

400〜500サイクル間は、測定温度を70℃とした。最後の100サイクルは、再び室温下・電圧範囲

0~2Vの条件で評価した。この結果から、p-ACFは、比較的穏和な条件下ではサイクルによる容量
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低下はほとんどないことが分かる。しかし、70℃・0~3Vのサイクル試験では、容量の低下は著し

く、その後、室温下・電圧範囲0~2Vの比較的穏和な条件に戻しても、失われた容量は回復しなか

った。一方、NOACFは、サイクルによって徐々に容量が微増する傾向を示した。しかも、70℃・

0~3Vの充放電サイクルを経ても容量低下がかなり抑制されていることが分かった。このサイクル

特性の向上の原因は、導入された含窒素表面官能基によるものと思われるが、その直接的な要因

は不明である。サイクル試験後のNOACF電極の窒素含有量を燃焼法によって確認したところ、

試験前が0.027であるのに対して、試験後の正極が0.024、負極が0.023であった。このことから、

導入された窒素官能基の化学的安定性が、サイクル特性の向上に寄与したものと考えられる。こ

のように、NO処理のような簡便な手法で、活性炭電極の高電圧印加条件下でのサイクル寿命を

向上できた。3V以上の高電圧で作動させても容量の低下が起こらないキャパシタは、これまでの

EDLCのエネルギー密度を倍増させることになる。ここでの知見を出発点として、さらに高電圧

印加時の安定性が高い活性炭電極の開発を行いたい。 
 

5.1.4 さいごに 

現在、電気二重層キャパシタの市場は世界規模で年間300億円程度と考えられ、その内の250
億円程度は国内メーカーによるものであり、我が国が技術的に世界をリードしている。将来的に

は、電気化学キャパシタの市場は数倍にまで拡大すると期待されている。また、最近では、活性

炭電極と二次電池電極を組み合わすことで、EDLCのエネルギー密度を改善したハイブリッドキ

ャパシタ11,12)と呼ばれる新しい電気化学キャパシタも登場した。電気化学キャパシタはますます

脚光を浴びている。電気二重層キャパシタであってもハイブリッドキャパシタであっても、炭素

電極の電気化学容量が重量であることは間違いないので、今後も様々な技術・知識・アイデアを

導入して新規な炭素電極材の開発を進める必要があると思われる。 
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5.2 新素材フラーレンの工業化 －特徴と課題－ 

フロンティアカーボン㈱ 副社長 研究RCセンター長 村山 英樹 
 

はじめに 

フラーレンの分子構造を見た方は、その美しい姿に自

然界の不思議を感じられることと思う。代表的なフラー

レンであるC60は、まさに炭素原子で出来たサッカーボ

ールそのものである（図5.2.1）。このように見事なシン

メトリー構造を持った分子が実際に存在すること、そし

てそれが我々人類にとってなじみの深い炭素であるこ

とに驚きを感じる方も多いのではないだろうか。炭素は

有史以前から木炭等として広く使用されてきた元素で

あり、人類の長い歴史において切っても切れない関係が

ある。紀元前から墨として記録を残し、ダイヤモンドと

して愛され、コークスとして鉄鋼産業を、カーボンブラ

ックとして自動車産業を支え、水の浄化に活性炭が活躍

し、また最近では炭素繊維が航空機やディスプレー用の

産業機材に不可欠な基盤材料となっている。炭素はまことにありふれた元素であるが、画期的な

技術の進歩、社会の維持・発展において重要な役割を務めてきた。 
20世紀末になって発見されたフラーレンは、グラファイト、ダイヤモンドに続く第三の炭素同

素体であり、根源的でかつ本質的な新素材の登場である。フラーレンの応用展開・産業化は未だ

その黎明期にあり、歴史の中に置かれた位置や全体像の把握は難儀であるが、初めての「純粋な

炭素分子」として、そして化学技術・化学工業を基礎とした次の世代の技術革新に必要不可欠な

新素材として、現れるべくして現れた物質のように思う。 
ナノテクノロジーを代表とする現在進行中の技術革新は、原子・分子の知識やそれらを使いこ

なす技術を駆使することにより、従来技術の限界を超え、新たな応用分野を拓き、我々の生活を

変えようとしている。フラーレンは代表的なナノ素材の一つとして、これを原料とした新規材料・

デバイスの創生とともに、添加剤として使用することで従来材料の高特性化が可能であることも

知られ、さまざまな用途分野で検討がなされている。精密有機化学やプロセス技術を駆使するこ

とによって、ITデバイスや医薬分野における新規基幹物質として、あるいはポリマーや金属材料

などにおける新規複合素材として、応用開発が進展し始めており、フラーレンは広い産業分野で

技術革新に大きく貢献することが期待されている。従来は高価で供給量も限られていたフラーレ

ンであるが、世界初の本格的工業生産が2002年に日本で実現し、フラーレンのみならずその関連

化合物についても安定供給体制が整ってきている。 
ナノテクノロジーは産業にイノベーションを起こし、今後の経済活動を支える根幹として、国

際競争力の源泉とも位置づけられ、各国で激しい開発競争が進展している。一方、今後の社会が

直面する深刻な人口問題、資源問題、環境問題、国際間の経済問題などを踏まえ、何のための技

術革新かが真剣に問われている。人類社会の持続可能な発展を可能にするためには、新規な機能

図5.2.1 Ｃ60の炭素構造 
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や高い特性の発現だけではなく、同時に省エネルギー・新エネルギー、省資源・省物質を実現し

ていくことが求められている。ナノテクノロジーは、これらを可能にする技術体系であると期待

されており、一時的な技術的・産業的価値ではなく、リスク管理を含めて真に社会的価値のある

技術であることを明示していくことが重要である。持続可能な社会の発展に必要な技術こそが本

質的な社会からのニーズであり、フラーレンとその関連材料は、そのニーズに応える技術革新と

新規産業の創生に重要な役割を果たす大変有力な候補であると考えられる。 
本報告では、新素材フラーレンの特徴についてまず紹介し、フラーレンの工業化・応用展開の

状況、そして、産業化に向けた新素材としての社会受容に関する活動について概要を紹介する。 
 

5.2.1 新素材フラーレン 

 フラーレンの歴史 
フラーレンは、炭素原子からなる球状中空構造をもったナノサイズの「炭素分子」である。こ

のような炭素構造の可能性は、当時、京都大学工学部におられた大澤博士（豊橋技術科学大学名

誉教授）により1970年に予想されていた1)。そして1985年に英国サセックス大学のクロトー教授、

米国ライス大学のスモーリー教授・カール教授等による星間分子の研究の中で、マススペクトル

で初めてその存在が確認された2)。この三名はフラーレンを発見した功績により、1996年のノー

ベル化学賞を受賞している。炭素そのものの根源的な分子構造に関わる大発見が、まるでナノテ

クノロジーの到来を告げるかのように20世紀末になされたことは、必然であったのかも知れない。 
「フラーレン」という名前は、クロトー教授がC60の構造仮説を立てる際に、フラードームと呼

ばれる特徴的な建築構造にヒントを得たという経緯があり、ドーム設計者であるバックミンスタ

ー・フラー氏の名前に由来したものである。当初バックミンスターフラーレンという名前であっ

たが、長すぎるためかフラーレンと称されるようになり、また米国ではバッキーボールと呼ばれ

ることが多い。ちなみに、バックミンスター・フラー氏は天才設計家であるばかりでなく、シナ

ジーという概念を提唱した人物であり、今ではよく耳にする「宇宙船地球号」という概念を初め

て提唱した思想家としても有名である。 
フラーレンの人工合成が成功したのは1990年のことである。独マックスプランク研究所のクレ

ッチマー博士と米国アリゾナ大学のホフマン教授により、グラファイト電極を用いた接触抵抗加

熱法と呼ばれる方法によって初めてフラーレンが合成単離された3)。固体であること、有機溶媒

に溶けることなどが確認され、これがフラーレン化学の幕開けとなった。その後、毎年二千報前

後のフラーレン関係の論文が報告され、現時点では三万報以上が報告されている。また、1974年
に信州大学教授（現在）の遠藤守信博士が後のカーボンナノチューブ（CNT）の存在を見出し、

1991年にはNEC基礎研究所（当時）の飯島博士がカーボンナノチューブ（CNT）を発見し4)、ナ

ノカーボンの研究に一気に火がついた。 
ちなみにフラーレンの人工合成が可能となり標品が手に入るようになると、フラーレンが自然

界にも存在していることが確認されるようになった。例えば、地層中（白亜紀／第三紀境界）5)、

落雷跡6)、隕石の衝突跡7)、さらにはキャンドル燃焼煤中8)にもフラーレンの存在が報告されてい

る。その濃度はいずれも数ppm程度とわずかではあるが、このように太古から存在していたフラ

ーレンに我々人類は気がついていなかったのである。 
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 フラーレンの特徴 
純粋な炭素材料、あるいは究極の炭素構造としては従来ダイヤモンドと黒鉛が代表例であった。

ダイヤモンドは正四面体の炭素が大変強固に結びついた三次元バルク構造であり、黒鉛結晶は二

次元のグラフェンシートが積層したバルク構造であるのに対し、フラーレンは0次元ともいうべ

き球状の分子である。すなわち、フラーレンは純粋な炭素であるにもかかわらず、基本的にバル

ク材料ではなく「分子」である、という大きな特徴を有している。ちなみに、CNTは一次元的な

形態を持った炭素材料ということができる。 
このCNTとフラーレンはともにナノ炭素材料であるが、中身を見ると特徴も用途も全く異なっ

た素材と考えるべきかもしれない。CNT、はMulti-walled（多層）CNTとSingle-walled（単層）

CNTに大別されるが、製法や条件によって、それぞれにまた種類の異なるCNTが存在する。そし

ていずれのCNTも純粋な単一物質ではなく、その直径や長さ、形状、構造（原子配列）などに分

布を持った一群の混合物であり、CNT生成に使用した触媒金属や不定形炭素などの不純物が一般

的に含まれている。誤解を防ぐため補足すると、日本のCNTメーカー各社では、これら不純物が

かなり低減された高品質のCNTが製造されており、世界をリードしている状況である。CNTがこ

のように分布を持った混合物材料であるのに対し、フラーレンは単離精製が可能で、容易に高純

度品を得ることができる純粋な分子である。すなわち、C60であれば「C60」と分子式で正確に表

現できる化学物質である。材料としての特徴を見ると、CNTはチューブ状の形態で、軽く、強く、

しなやかで、高い導電性、あるいは半導体特性を有することから、電子デバイスを始め、様々な

応用が考えられており、ナノテクノロジーの主役といっても過言ではない。これに対しフラーレ

ンは、後述するように誘導体として、有機デバイスや医薬など幅広い応用が可能であり、その物

性や反応性から有機分子に近い物質である。また純粋な炭素分子として、金属との複合材料など

新たな素材としての応用展開も期待されている。フラーレンはナノテク素材としてだけではなく、

ベンゼン・トルエンなどの基礎石油化学原料や、鉄･アルミといった基礎材料に近い新たな基盤素

材である、と言えるかもしれない。 
 

 フラーレンの構造 
フラーレンのモノとしての神髄は、やはりその特異な化学構造に宿っていると考えられる。代

表的なフラーレンであるC60は、サッカーボールと同じ模様をしたネットワークの各頂点（60個）

に炭素原子が位置した構造で、その分子直径はちょうど１nm（炭素骨格としては0.7nm）である

（図5.2.1）。フラーレンにはC60以外に、70個の炭素原子で構成されたC70、84個からなるC84等が

存在し、これらは高次フラーレンと呼ばれている。いずれも球体分子であるが、C70はサッカーボ

ールというよりラグビーボールのような形である。 
フラーレンはグラファイトと同様に、SP2混成軌道の炭素原子で構成されている。このことか

ら球状のグラファイトといったイメージを持たれることもあるが、フラーレンは球体を形成する

ために必須である五員環を有するという大きな特徴があり、六員環だけからなるグラファイトと

は異なる特性を示す。五員環は歪みがあるために、六員環にくらべて反応性が高い。この五員環

の存在によって、分子レベルでの有機化合物あるいは無機化合物、金属との反応性や親和性にお
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いて、フラーレンは特徴的な性質を示すことが判ってきている。また、フラーレンを構成する二

重結合と単結合はそれぞれ独立しており、グラファイトのように共鳴構造となっているわけでは

ない。これらの構造的特徴が、フラーレンの化学反応性を支配している。 
 

 フラーレンの物性 
素材としてのフラーレンの姿は、他の炭素材料

と同様に固体である。例えば、Ｃ60の結晶（263 K
以上では面心立方格子が安定とされる）は真密度

が約1.73 g/cm3、嵩密度で約0.6～1.0 g/cm3のや

や褐色を帯びた黒い粉体であって、一見したとこ

ろでは、普通のカーボンブラックと見分けがつか

ないが、トルエンに溶解すると美しい紫色のクリ

アな溶液となる（図5.2.2）。これは従来の炭素材

料にはない性質である。溶媒に溶ける純粋な炭素

として、その応用展開の幅と奥深さを広げている。

また、フラーレンは代表的なナノテク素材の一つ

であるが、フラーレンが分子としてバラバラに存

在しているわけではなく、それらが集まった固体

として存在している。上記のように溶液に溶かせ

ば、一般的な化合物と同様に個別の分子として取

り扱えるが、通常はこのフラーレン結晶体がさら

に凝集し、ミクロンサイズの集合体となっている

ので、例えば実際にフラーレンを樹脂などに添加

して使用する場合には、如何に微細な粒径に調製し分散させるかが極めて重要な技術となる。ま

た、フラーレンは分子性結晶であるため、ダイヤモンドやグラファイトに比べると柔らかな固体

であり、この点も従来の炭素材料とは大きく異なっている。 
フラーレン分子そのものは化学的、熱的に比較的安定で壊れにくい分子であり、光エネルギー

を吸収しやすく、電子受容性が高く、優れたラジカル補足能を有する等の特徴がある。純粋なフ

ラーレンとして、それ自身で使用される応用用途に加えて、フラーレンをさらに加工・誘導体化

することにより、その用途展開は拡大する。フラーレンの化学反応性に関しては既に多くの研究

があり、水素化フラーレン（C60Hn）、水酸化フラーレン（C60(OH)n）、酸化フラーレン（C60On）、
アルキル化体、アミノ化体、ハロゲン化体、環化付加体を始め、多くの化合物の合成が報告され

ている9)。 
フラーレン誘導体の構造的な面白さとして、フラーレンが三次元の剛直な球体であることから、

その表面に導入された官能基の三次元的な位置配置が保証されるということが挙げられる。空間

的な官能基の位置配置が機能発現に重要な役割を果たす場合、フラーレンを出発物質とすること

で、ユニークなアプローチが可能となると考えられる。実際、複数の官能基を付加するに際して、

フラーレン表面の定まった位置にのみ官能基を結合させることが可能になってきており、しかも、

図5.2.2 フラーレンC60の粉体（上）
と溶液（下） 
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そのようなフラーレン誘導体を高収率で合成できる技術が開発されている。そして、このような

誘導体においては、ナノ構造が制御された自己集合体組織を形成する現象も知られている。C60

表面の特定の位置だけに、選択的に官能基を化学修飾した五重付加体と呼ばれる誘導体は、分子

二重膜を形成して、外径が29～54nmの中空ボール構造（ベシクル）を形成すること10)や、

Molecular Shuttlecocks (バドミントンの羽根型C60)として縦方向に積層し、液晶構造となる11)

など興味深い発見が続いている。 
 

5.2.2 フラーレンの具体的な用途展開と応用開発 

上記のように数々のユニークな特性を有しているにもかかわらず、フラーレンを利用した商品

はなかなか世に出てこなかった。その大きな理由は、従来フラーレンが高価過ぎたためであると

考えられる。金の数倍以上もする価格では、工業材料としては成り立たない。また、供給量が少

なかったために、検討される範囲・対象も限られていた感がある。例えば、2001年に世界中で生

産されたフラーレンの総量は、わずか100kg程度と推定され、実際に材料としてフラーレンを手

にした人間は限られていた。実際に材料として使用されるためには、品質が安定したフラーレン

を低価格で大量に供給できるシステムの確立が必須である。潤沢にフラーレンが使用できる環境

が整えば、従来とは異なったフェーズで研究開発が行われ、市場展開が加速されるものと期待さ

れる。フラーレンが併せ持つ幾つかの特徴を活かし、図5.2.3に示すような多くの応用分野で研究

開発がなされ、実際この数年で次々

とフラーレン商品が誕生し、まずス

ポーツ分野を中心に実用化が始ま

っている12)（図5.2.4）。 
日本でフラーレンが最初に商品

化となった例として、2003年１月

から市場に出たボウリングボール

がある。フラーレンを樹脂に添加す

ることによって、ピンアクションの

改善が図られている。このボウリン

グボールのケースは、2002年から

日本でフラーレンの低価格・安定供

給が開始された（後述）ことがきっ

かけとなった好例である。 
2003年7月には、ヘッドのチタン合金にフラーレンが配合されたゴルフクラブが発表された。

金属強度、疲労特性を改善し、ヘッドのたわみを最大限に引き出す極薄ヘッド構造によってヒッ

ト商品となった。また、米国のオイルメーカーがフラーレンをエンジンオイルに添加することで、

過酷な条件下でも性能と寿命が保たれるとして製品化している。 
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図5.2.3 フラーレンの応用展開 
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2004年10月には、フラーレンをシャフトに配合したゴルフクラブが発表されている。グラスフ

ァイバープリプレグにフラーレンを配合することで、軽量でしかも強さと粘りを両立させたシャ

フトが実現した。また同じく10月に、プラスチックフレームにフラーレンを配合した眼鏡が発表

された。フレーム樹脂にフラーレンを添加することで、機械的強度が10～15％改善し、微細加工

を可能にしている。続いて11月には、フラーレン配合のカーボンファイバープリプレグを用いた

バドミントンラケットが発売となった。樹脂の中にフラーレンを添加することにより、カーボン

ファイバーの接着強度が改善されて強度が向上し、肉厚を従来に比べ20％薄くすることができ、

結果としてシャフトの強度を損なうことなく、全体の重量を15％軽くすることができた。また、

応力の集中するフレーム角部にフラーレン配合の部材を用いることで、耐衝撃強度が30％、耐久

性も10％向上するとともに、全体として強靭なシャフトとなり、反発性能もアップしている。実

際に、筆者の息子もこのラケットを購入し使用させて頂いているが、確かに軽くてスマッシュや

ドライブが打ちやすいと好評である。このフラーレン配合のカーボンファイバープリプレグが使

用された製品として、続いて2005年2月にテニスラケット、ゴルフクラブ（シャフト）、およびス

ノーボードが発表されている。いずれも軽量で高強度、高耐久性の構造が特徴である。また、同

じく2月にフラーレン入りのガットが発表となり、耐久性が20％、反発力が15％、それぞれ従来

製品に比べて向上している。加えて2005年1月には、フラーレン入りスキーワックスとフラーレ

ンを添加したカーエアコン用オイルが発表されている。また、2006年4月に発表されたゴルフボ

ールは、高弾性エラストマーにフラーレンを配合することによって、ドライバーショット時のね

じれ戻りを誘発･増大させ、過剰なバックスピンを減少させることにより、トータル飛距離がアッ

プする構造となっており、好評を博している。 
今後数年以内の実用化が予定されている用途として、現在、精力的に検討が進んでいるものも数

多くあり、その応用展開が大変期待されている。例えば、フラーレンを用いた超微細電子線リソグ

ラフィー用レジストが2004年10月にNTTから発表されている。また、燃料電池の電解質膜材料に

化学修飾フラーレンが有効であることが報告され、実用化に向けて日米を中心に検討が進んでいる。
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図5.2.4 フラーレン製品の例（各社HPより）
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新エネルギーデバイスである有機太陽電池では、フラーレン誘導体PCBM（[6.6]-Phenyl C61 
butylic acid methyl ester)13)が代表的な有機n型半導体として知られている。また、フラーレン誘

導体は電荷移動に際し、優れた特性を示すことが明らかにされ、精力的な検討が進められている。 
フラーレンのバイオ医薬への応用も精力的に検討が進んでいる。例えば、光線力学療法を中心

としたガン治療薬や、その分子サイズを利用した抗HIV剤の開発等が展開されている14)。つい最

近、変形性関節症に対する有効な薬剤として、水溶性フラーレン化合物が報告されており、大き

な期待が寄せられている15)。また、フラーレンの抗酸化作用を応用した化粧品は既に実用化され

ている16)。この化粧品に含まれているフラーレン成分は、ビタミンCの少なくとも125倍のラジカ

ル消去効果が確認され、ライフサイエンス分野における世界で初めての商品化となった。 
フラーレン内部に金属を有する金属内包フラーレンは、核磁気共鳴断層像撮影（MRI）用の造

影剤として極めて有望であり17)、その実用化が急がれている。金属内包フラーレンの工業化につ

いては近年著しい進展があり18)、実用化に向け今後の展開に大きな期待が寄せられている。 
他に、フラーレン類を用いた電気二重層キャパシタ19)、研磨用途、土木建築用途などでもユニ

ークな実用化検討が進展している。 
このようにまずスポーツ分野を中心と

して、フラーレンの実用化が始まってお

り、続いて情報電子分野、素材分野、エ

ネルギー分野、さらには医薬分野など、

様々な分野においてフラーレンが実用化

され（図5.2.5）、これら新しい産業基盤材

料として、フラーレンを利用した関連製

品が実用化されることにより、安心して

暮らせる快適な社会の構築に大きく貢献

していくものと期待される。 
 

5.2.3 フロンティアカーボン社の取り組み 

 大量生産に向けた進捗 
2001年12月に、炭素系ナノ素材の事業会社としてフロンティアカーボン株式会社（FCC）が設

立された20)。三菱化学㈱、三菱商事㈱及びベンチャーファンドであるナノテクパートナーズ㈱か

らの出資を受けて、まずフラーレンおよびその周辺素材の量産・低価格化の確立を目指している。 
FCC は、 2002 年 5 月に年産

400kgの製造能力を持つパイロ

ットプラント（北九州市黒崎に設

置）を、続いて2003年5月から年

産40tの能力を持ったスケールア

ッププラントの稼動を開始して

いる21)（図5.2.6）。本プラントに

は2004年から2005年にかけてフ

図5.2.5 フラーレンの市場展開 
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20102005

バイオ医薬

ＩＴデバイス

一般産業

ｴﾈﾙｷﾞｰ・環境

スポーツ

2015

図5.2.6 フラーレン量産工場（福岡県北九州市）
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ラーレンの予言者、発見者である大澤博士、ク

ロトー博士、カール博士が相次いで来訪し、

1985年の発見当時はマススペクトルでようや

く検出できる程度であったフラーレンが、実際

に目の前で量産されていることに感動を隠せ

ない様子であった。残念ながらスモーリー博士

は、以前からの病気で体調がすぐれないまま、

2005年に62歳で他界した。ご冥福を祈る。 
図5.2.7の電顕写真は、FCCが現在燃焼法で製

造しているススから抽出したミックスフラー

レン（C60、C70及び高次フラーレンの混合物）

である。C60が規則的に配列した結晶格子の部

分が観察される。FCCはこのミックスフラーレ

ンそのもの、分離・精製した純粋なC60、C70、

および数種類の化学修飾したフラーレン誘導

体を提供している。今後さらに数種類の加工・

誘導体・周辺素材を市場に提供していく予定で

ある。また、FCCのフラーレン製品はnanomと

いうブランド名で統一されており（図5.2.8）、
権利面を含めて世界的にオーソライズされ、安

心して使用頂けるフラーレン製品であること

を明示したものである。 
 

 市場開発の加速に向けた取り組み 
1991年当時は１グラムが150万円もしたC60が現在では3,000円、ミックスフラーレンであれば

500円で誰でも購入できる時代になった。低価格でのフラーレン供給により応用研究が加速され、

具体的な応用製品が登場するだろうという予想は、上述のようにフラーレンを使った製品が次々

と上市され始めていることから、基本的には間違っていなかったと考えられる。しかし、未だ市

場開拓の初期段階である。用途開発をさらに加速するため、三菱化学㈱グループや三菱商事㈱と

の連携、大学や研究機関との共同研究・委託研究も推進し、特に産業分野向けのフラーレン応用

展開に力を入れている。 
特にフラーレンそのものの特徴を活かしたCFRP(Carbon Fiber Reinforced Plastics)などの複

合材料分野、金属材料分野、およびフラーレン誘導体として機能を設計したIT分野、有機太陽電

池分野等に関しては、FCCの事業方針として重点化した取組みを行っている。例えば、CFRPに
関しては、上述したスポーツ分野での展開に加えて、三菱化学グループの三菱化学産資㈱及びジ

ャパンエポキシレジン㈱とともに産業用機器への応用に関しても検討を行っており、数年以内の

実用化を目指している。また、性能向上の開発指針を得るため、フラーレンを配合したCFRPの
物性データ取得・解析について、研究機関（JAXA：宇宙航空研究開発機構）と共同研究を実施

図5.2.7 ミックスフラーレンの 
高分解能電子顕微鏡写真 

図5.2.8 FCCのフラーレン製品：nanom

nanom purple         C60
nanom mix             mixed fullerenes
nanom spectra      fullerene derivatives  
nanom black carbon soot 
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している。金属分野については、一例を挙げると焼きつき防止効果のある潤滑材料として、上記

両親会社や大学と連携・推進し、既に開発品の一部はサンプル提供を開始しており、評価・反響

を元にラインアップを拡充中である。有機デバイス関係については、例えば、有機太陽電池のn
型半導体として、フラーレンおよびフラーレン誘導体が期待されており、同用途に標準的に検討

されているフラーレン誘導体PCBMを提供しているが、同素材をさらに改良し、特に溶媒への溶

解性を高めた幾つかの改良誘導体を開発し、販売を開始している。今後、さらに有機太陽電池の

性能向上に適したフラーレン誘導体の開発を目指し、両親会社とも連携を取りながら、各研究機

関、大学等と共同で研究開発を取り進めていく予定である。本分野は用途としても新しい開拓分

野であり、本格的な開発検討が必要であると考えている。欧米においても先進的な取り進めがさ

れているなか、日本でも例えば、JSTの創造科学技術推進事業「中村活性炭素クラスタープロジ

ェクト」22)のような大型プロジェクトがスタートしており、「高水準の科学」と「新物質の量的供

給」の両立が次世代技術のプラットフォーム形成の鍵であるとのコンセプトのもと、フラーレン

をベースにした有機デバイスの開発検討が推進されている。同様に、期待が大きいフォトレジ用

途とともに、実用化に向けては中長期（3年～）での取り組みが必要であるが、各企業、研究機

関で研究開発が活発になってきており、手応えを感じている。また、ITデバイス用途においては、

特に蒸着用途などでは不純物を嫌うことから、分離生成技術を駆使することによって、C60酸化物

やC70を検出限界以下にまで除去し、C60の純度を4ナイン（99.99％）以上に高めた超高純度のC60

を開発し、供給を開始している。 
 

5.2.4 ナノリスク・標準化と社会受容、フロンティアカーボン社の取り組み 

ナノテクノロジーはバイオテクノロジーなどと共に、21世紀前半の最も重要な科学技術である

という認識のもと、国際的にその研究開発・産業化が進められているが、同時にそのリスクにつ

いて活発な議論がなされている。日本でも内閣府総合科学技術会議において、重点施策4分野の

一つとしてナノテクノロジー・材料分野が位置づけられており、その中で、健全なナノテクノロ

ジーの発展のためには社会受容性が必須であること、そしてその基盤となるナノリスクの評価が、

新技術・新素材の産業化と国際競争力に直接的に繋がる極めて重要な取組みとされている23)。 
リスク評価・管理の考え方に関連し化学物質を巡る環境の変化として、GHSシステム(Globally 

Harmonized System for Classification and Labelling of Chemicals：化学品の分類および表示に

関する世界調和)や、REACH規制(Registration, Evaluation and Authorization of Chemicals：
化学品の登録、評価、認可、制限)の導入があげられる。化学物質・素材を化学産業だけの問題で

はなく、サプライチェーン全体として捉えた管理、あるいはスチュワードシップという考え方が

世界の潮流になってきていることを示している。すなわち、企業活動の自由度を確保するために

は、企業サイドの自主対応、責任がより重く問われるようになり、CSR活動など企業の社会的責

任の追及を最重要経営課題とする企業姿勢が、持続的発展の観点からも重要視される動きとなっ

ている。FCCとしても、安心してフラーレンを使用して頂くために、ナノリスク・標準化に関す

る国内外の活動に先進的に取り組んでいる。 
近年、ディーゼル排ガス中の超微細粒子によるヒト健康影響の懸念とも関連して、ナノサイズ

の粒子による生体影響が何かあるかもしれないとの議論がなされている。これまでナノ特有の毒
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性が確認されたり、ナノ粒子が原因となった災害はないが、量産可能で代表的なナノ素材である

酸化チタンや酸化亜鉛等の金属酸化物、フラーレン24)、カーボンナノチューブ等を中心としてナ

ノサイズ固有の生体影響があるのかどうか、国内外で検討が開始されている。これまで発表され

た幾つかのナノ粒子影響検討は、残念ながら信頼性に欠けるものもあり、評価手法の確立が求め

られている。試料の調製法・キャラクタリゼーションや、評価プロセスの正確性が重要であり、

そのための国際的な議論が始まっている。実際の披検サンプル粒子の純度（不純物）、化学組成と

粒子サイズ、分布や形態等を正確に測定する分析・解析手法については高度な技術レベルが必要

であり、さらなる研究開発が必要とされている。この試料の調製法・キャラクタリゼーションか

ら、ヒト健康影響までを視野に入れた包括的な取組みとして、日本で2006年6月よりNEDOプロ

ジェクト「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」プロジェクト（20億円／5年間）がスタートした25)。

安全性評価は極めて高い技術体系であり、これができる国、研究機関は世界でも限られている。

誰にも信じてもらえない安全性研究は意味がなく、国際舞台で説得力を持った議論ができること

は国際競争力を支える上で重要であることは間違いない。ちなみにこのプロジェクトは2006年10
月にロンドンで開催されたOECDの第一回工業ナノ材料作業部会において、そのコンセプトとデ

ザインに対し極めて高い評価がなされている。 
ナノリスクの議論と同時に、ナノテクノロジーの標準化の活動が開始されている26)。産業化を

推進する上で、この標準化活動は大変重要な意味を持つ。ナノテクノロジー・ナノ素材を国際競

争力という観点から捉える場合、ソフトの部分すなわち「標準化」とその先にある「規制」とい

ったルール作りにおいても米国、及び欧州はかなりの力を割いており、この部分でも日本がコア

にいることが極めて重要である。欧米はここに伝統的とも思えるほどに力を注いでいる。先行す

る米国ではASTM（材料試験協会）において、E56ナノテクノロジー標準化委員会が2004年9月に

設立された。日本においても、2004年11月に発足したナノテクノロジー標準化調査委員会を経て、

2005年9月にナノテクノロジー標準化審査委員会が設立され、ASTMとの関係を構築しながら、

当初の遅れを短期間で挽回している。国際標準化の動きとしては、英国を議長として、国際標準

機構ISOにナノテクノロジー標準化のための第229委員会が2005年5月に設立され、同年11月には

この委員会内にナノ用語・命名法（WG1）、ナノ計測法（WG2）、及びナノ安全性評価（WG3）
に関する3つのワーキンググループが発足して、具体的活動が開始された。そして2006年6月の東

京総会、12月のソウル総会での議論を通じて、上記WG2においてまずCNTとフラーレンを先行

して、国際標準化を取り進めていくことが決議され、単層CNTに関しては米国、多層CNTとフラ

ーレンに関しては日本がそれぞれリード国として推進することとなった。 
FCCとしてはこれら体系的研究・議論および標準化の進展のために、試験試料や技術情報の提

供を通して、最大限の協力を国内外において行うとともに、標準化活動を含め、多くのシンポジ

ウムや会議における議論にも参画させて頂いている。 
 

さいごに 

炭素原子6個を基本骨格とするベンゼンは、19世紀にファラデーによって発見されたのを契機

に、芳香族化合物化学として大発展を遂げ、20世紀には必要不可欠な基幹物質となった。現在の

社会を支えるポリマー、複合材料、色素材料、医薬品など、いずれもベンゼン骨格がなければそ
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の多くは今日存在していない。 
20世紀末に発見されたフラーレンＣ60は、炭素原子60個からなる三次元構造の基本骨格を有す

る新たな基本分子である。そして六員環だけでなく、同時に五員環を有するという新たな特徴も

ある。その活躍の場と応用の広がりは、この炭素分子を使いこなせばこなすほど大きなものにな

ると考えられる。 
従来高価で供給量も限られていたフラーレンであるが、この数年で工業生産が本格化し、特に

日本においてはフラーレンを潤沢に使える環境が整ってきた。純粋なフラーレンはもちろん、そ

の誘導体や加工品に関しても大きな展開が期待され、21世紀を切り拓く新規基盤素材として、バ

イオ・IT・環境・エネルギーなど、様々な分野で技術革新に大きく貢献するとともに、新産業の

創成にも重要な役割を果たすものと期待される。フラーレンは代表的なナノ素材であると同時に、

さらに広い意味での新規基盤素材として、多くの産業分野において役割を果たし、より安心で快

適な社会に向けて貢献していくものと期待される。フラーレンがその技術的価値だけでなく、本

当に我々の生活にとって必要とされる社会的価値を持った新素材として、安心してお使い頂ける

よう、全力を尽くしていきたい。 
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６．固体酸化物形燃料電池材料の革新  

―固体酸化物形燃料電池（SOFC）素材の開発の現状 

東北大学 大学院環境科学研究科 教授 川田 達也 
 

6.1 はじめに ～固体酸化物形燃料電池～ 

 
二酸化炭素の排出削減は全地球的な課題であるが、我が国のエネルギー需要は民生用を中心と

して依然増加傾向にある。このような中、固体高分子形燃料電池（PEFC）を使った家庭用コジ

ェネレーションは、快適な暮らしを維持しつつ民生用のエネルギー需要を減少させる技術として

期待されており、大規模実証（新エネルギー財団、NEDO委託事業）から商用化への移行を目指

して開発が行われている。2007年度からはこれに加えて固体酸化物形燃料電池（SOFC）の実証

試験も開始された。SOFCは酸化物イオン導電性セラミックスを電解質として、700˚C以上の高温

で動作する燃料電池である。頻繁な起動・停止は苦手なため、当初はベースロード用の中・大規

模システムとして考えられてきたが、1kW級の小さなものでも系統電力並み、あるいはそれ以上

の発電効率が得られることから、家庭用コジェネレーションシステムとしても脚光を浴びるよう

になった。SOFCは、一酸化炭素被毒の問題が無く、また、本体の不可逆過程で生じた熱も改質

に利用できるなど、都市ガスや灯油を燃料とするシステムとしてはPEFCと比較しても有利であ

る。今後、耐久性・信頼性に対する検証・改良が進めば、中・小規模のコジェネレーションの中

核を担う技術となり得る。さらに、ガスタービンとのハイブリッドシステムも実証試験段階に入

り、将来的には、石炭ガス化・二酸化炭素分離と組み合わせたトリプルコンバインドサイクルな

ど、究極の火力発電としても展開していくことが期待される。 
 
 

6.2 固体酸化物形燃料電池の構成 

 
固体酸化物形燃料電池の中心部は、図6.1に示すように、電解質／電極からなる単セルと、これ

らを直列に接続するインターコネクトからなり、いくつかの単セルを接続したスタックを構成し

ている。PEFCやPAFCなどの燃料電池では、平板形の単セルとインターコネクトを交互に積み重

ねるのが一般的であるが、SOFCでは様々な形状のものが提案・開発されている。代表的なもの

には図6.2に示す平板積層形、円筒形、平板筒形がある。円筒形、平板筒形には、それぞれ複数の

セルを一本の基体管上に形成する「横縞形」、筒1本を単セルとして、これらをインターコネクタ

を介し積層する「縦縞形」がある。最近ではマイクロチューブ形、あるいは、MEMS技術を用い

て作成するチップ状のものも開発されている。 
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図6.1 SOFCの心臓部の構造と代表的な材料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.2 SOFCの構造の例（NEF実証研究パンフレットより引用） 
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SOFCの心臓部である単セル（正極（空気極）-電解質-負極（燃料極））に用いられる代表的な

材料を図6.1に示した。これらの材料の選定にあたっては、イオン導電性や電子導電性などの輸送

特性、気-固反応への触媒活性、作動環境下での化学的安定性、形態安定性、材料同士の両立性、

機械強度、熱伝導性など、様々な物性が考慮されなければならない。開発当初より様々な材料が

提案されてきたが、上記の種々の制限によって、現状で実用に近いセルで用いられている材料は、

図6.1に挙げた範囲に絞られている。以下の節では、これらの材料が選定されて来た経緯も含め、

その開発の現状と開発の課題について記述する。 
 

 

6.3 電解質材料 

 
電解質材料には、酸化物イオン（O2-）またはプロトン（H+）によるイオン導電性、低い

電子導電性、空気と燃料ガスの間の酸素ポテンシャル勾配下での安定性、高い機械強度、

高い気密性、が求められる。 
現在、最も広く用いられている材料はイットリア安定化ジルコニア（YSZ）である。YSZでは、 

Zr4+の一部をY3+で置換すると、高温相である立方晶が低温まで安定化するとともに、電荷のアン

バランスを補償するように酸素サイトに空孔が生じる。この空孔を利用して酸化物イオン（O2-）

が拡散する。Y2O3の添加とともに空孔濃度は増大するが、高濃度添加では欠陥の会合によって易

動度が低下するため、イオン導電率は8-10 mol％付近で最大値をとる。SOFCではこの組成のYSZ
が用いられることが多い。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.3 YSZのイオン／電子導電率の酸素分圧依存性1) 
 
図6.3はYSZのイオン導電率と電子導電率を平衡酸素分圧の関数として示している。YSZでは

Zr4+やY3+の価数は安定なので、酸素空孔濃度は広い酸素分圧範囲でほとんど一定である。このた
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めイオン導電率も変化しない。ただし、気相との平衡でわずかな空孔濃度変化が生じており、電

子濃度nやホール濃度pを下記の平衡式のように変化させる。このため、ホール導電率、電子導電

率はそれぞれ酸素分圧の1/4乗、-1/4乗に比例して変化する。 

（高酸素分圧領域） VO
•• + 1

2
O 2 ← ⎯ ⎯ 

⎯ → ⎯ O O
× + 2h  K =

aO ⋅ ah
2

a
VO

•• ⋅ aO2

≈
O O

×[ ]p 2

VO
••[ ]pO2

1/2    

     p ≈ K
VO

••[ ]
O O

×[ ]
pO2

1/4  

（低酸素分圧領域） O O
×

← ⎯ ⎯ 

⎯ → ⎯ VO
•• + 1

2
O 2 + 2e  K =

a
VO

•• ⋅ aO2
⋅ ae

2

aO

≈
VO

••[ ]pO2

1/2n 2

OO
×[ ]

  

n ≈ ′ K 
O O

×[ ]
VO

••[ ]
pO2

−1/4  

 

（酸化物イオン空孔はKröger-Vinkの表記法では、VO¨と表す。「Oのサイトに生じたVacancy
で、格子中で見かけ上2つの正電荷をもつ」ことを表現している）。 

燃料電池の電解質は、片側が空気、もう一方が燃料ガスにさらされることになるが、YSZの場

合、この広い酸素分圧領域においてイオン導電率が電子導電率を数桁上回っている。熱力学的・

機械的安定性も高く、また、自動車用酸素センサなどでプロセシング技術も成熟しているため、

最有力な電解質材料と考えられている。 
ZrO2系酸化物のうち、Scを添加したSc安定化ジルコニア（ScSZ）はYSZ に比べて高いイオン

導電性を示すことが知られている。ScはYに比べて高価であり、また、立方晶の安定化のために

は少量のCeを添加する必要があるなど、使いにくい点もあるが、いくつかのメーカでは実セル用

の材料として採用している。 
一方、YSZに比べて、より高い酸化物イオン導電率を示す電解質の探索も行われて来た。YSZ

と同様のホタル石型構造をとるCeO2にGd3+やSm3+などの3価の希土類イオンを添加すると酸化

物イオン導電性を示す。YSZに比べてイオン伝導の活性化エネルギーが小さく、特に中低温型

SOFCの電解質として研究されて来た2)。しかし、CeO2系酸化物は還元性雰囲気で式の欠陥生

成反応が進行しやすく、燃料ガス雰囲気では電子導電率が酸化物イオン導電率を上回る。電子導

電性が発現すると、イオン輸率が下がり、この分だけ起電力が低下してしまう。さらに、電子が

内部短絡することによって、発電に寄与しない酸素透過が生じ、燃料利用率を下げる。さらに、

還元雰囲気ではの反応の進行とともに欠陥生成に伴う体積膨張が生じ、内部応力を発生させ、

機械的損傷の原因ともなる。現在では600˚C以上で動作するSOFCでは、CeO2酸化物を単独で電

解質として利用するものはない。ただし、CeO2系酸化物は、各種の電極材料と反応しにくいなど

のメリットがあり、後に述べるようにYSZ系電解質と組み合わせた利用方法も提案されている。 
その他、有望な電解質材料として、LaGaO3系酸化も研究されている3)。この材料はLaサイトに

Srなどの低価数のイオンを添加することで酸素欠損が生じ、酸化物イオン導電性が発現する。こ

の場合、同時にGaサイトにもMgを添加することで、Srの固溶限界が増大し、高い酸化物イオン

導電体となることが知られている。イオン輸率も1に近く、有望な電解質材料として、一部の実
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セルスタックでも用いられている。ただし、この材料はペロブスカイト型構造を形成する際の熱

力学的な安定性が低く、また、電極材料との相互拡散なども懸念されており、プロセシング法も

含むノウハウの蓄積が必要である。 
 
 

6.4 空気極材料 

 
SOFCの空気極では、空気中の酸素が電極内の電子によって還元されてO2-イオンとなり電解質

に取り込まれる反応が進行する。したがって空気極材料には、良好な電子導電性と酸素の解離反

応に対する触媒活性が要求される。さらに、電解質材料上での熱力学的な安定性や熱膨張率のマ

ッチングなど、電解質材料との両立性が重要である。 
YSZを電解質とする自動車用酸素センサの電極には、白金系の材料が用いられる。しかしこれ

らは、SOFCの電極としてはコストの点から現実的ではないので、種々の導電性酸化物材料が試

されてきた。その中でYSZ上で用いることのできる材料としては、LnMnO3系ペロブスカイトが

ほぼ唯一の候補として残された。同様のペロブスカイト型構造をとる酸化物としては、LaCoO3

系、LaFeO3系などが高い触媒活性と電子導電性を示すことが知られているが、これらはYSZと反

応し、界面にLa2Zr2O7やSrZrO3などの絶縁体を形成する。LaMnO3とYSZの反応性については多

くの議論がなされていたが、現在では、（La,Sr)MnO3中のLaやSrの活量を十分小さく制御した状

態であれば、YSZと安定な界面を形成し得ると考えられている4)。具体的にはMnを若干過剰に加

えることで反応を押さえることが可能となる。図6.4にLaMnO3とYSZの界面の安定性についての

熱力学計算の例を示した。LaMnO3はLaサイト（Aサイト）とMnサイト（Bサイト）の比が1よ
りも小さくなる不定比性を許容する。LaサイトにSrを添加すると不定比幅は減少するため、実際

に電極として使用される（La,Sr)MnO3では、過剰なMnは酸化物として第2相を形成する場合が

あるが、電極特性に大きな影響はないと考えられている。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.4 LaMnO3とYSZとの反応性4) 



－58－ 

（La,Sr)MnO3を用いたSOFCを長時間運転した場合、比較的初期の数時間から数百時間の範囲

で特性が徐々に改善される、所謂「通電効果」がみられることが報告されている。さらに長時間

運転を続けると、特性がゆるやかな劣化に転じる。これらの複雑な挙動は、LaMnO3とYSZとの

界面に作製プロセスで生成した絶縁層の影響や、通電による界面微細構造の変化などが原因とさ

れるが、明確な結論には至っていない。いずれも、（La,Sr)MnO3のA／Bサイトの不定比性、あ

るいは金属イオンと酸素の間の不定比性に密接に関連していると考えられる。図6.5は

（La,Sr)MnO3の酸素の不定比量を、酸素分圧の関数として示したものである。酸素分圧の高い

領域では、酸素量が低比組成である3よりも大きくなることが知られている。ペロブスカイト型

構造では、酸素は格子間に入ることはできず、過剰な酸素は、金属イオンのサイトに空格子点を

形成しながら、新たな格子を作ることで相内に取り込まれる。電極反応場では、通電により界面

の実効的な酸素分圧が変化するので、このような不定比量の変化がゆっくりと生じて電極の複雑

な挙動を引き起こしていると考えられる。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.5 （La,Sr）MnO3の酸素不定比性5) 
 
（La,Sr)MnO3系電極は900˚C程度の高温で動作するSOFCでは十分な電極性能を示すが、活性

化エネルギーが大きいため、より低温のセルでは高い性能を得ることは困難である。最近開発が

盛んに行われている1kW級の小型SOFCでは、放熱の減少や、金属部材の使用などの理由で、運

転温度をより低温にする開発努力が行われている。これに伴い、空気極材料も見直しが行われて

いる。前述したように、LaCoO3系やLaFeO3系のペロブスカイト型酸化物は、LaMnO3系に比べ

ても高い触媒活性を示す。これらの物質は、図6.6に示すように、空気極雰囲気でも酸素不足型の

不定比性を示す。酸素サイトに欠陥が生じると、これを利用して酸素が高速に移動することがで
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きるようになり、これらの材料は電子と酸化物イオンの混合導電体となる。電極反応は、通常、

図6.7に示すように気相と電極と電解質の三相境界線の近傍で最も活発に進行するが、電極層内を

酸素が移動することができると、反応の有効サイトが大幅に増大することになる。（La,Sr)CoO3

や（La,Sr)FeO3は、このような混合導電体として働くため、空気極材料として魅力的であるが、

すでに述べたようにYSZと反応するので、電解質上に直接電極を形成すると十分な性能を引き出

すことが出来ない。そこで、中低温作動型のSOFCでは、電極とYSZとの間に保護層としてCeO2

系の酸化物層を挿入することで、反応を抑制することが提案されている。この場合、CeO2は電解

質の一部として作用する。酸素ポテンシャル勾配は主にYSZの内部に形成され、CeO2層は酸化雰

囲気に置かれるため、電子導電性の影響も問題にならない。ただし、ZrO2とCeO2の固溶体は双

方の相に比べてイオン導電率が低下するので、あまり高温にならない状態でこれらの混合層を形

成することが望ましい。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.6 種々のペロブスカイト型酸化物の酸素不定比性6) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.7 空気極反応場の模式図 
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また、（La,Sr)CoO3は熱膨張率が非常に大きく、さらに、高温で酸素欠損量が増大することに

よる格子膨張も重畳するため、YSZとの間で熱応力が発生することが懸念される。一方、

（La,Sr)FeO3は（La,Sr)CoO3に比べて電極活性では劣るが、熱膨張率はYSZに近い。そこで、

これらの中間的な性質をもつ（La,Sr)(Co,Fe)O3固溶体が有望とされる。最近、実際にいくつか

の実セルスタックでもこのような方法で（La,Sr)(Co,Fe)O3／CeO2電極が用いられ、短期間的な

特性としては、高い性能を示すことが実証されている。今後、より長期的な耐久性についての検

討が必要である。 
これらのペロブスカイト型酸化物に加えて、最近、La2NiO4などのペロブスカイト類似構造を

もつ酸化物も電極材料として注目されはじめている。La2NiO4はペロブスカイトと岩塩型の構造

が一層ごとに積層した構造（K2NiF4型構造）をとる。この岩塩層は、比較的空間の大きな構造で

あるため、過剰酸素が入ることができ、これが高速に拡散することで混合導電性を示すことが知

られている。電極としての安定性などは今後の課題であるが、期待される材料のひとつである。

最近、同様のK2NiF4型構造をもつ（La,Sr)2CoO4について、これがペロブスカイト型の

（La,Sr)CoO3との間で形成するヘテロ界面付近で、酸素の気固相交換反応が非常に速やかに進行

することも見いだされている。将来的には、このような界面効果を利用して、より低温で動作可

能な電極の開発も期待される。 
 
 

6.5 燃料極材料 

 
燃料極の材料としては、水素や一酸化炭素、あるいは炭化水素などの燃料の酸化反応に対して

触媒活性をもつ材料が必要となる。いくつかの金属が候補として挙げられてきたが、現在ではニ

ッケルが最も広く用いられている。ただし、ニッケルはYSZ上での濡れ性が悪いため、単独で電

極とすると、凝集して粗大粒となりやすい。このため、通常、YSZとのサーメット（Cer-Met:セ
ラミックスと金属の混合物）として用いられる。Ni-YSZサーメット電極内部には、図6.8に示す

ように、ニッケルによる電子伝導パスとYSZによるイオン伝導パスが構成される。これにより、

電極反応のサイトは、電解質層と電極層の界面のみならず、ある程度三次元的な分布をもつこと

ができると考えられる。反応場の広がりは、単位界面あたりの電極反応抵抗とその周囲での平均

的なイオン導電率、電子導電率で決まる。電極反応抵抗がより大きければ、反応場は電極／電解

質界面から電極の内部に広がり、逆にイオン移動抵抗がより大きければ、反応場の広がりは制限

される。実際は、電気化学反応に寄与するのは界面から数μm程度と考えられている。 
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図6.8 Ni-YSZサーメット電極の模式図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図6.9 Ni-YSZサーメット電極の導電率のNi含量依存性7) 
 
Ni-YSZサーメット電極は、プロセシングの方法によってその電極特性が大きく左右される。こ

の場合、特に、ニッケル粒子のつながりが良好であることが重要な要件である。ニッケル粒子に

よる電子伝導パスの形成は、パーコレーション理論で説明される。図6.9はNiとYSZの比を変化さ

せた場合のNi-YSZの導電率を表している。Niの量が少ない場合には、電子伝導パスが試料内部に

形成されていないため、電気伝導のキャリアはYSZ中の酸化物イオンである。Niが 30vol％程度

以上になると急激に導電率が向上し、伝導キャリアがNi中の電子に変化したことがわかる。この
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しきい値は、NiとYSZの粒子サイズで変化するので、SOFCメーカ各社ではそれぞれの方法で最

適な粒径比に調整した材料を用いている。 
長時間運転によるNi-YSZサーメットの劣化は、Ni粒子が徐々に凝集することが原因と考えられ

ている。このような劣化の速度は、サーメット電極の初期微細構造に依存する他、運転条件によ

っても変化する可能性がある。詳細についてはまだ明らかになっていない部分も多く、これから

の研究による劣化原因の解明が待たれる。ニッケルサーメット電極の劣化現象のうち一般的によ

く知られているのは、運転中になんらかの理由でNi が酸化した場合に急激な劣化が進行すると

いう現象である。ニッケルが酸化すると、体積が膨張する。このため、周囲のYSZの骨格を押し

広げ、さらに接触している他のニッケル粒子と融合する。これが再還元されると、空いた空間で

ニッケルが粗大化することになる。ニッケルの酸化は、十分な量の燃料ガスが供給されない状態

になった場合や、燃料極の過電圧が大きくなりすぎた場合で、界面の酸素ポテンシャルがNi／NiO
の平衡酸素ポテンシャルを越えた時に起る。燃料ガス流路の下流などでは、このような状態が発

生しやすい。特に、横縞型のセル配置をとった場合、電流は燃料上流のセルにも下流のセルにも

同様に流れるため、下流のセルの燃料極の負担が大きくなりやすいので運転上の注意が必要であ

る。 
Niサーメット電極の劣化のもう一つの重要な原因として、炭化水素系燃料からの炭素の析出が

挙げられる。通常の燃料電池で炭化水素系燃料を利用する場合には、セルの前段に水蒸気改質器

を設置し、改質後のガスを燃料極に導入する。SOFCでは、PEFCとは異なり一酸化炭素の除去の

必要がないため、改質器はごく簡単なものにとどめてコストを削減するのが通例である。定常的

な運転ではこれでもNi燃料極に問題は発生しないが、なんらかの原因で改質器に十分に水蒸気が

導入されない等の事故が発生した場合には、燃料極のニッケル上に炭素が析出する恐れがある。

析出した炭素がニッケル固溶すると、体積の膨張などによりニッケルサーメット電極の構造が破

壊されるなど、不可逆で深刻な劣化を引き起こす。 
このような、酸化還元や炭素析出による劣化は、運転条件の設定など、システムの適正な設計

によって未然に防ぐことは可能である。しかし、起動停止時などのシステムが不安定になりやす

い条件や、緊急停止の場合等に、これらの劣化が生じるリスクは小さくない。そこで、ある程度

の酸化還元や炭素析出を許容するような電極材料の研究も進められている。代替材料としては、

CeO2やSrTiO3、LaCrO3といった酸化物に電子導電性を付与した材料、あるいは、ニッケルの代

わりにCuを用いるなどの方法が提案されて来た。しかし、現在のところ、ニッケルサーメット電

極に匹敵するような高い特性を示す代替材料は見いだされていない。今後、SOFCが石油系燃料

などの多様な燃料で使用される場合、または、ポータブルSOFCとして、ごく簡単なシステムで

起動停止を行うような場合には、このような代替燃料極のニーズが大きくなると考えられる。 
 
 

6.6 まとめ 

 
本稿では、SOFCの中心的な部材である電解質と電極について最近の開発の現状を述べてきた。

これらに用いられる材料は、長い研究の積み重ねにより、その物性の理解が深まり、最適な組成



－63－ 

や運転条件なども共通の認識となりつつある。一方で、SOFCの実用化が近づき、より広範なフ

ィールドでのSOFCへの期待が高まるにつれ、より高性能な材料の開発も期待されるようになっ

てきた。今後もますます、この分野での素材の研究が重要となっていくであろう。 
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７．超伝導材料の革新 

7.1 高温超伝導バルク材料開発と応用 

芝浦工業大学 学長補佐 大学院工学研究科長 教授 村上 雅人 
 

7.1.1 はじめに 

1986年の高温超伝導発見1)までは、バルク超伝導体の応用はその低い熱安定性のために困難で

あった。これは、液体ヘリウム温度（4.2K）では比熱が非常に低いため、わずかな熱擾乱で超伝

導が壊れるクエンチ現象が生じるからである。高温超伝導体の発見によって、液体窒素温度（77K）

で超伝導が発現するようになった。77Kでの比熱は4.2Kよりも二桁近く大きいため、超伝導体の

安定性が大きく向上する。この結果、バルク超伝導体の応用が可能となったのである。 
バルク超伝導体の中で、最も応用開発が進んでいるのがRE-Ba-Cu-O（RE：希土類元素）系超

伝導体である。現在、数多くの分野で応用が検討されている。例えば、RE-Ba-Cu-O超伝導体と

永久磁石の組合せを利用して、エネルギー貯蔵用のフライホイール装置が開発されている。また、

バルクRE-Ba-Cu-O超伝導体は大きな磁場を捕捉することができ、Fe-Nd-B磁石より1桁以上の高

い磁場を発生する磁石として機能する。本報では、バルク超伝導体の材料開発と応用の現状につ

いて報告する。 
 

7.1.2 材料開発 

 Y-Ba-Cu-Oの製法 
RE-Ba-Cu-O超伝導体で最初に注目を集めたのが

Y-Ba-Cu-O系である。その材料開発も、この系において

進められた。当初は、Y-Ba-Cu-Oは焼結法によって作製

されていた。しかし、高温超伝導体では、コヒーレンス

長が短いうえ、大きな異方性のために、結晶粒界が超伝

導電流の弱結合となった。よって、焼結法で作製した

Y-Ba-Cu-Oペレットは、実用には供することができない

ことが判明した。しばらく、その応用開発は低迷を続け

たが、溶融法の登場によって実用性能が得られるように

なっている2)。 
現在、バルク超伝導体は次の包晶反応に基づく溶融成

長法によって作製される。 

Y2BaCuO5 + liquid (BaCuO2 + CuO) → 2YBa2Cu3Oy 

最も一般的な溶融プロセスは、種結晶溶融成長（TSMG）法と呼ばれている。Y-Ba-Cu-O前駆

体（Y123とY2BaCuO5の混成）の上に、より融点の高いNdBa2Cu3Oy（Nd123）、またはSm123
を種結晶として設置し、包晶点より上の温度に昇温して、温度勾配下で徐冷する。図7.1.1にTSMG
方法で作製したY-Ba-Cu-O結晶の写真を示す。種結晶から結晶が成長していることが分かる。 

図7.1.1 TSMG法で作製したバルク
Y-Ba-Cu-O超伝導体 
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この後、酸素気流中で300-500℃で酸素アニールを施す

と、超伝導を示す。TSMG法で作製したY-Ba-Cu-Oの臨

界温度は、90-93K程度である。 
図7.1.2にTSMG法で作製したY-Ba-Cu-Oの組織写真を

示す。Y123マトリックス中にY211相が第二相として微細

分散している。その微細化のために、PtまたはCeO2粉を

前駆に加えることが一般的である。 
バルクY-Ba-Cu-Oの臨界電流密度は、微細構造に非常

に敏感であり、Y211のサイズと体積率に依存する3)。77K
のゼロ磁場Jcは、77Kで104～105A/cm2程度である。そ

して、B//c 軸方向のJcは、1Tで5000～30000A/cm2程度

である。Y-Ba-Cu-Oの不可逆磁場はB//ab 面方向では、

77Kで10Tを上回るが、B//c 軸方向では5T程度である。捕捉磁場応用には、B//c 軸方向の特性向

上が重要となる。バルクY-Ba-Cu-O超伝導体の捕捉磁束密度（Btrap）は、次式で与えられる。 

Btrap = Aµ0Jc r 

ここで、A は形状に依存した定数、µ0  は真空の透磁率、r は試料の半径である。この式から

分かるように、捕捉磁場の大きさは、試料の大きさに比例することになる。ただし、r は超伝導

体の単純な寸法ではなく、超伝導電流ループの半径である点に注意しなければならない。市販の

Y-Ba-Cu-Oディスクの典型的寸法は3～6cm 程度であり、77Kでの捕捉磁場は0.5 – 2.0T程度であ

る。捕捉磁場能は、温度低下とともに増加し、50Kでは3～6Tに達する。ただし、捕捉磁場の増

加とともに、バルク体内で高い電磁力が生じるため、捕捉磁場を高めるためにはY-Ba-Cu-Oの機

械的特性の向上が重要となる4)。 
 

 RE-Ba-Cu-Oの製法 
YBa2Cu3O7は化学量論組成化合物であるが、RE-Ba-Cu-O（RE：Nd、Sm、Eu、Gd）は、

RE1+xBa2-xCu3Oy型の固溶体（RE123ss）を形成する5)。RE-Ba-Cu-Oを空気中で溶融成長すると、

RE濃度の高いRE123ssが生成し、キャリア濃度の低下によってTcが低下する。このため、この系

は応用には適さないと考えられていたが、RE-Ba-Cu-Oを低酸素分圧下で溶融成長すると、REに

よるBa置換が抑制され、臨界温度の高いRE-Ba-Cu-Oが合成できることが明らかとなった6)。ま

た、低酸素分圧下で溶融成長させると、RE123ssの小さなクラスターがRE123マトリックス中に

微細分散することも明らかとなった。これらクラスターは磁場誘起型のピニングセンターとして

作用し、その結果、Y系よりもJcおよび不可逆磁場の高いバルク体が得られることが明らかとな

った7)。さらに、REサイトを複数の希土類元素で混合することで、ピン止め特性が大きく向上す

ることも明らかとなった8)。たとえば(Nd, Eu, Gd)-Ba-Cu-Oは、B//c軸方位で10Tで10000A/cm2

を上回るJcを有し、77Kで15Tという非常に高い不可逆磁場を示す9)。このような材料のミクロ組

織を観察すると、図7.1.3に示すように10～30nmという微細なRE123ssクラスターが規則正しく

分布しており、その結果、高特性が得られたものと考えられている。 

図7.1.2 TSMG法で作製したバルク

Y-Ba-Cu-Oの透過電顕組織
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一方、捕捉磁場特性は結晶粒の

大きさ（r）にも比例するため、

RE-Ba-Cu-Oの大型化も重要とな

る。現在では、3.0-6.0cm程度のバ

ルクRE-Ba-Cu-O超伝導体が合成

されている。また、77Kでの捕捉

磁場の最大値は、Gd-Ba-Cu-Oで

記録されている4.1Tである10)。 
 
 

 機械特性の改善 
RE-Ba-Cu-O材料の捕捉磁場は、その機械強度によって制限される。超伝導体が磁場を捕捉す

ると、電磁力として引張力が働く。残念ながら、RE-Ba-Cu-Oの引張強度は非常に低く、高磁場

を捕捉させようとすると、電磁力によってバルク体が破壊される。Ag添加はクラック進展を妨げ

るため、機械特性の向上には有効であり11)、Ag添加によって2-4MPaから10MPa程度まで改善さ

れる12)。しかし、Ag添加だけでは、高捕捉磁場を達成するのに十分ではない。RE-Ba-Cu-Oの圧

縮強度は、200MPa程度と高いため、金属リングで強化する方法もある13)。バルク超伝導体に金

属リングをはめ込んだ状態で冷却すると、金属ディスクより大きく収縮するので、超伝導体に予

荷重として圧縮力が働く。このおかげで、引張応力に対する耐性が向上するのである。 
樹脂含浸も、RE-Ba-Cu-O超伝導体の機械的特性の改善に効果的である14)。溶融したエポキシ

樹脂の中にバルク超伝導体を浸漬して、真空脱気処理を行うと、樹脂は表面のクラックおよび内

部の空孔を満たす。この処理によって、バルク超伝導体の引張強度は100MPaにまで向上する。

機械特性の改善に加えて、樹脂による表面コーティングは、湿気に対する耐食性を向上させる副

次的効果もある。 
 

 低温安定性の改善 
RE-Ba-Cu-O超電導磁石を励磁する際、超伝導体中で磁束線が運動するため熱が発生する。こ

の時、バルク体の温度が局所的に上昇すると、システムは不安定になる。RE-Ba-Cu-Oの熱伝導

率は小さいため、冷媒による冷却効果が試料内部まで届くのに時間を要する。局所的に温度が上

昇すると、その位置でのピン止め効果が低下し、磁束が傾れ込む現象が生じる15,16)。いったん、

この現象が生じると、クエンチにつながり、その結果、超伝導体に大きな電磁力が働き、試料が

破壊される場合もある。 
RE-Ba-Cu-Oの熱的安定性は以下のような方法によって改善される。バルク体に直径1mm程度

の人工孔を設け、熱伝導性にすぐれたAl棒を挿入後、低融点金属であるBi-Pb-Sn-Cd合金を含浸

する。この手法により熱的安定性は大きく改善され、直径2.6cmのY-Ba-Cu-Oにおいて、29Kで

17Tという非常に高い捕捉磁場が達成されている17)。 

図7.1.3 (Nd, Eu, Gd)-Ba-Cu-O超電導体のSTM像、 
RE123ssクラスターが均一に分布している 



－68－ 

7.1.3 RE-Ba-Cu-O超伝導体の応用 

 磁気浮上 
バルクRE-Ba-Cu-O超伝導体の応用で最も一般的なものは磁気

浮上である。図7.1.4に示すように、人間を浮上させることも可能

である18)。超伝導浮上では熱絶縁が可能となるため、水素自動車19)

用の水素貯蔵タンクを、RE-Ba-Cu-Oで浮上させる技術が提案され

ている。 
また、超伝導浮上では、磁場が均一な方向には運動に摩擦がない。

そこで、永久磁石をガイドレールとすることで、磁気浮上搬送シス

テムを構築することができる。この装置は、クリーンな環境が要求

される半導体工場や医薬品工場、分析装置などへの導入が検討され

ている。 
中国のグループは、永久磁石をレールとし、バルクRE-Ba-Cu-O

超伝導体を搭載した磁気浮上カーを開発した20)。 
 

 磁気ベアリングとフライホイール 
超伝導体の反磁性とRE-Ba-Cu-O体のピン止め効果を

利用すると、RE-Ba-Cu-O超伝導体21)の上下に、永久磁

石を安定に空中で保持することができる。永久磁石が円

筒状に対称形であるならば、その対称軸の周りを自由に

回転することができる22)。この性質を利用した超伝導ベ

アリングの開発が行われている22,23)。 また、摩擦のない

超伝導ベアリングを利用して、エネルギー貯蔵用フライ

ホイール装置開発が試みられている24-27)。従来の機械式

ベアリングによる損失は毎時1％のオーダーであるが、

超伝導ベアリングでは、毎時0.001％程度の小さな回転

損失となる28)。効率的なモーター/発電機によって、昼夜

間の貯蔵効率が90％のフライホイールが開発されてい

る。図7.1.5に日本で開発された5kWhを貯蔵できる超伝導フライホイールの外観写真を示す26)。 
 

 超伝導ミキサー  
完全非接触型のミキサーは、医療やバイオ分野で、その開発が望まれている。汚染のないワク

チンの製造は、医療に大きな影響を及ぼす。従来のミキサーでは、セラミックス製のボールベア

リングが、使われているが、汚染を防ぐことはできなかった。 
超伝導浮上現象を利用すると、図7.1.6に示すような完全非接触のミキサーが構成できる29)。こ

の装置の構成要素は2個の永久磁石回路と、その間に挿入されるRE-Ba-Cu-O超伝導体である。磁

石と超伝導体は、ピン止め効果によって磁気カップリングしているため、下部の永久磁石の回転

が、上部の永久磁石に非接触で伝達することで、ミキサーができる。 

図7.1.5 超伝導浮上を利用した
エネルギー貯蔵用超伝
導フライホイール装置

図7.1.4 超伝導体と永久
磁石による人間
浮上 
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 捕捉磁場マグネット 
バルク超伝導体は、磁場を捕捉させることで、永久磁石のような磁場源として使うことができ

る。超伝導バルク磁石の利点は、磁場の強さがFe-Nd-B磁石よりはるかに大きいという点である。

ただし、常に冷却が必要となる。捕捉磁場マグネットを磁場源として利用するシステムは開発さ

れ、すでに市販されている30)。 
バルク超伝導磁石の励磁には、強

磁場が必要となる。最も簡単な励磁

は、超伝導コイルを利用することで

あるが、大型の設備が必要となる。

そこで、最近では、常伝導コイルに

よるパルス励磁技術の開発が急速に

進んでいる。磁場を繰り返し印加す

る方法で、5Tという高い捕捉磁場が

達成されている31)。 
 

 
 磁気分離装置 

超伝導バルク磁石は水浄化用の磁気分離装置に利用できる。磁性体に働く力は、 
dBF B
dr

∝  

と与えられる。ここでB は磁束密度、dB/dr は磁気勾配である。 
よって磁気力には、大きな磁場と磁気勾配が必要となる。超電導バルク磁石は、大きなB およ

びdB/dr を有するので、大きな磁気力を得ることができる32)。ただし、バルク超伝導磁石を、直

接、汚染物質の除去に利用すると、汚染物質の除去が難しい。 
そこで、フィルターを利用した磁気分離と、超伝導バルク磁石を組み合わせた浄化装置が開発

されている。汚染した水に磁性粉と凝集剤を導入し、フィルターで汚染物質を除去する。そのの

ち、超伝導バルク磁石を利用して、フィルターから汚染物質を取り除く。この方法により連続運

転が可能となる33)。 
 

 マグネトロンスパッタリング装置 
マグネトロンスパッタリングは、薄膜の製法として広く工業生産に使われている。この製法で

は、放電などにより、ターゲット付近にプラズマを発生させ、このプラズマ中のイオンをターゲ

ットに衝突させる。そして、微粒子をスパッタさせ、基板に蒸着させることにより、薄膜が形成

される。プラズマを発生させるためには、ターゲット付近に磁場を印加する必要があるが、従来

の装置では、磁場発生装置として永久磁石を利用している。 
この永久磁石のかわりに、超伝導バルク磁石を利用すると、はるかに強い磁場が印加できるた

め、高真空中でのプラズマ発生が可能となり、高品質の薄膜製造が可能となる34)。また、従来は

不可能であった強磁性体の薄膜製造も可能となる。 

クライオスタット

永久磁石 

駆動源 

バルク 

超伝導体 

永久磁石 液体窒素

図7.1.6 超伝導ミキサーの模式図 
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 超伝導モータ 
モータの出力は、(出力）=（磁場）×（電流）によって与えられる。したがって、強い磁場が

得られれば、一定の電流でより大きな出力が得られる。また、同じ出力を得るための電流は小さ

くて済むため、省エネルギーにつながる。ただし、超伝導磁石を利用するためには冷却機構が必

要となり、それを含んだシステムを開発しなければならない。最近、船舶推進を目的とした超伝

導モータが開発されている35)。 
 

7.1.4 結言 

高温超伝導体の発見以来、RE-Ba-Cu-O超伝導体特性の改善が進んだ。当初は、臨界電流密度

が高くできないことから応用が断念されたこともあった。これは、高温超伝導体が脆いセラミッ

クス材料であり、多元物質で構成されているため、その制御が困難であったことも背景にある。

しかし、20年間の努力によって、線材、薄膜、バルクにおいて工業応用が可能となっている。 
バルク超伝導体は、従来の低温超伝導体では、その熱的不安定性のために実用化が不可能であ

ったが、高温で超伝導が発現することから、応用が可能となったものである。したがって、高温

超伝導の申し子と言っても過言ではない。現在は、バルク超伝導体の浮上現象や、その高い磁場

捕捉能を利用した応用が考えられている。 
超伝導の歴史は古いが、バルク超伝導体の応用開発は新しい分野であり、アイデア次第では斬

新な応用の可能性が高く、楽しみな分野である。 
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7.2 先進超伝導線材の現状と展望 

物質・材料研究機構 超伝導材料センター長 熊倉 浩明 
 

7.2.1 緒言 

超伝導は抵抗ゼロで大電流が流せるため、これを各種の電力機器に応用すると効率が高まるだ

けではなく、小型・軽量化されるので、エネルギー消費や地球環境保全の面から有利であると考

えられる。具体的には、送電ケーブル、発電機、モーター、変圧器、エネルギー貯蔵装置(SMES)、
限流器、磁気分離、電流リードなどが挙げられ、現在プロトタイプの試作等が進められている。

これらの超伝導応用のためには、線材化が達成されなければならないが、現在、線材化研究が進

められている超伝導材料は、金属系超伝導材料と酸化物系超伝導材料に大別される。すでに実用

化されている超伝導材料は、金属系のNb-TiとNb3Snの二つである。Nb-Tiは合金系材料で加工性

に優れるために線材化が容易であり、医療診断用MRIや磁気浮上列車を始めとして、最も多く使

われている。Nb3Snは化合物系の超伝導材料であり、そのままでは加工できないが、いわゆるブ

ロンズ法が発明されて線材化が達成されている。Nb3SnはNb-Tiよりも臨界磁界が高いため、高

磁界を発生する超伝導マグネットの巻き線材として使われている。一連の高温酸化物超伝導体に

ついては、発見以来数多くの研究者が線材化に取り組んできたが、最近になってようやく高性能

な長尺線材が得られるようになり、実用化が真剣に議論されるようになってきた。実用化の観点

から有望な高温酸化物超伝導体は、ビスマス系酸化物とイットリウム系酸化物である。また、近

年発見されたMgB2は金属系の超伝導材料であるにも関わらず、Tcが約40Kと金属系超伝導材料と

しては非常に高いので、線材化の研究が盛んになされている。本稿では、これらの超伝導材料に

ついて線材化の現状を紹介し、将来展望について考えたい。 
 

7.2.2 ビスマス系超伝導線材 

酸化物超伝導体においては、結晶粒のいわゆる弱結合の問題があり、これを避けるためには、

酸化物超伝導体の結晶粒の方位を揃えてやること（配向化）が必要となる。この配向化によって

結晶粒同士の結合性が大幅に改善され、大きな超伝導電流を流せるようになる。ビスマス系酸化

物にはBi2Sr2CaCu2Ox(Bi-2212)とBi2Sr2Ca2Cu3Oy(Bi-2223)とがあり、線材化法としては、どち

らも原料粉末を金属管に充填して、加工・熱処理を行う

パウダー・イン・チューブ(PIT)法が最も一般的である。

金属管としては銀が用いられている。最近では、ある程

度加工をした線材を束ねて、さらに銀管に挿入し、これ

をさらに加工して得られる、より実用に適した多芯線材

が主流である。ビスマス系酸化物は系の異方性（二次元

性）が強いために、結晶粒の配向化が比較的容易である。

しかしながら配向化の手法はBi-2212とBi-2223では異

なっており、Bi-2212線材においては、熱処理において

温度をBi-2212の融点の少し上まで上げ、その後ゆっく 図7.2.1 Bi-2212丸線材の断面構造2)
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りと冷却をする、いわゆる部分溶融―徐冷熱処理が適用される｡1) 図7.2.1には一例としてBi-2212
丸線材の断面構造を示す｡2) 

一方のBi-2223では部分溶融―徐冷熱処理が適用できず、機械加工と熱処理を組み合わせるこ

とにより配向させている｡3) このようにBi-2223線材では溶融法が適用できないために、Bi-2223
線材における超伝導体の充填率は、Bi-2212線材に比べてかなり低かったが、その後、加圧熱処

理法が開発されて超伝導体の充填率が上がり、優れた臨界電流特性を有する線材が得られるよう

になった｡4) 
このようにして作製したビスマス系線材は、~20K以下の低温ではその高い上部臨界磁界Bc 2（あ

るいは不可逆磁界Birr）を反映して、30T以上の極めて高い磁界までJc の劣化がほとんどなく、金

属系の線材を大幅に凌ぐ優れた特性を示す。したがってビスマス系線材の応用の一つは、低温で

使用する高磁界マグネットである。実際Bi-2212コイルが、既存の液体ヘリウム冷却型超伝導マ

グネットシステムの内層マグネットとして用いられ、20Tを越える超伝導マグネットとして実験

に使用された実績がある。また最近では冷凍機の進歩が目覚しく、~20K程度の温度は簡単に達成

できるようになってきている。~20Kでマグネットを運

転するメリットは、液体ヘリウム冷却に比べて冷却コス

トを抑制できるだけでなく、線材の比熱が桁違いに大き

くなるので、マグネットの安定性が大きく向上すること

である。このようにして、液体ヘリウム不要の冷凍機冷

却マグネットが、ビスマス系線材のもう一つの有望な応

用である。一方でさらに温度が上がると、ビスマス系線

材では、磁界中のJc が急激に低下するという難点があ

る。しかしながら磁界が十分に低い場合は、液体窒素温

度（77K）でも相当大きな超伝導電流が流れるために、

磁界の影響の少ない送電ケーブルなどの応用が真剣に

検討されている。図7.2.2には、住友電工がBi-2223線材

を用いて試作した送電ケーブルを示す。 
 

7.2.3 イットリウム系超伝導線材 

イットリウム系酸化物超伝導体であるYBa2Cu3Oy(Y-123)では、ビスマス系よりも二次元性が

はるかに小さく、77Kでの磁界中のJc 特性は、Bi-系酸化物よりも大幅に優れている。しかしなが

ら、結晶粒間の大きな超伝導電流を得るためには、一軸配向(c軸配向)だけでは不十分であって、

二軸配向化が必要である｡5) このため、主に気相法を適用して、金属基板テープ上にY-123の厚膜

を形成させる研究が進められており、通常コーテッドコンダクタ(Coated Conductor)と呼ばれて

いる。 
図7.2.3にコーテッドコンダクタの基本的な構造を示す。現在のところ、最も長尺テープの作製

が進んでいるのが、IBAD(Ion Beam Assisted Deposition)法と呼ばれる方法である。この方法は、

ハステロイなどの無配向金属基板テープ上に、Yttria Stabilized Zirconia(YSZ)などの中間層を、

二軸配向させた状態で成膜させるのがポイントであり、二軸配向Y-123膜は、この配向した中間

図7.2.2 Bi-2223線材を用いて試作した
送電ケーブル。（住友電工提供）
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層の上に、Pulsed Laser Deposition(PLD)

法などによってエピタキシャル成長させて

得られる。このIBAD法では、これまで中間

層ならびにY-123層の生成速度が遅いという

難点があったが、最近では大出力レーザーの

適用や、図7.2.4に示すような、中間層、Y-123
層ともに繰り返して蒸着を行う方法6)によっ

て、成膜速度が向上してきており、長尺テー

プも試作されつつある。ごく最近では、

IBAD-PLD法でYをGdで置き換えた、500m
級のGd-123長尺テープが作製されている｡7) 
また、このIBAD法による中間層の上に、更

にCeO2膜をPLD法で蒸着すると（キャップ

層）、中間層の配向度よりもさらに配向性の

優れたCeO2層が得られ（自己配向化）、この

CeO2層の上にY-123層を形成すると、高い配

向性を持ったY-123膜が得られる｡8) このよ

うにして液体窒素温度（77K）、ゼロ磁界で

は、4.4×106A/cm2の非常に高いJcが報告さ

れている。 
一方、上記のPLD法によってY-123層を形

成させる方法に対して、より簡便な塗布法を

適用する方法も研究されており、最近高いJc

特性が得られるようになってきた。この方法は真空チャンバーが不用なため、大型化、工業化が容

易で、より安価に線材作製が可能である点に特長がある。具体的には、IBAD法などで中間層を形

成させたハステロイ基板テープ上に、原料金属のトリフルオロ酢酸塩などの金属有機酸塩を塗布し、

熱処理を行うもので、製法が簡便なことから長尺線材作製に有利であると考えられている。 
 

7.2.4 MgB2線材 

MgB2はTcが高いにも関わらず、高温酸化物超伝導体で問題となる結晶粒間の弱結合が存在せず、

この点で実用上有利であると考えられる。また、原料の価格が低いことや比較的簡便な線材作製

法が適用できるため、低コスト化が可能なことなどもMgB2の利点である。MgB2の線材化法に関

しては、これまでにいくつかの方法が提案されてきたが、最近では、上のビスマス系線材のとこ

ろで述べたPIT法が主流である。PIT法によるMgB2線材作製法には、大きく分けて二つの方法が

ある。その一つは、MgとBの混合粉末を金属管に詰めてテープやワイヤーに加工し、熱処理によ

ってMgB2を生成する方法であり、これはin-situ法と呼ばれる。もう一つはex-situ法と呼ばれる

もので、直接、MgB2の化合物粉末を金属管に詰めて加工するものである。金属管としては、熱

処理温度において、MgやBと反応しない金属でなければならない。 

図7.2.3 IBAD法によるY-123テープの基本構造

図7.2.4 長尺テープ作製のための繰り返し
蒸着法6) 
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図7.2.5には、無添加ならびにSiC添加した

MgB2テープのBc2の温度依存性を、Nb-Tiならび

にNb3Sn実用線材の値と共に示す｡ 9) また、

Hybrid Physical Chemical Vapour Deposition 
(HPCVD)法によって作製された、C添加した

MgB2薄膜の値も参考のために示す｡10) SiC添加

した線材においては、4.2Kに外挿したBc2は

~30Tに達し、この値は実用線材であるNb3Sn線
材のBc2と同等、あるいはそれ以上の値である。

SiC添加によってBc2が上昇するのは、SiCのCの

一部がB原子と置換し、これによって電子の平均

自由工程が短くなって、コヒーレンス長が短く

なるためと考えられる。また図に示したMgB2 

薄膜においては、多量の欠陥が存在しており、

このためにTcもかなり低くなっているが、0Kに

外挿したBc2 は～70Tに達しており、MgB2 においては微細欠陥の導入によって、非常に高いBc2

が得られる点が注目される。また20Kに外挿したテープ線材のBc2(20K)は~11Tであり、これは、

現在、最も広く使用されているNb-Ti実用線材の4.2KにおけるBc2 に匹敵する値である。このこ

とは、現在4.2Kで実用されているNb-Ti線材をMgB2線材で置き換え、20Kで運転できる可能性が

あることを示している。このようにMgB2線材では、20Kの温度においてもかなり高いBc2 が得ら

れることから、MgB2 線材の応用の一つとして、液体ヘリウム不要の、冷凍機で冷却する超伝導

機器が考えられる。あるいはまた、沸点が20Kの液体水素を冷媒に使うという方法も提案されて

いる。 
PIT法テープにおいては、20Kにおいて、2Tの磁

界中で実用レベルの目安とされる100kA/cm2越える

値が得られており、比較的低い磁界での応用は、現

状のJcレベルでも可能であると考えられるが、Jc は

磁界と共に急激に低下し、5テスラでは12kA/cm2に

まで低下してしまう。一方 4.2K では、 10T で

30KA/cm2程度であり、実用レベルよりもまだかなり

低い。ただし、薄膜では4.2K、10Tで100kA/cm2を

越える値が得られていることから、PIT法テープに

おいても、組織の制御によって高いJcが期待できる

と考えられる。 
このようなMgB2線材を用いてマグネットの試作が

世界で行われているが、筆者らのグループでは、巻き

線後に熱処理をする、いわゆるWind & React 法でソ

レノイドコイルを試作し、種々の温度で励磁試験を行
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図7.2.5 MgB2テープの上部臨界磁界。
比較のためにNb-TiおよびNb3Sn
実用線材、ならびにMgB2薄膜の
特性10)も示す 

図7.2.6 MgB2線材を用いて試作したMRI
マグネットシステム11) 
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っている。外径50mmの小型コイルで20Kの温度、1テスラのバイアス磁界において1.3Tの磁界発

生に成功しており、MgB2 線材は冷凍機冷却や液体水素冷却による超伝導マグネットに有望と考え

られる。さらに最近では、このようなMgB2コイルを用いて、図7.2.6に示すようなMRI用のマグネ

ットも試作され、実際の人体の断面撮像にも成功している｡11) 磁界は0.5テスラとまだかなり低いが、

MgB2 線材が応用上有望であることを明確に示す成果で、今後の進展が期待される。 
 

7.2.5 今後の課題と展望 

ビスマス系酸化物線材では、Jc 特性の向上が最も重要である。結晶粒の配向化の改善や不純物

の低減がカギとなろう。また、一般に酸化物線材は作製プロセスが複雑で、コストが高くなりが

ちであり、コストの低減が非常に重要である。このためには、線材製造行程の合理化など、検討

すべき項目は多いと考えられる。 
Y-123ではJc 自体は高い値が得られるようになったが、基板や中間層なども入れた線材全断面

積当たりのJc(Je)は、まだそれほど高くはない。今後は更なる組織制御による配向化の改善や、

Y-123層の厚膜化、積層化なども視野に入れる必要があろう。また、コストの面では、成膜速度

が重要であり、さらに高速化を達成して線材製造速度を上げる必要がある。この点では、塗布法

などの非真空プロセスが有望と考えられる。 
MgB2 線材においてもJcが実用レベルに達しておらず、高Jc化が最大の課題である。PIT法によ

るMgB2 線材の場合は、MgB2の充填率が50％程度とかなり低く、充填率の向上でJcが大幅に改善

する可能性があろう。また、MgOなどの不純物の低減も重要であろう。 
以上述べたように、いずれの線材にしても、様々なレベルにおける材料組織の制御が実用化の

カギを握ると考えられ、材料科学に立脚した息の長い研究の積み重ねが、これからも強く望まれ

る。 
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８．超耐熱超合金の革新 ―物材機構における高温タービン部材開発の現状と展望 

物質・材料研究機構 超耐熱材料センター、 
（兼）ロールス・ロイス航空宇宙材料センター  

原田 広史、横川 忠晴、佐藤 彰洋、川岸 京子、谷月 峰 
 

8.1 はじめに 

エネルギー資源の節約、CO2削減による地球温暖化防止などの観点から、ジェットエンジンや

天然ガス燃焼複合発電などに用いるガスタービン機関のいっそうの効率向上が必要になっている。

これらの効率向上にはタービン入り口温度上昇が最も有効であり、その実現に必要な耐熱材料、

なかでも、最も現実的に効果を期待できる次世代Ni基超合金の研究開発が内外で活発に行われて

いる。 
本稿では、ジェットエンジンなどの高温タービン用Ni基超合金部材開発の現状を、新世紀耐熱

材料プロジェクト（第一期1999-2005年度：文部科学省/物材機構)1)の成果を中心に、海外の最新

技術とも比較しながら紹介する。すなわち、タービン翼材に関しては、世界初の第5世代Ni基単

結晶超合金や新たな発想に基づくEQコーティング（熱力学平衡コーティング）について、またデ

ィスク材に関しては、新規鋳造／鍛造ディスク合金開発の現状について述べる。他省庁や民間企

業との協力によるこれらの材料の実用化研究の進展や、2006年6月に物材機構に設立されたロー

ルス・ロイス航空宇宙材料センターについても可能な範囲で紹介したい。 
 
 

8.2 Ni基超合金への期待 

航空機用エンジンの離陸時のタービン

入口ガス温度は、民間用でも1500℃を超

えているが、新機種に搭載される次世代エ

ンジンでは、いっそうの高温化、高効率化

が必要となっている。今年、2007年予定

の超大型機エアバス380（A380）の就航に

続き、2008年には、250人乗り中型高効率

機ボーイング787（B787）、2013年には、

中 - 大 型 高 効 率 機 エ ア バ ス 350XWB
（A350XWB）が就航予定である。これら

新機種開発にあわせて、米国GE2)、英国

RR（ロールスロイス)3)などで、高効率ジェットエンジンの開発が行われている（図8.1）。 
B787やA350などの高効率中型機は、今後生産される機数も多く、したがってエンジンメーカ

ーの受注競争は熾烈である。その際、CO2削減という環境面に加えて経済的にも重要なファクタ

ーとなるのが、エンジンの燃料消費効率（SFC: Specific Fuel Consumption）である。例えば、

国内エアラインの年間の燃料費は一社で数千億円に達し、1％ポイントの効率向上で百億円以上

 

図8.1 2008年就航予定のBoeing787。高効率の新
型エンジン開発が平行して進められている
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の節約になると試算される。特に近年の燃料費高騰を受けて、SFC向上は最重要課題となってお

り、その実現のため、燃焼ガス温度向上を可能にする優れた高温タービン部材が求められている。 
国内でも、経済産業省／NEDO／重工メーカーを中心に、50人乗り小型ジェット旅客機用の「環

境適合型小型ジェットエンジン（エコエンジン）」プロジェクトが2003年に開始されている。さ

らに、発電分野でも、新世紀耐熱材料プロジェクトをきっかけに、文部科学省／物材機構と資源

エネルギー庁／三菱重工業等の連携の下、2004－2007年の4年計画で、1700℃超高温ガスタービ

ン開発のための要素研究が行なわれている。 
このように海外国内で高性能タービン開発が活発化しており、それらを可能にするための最も

重要なキーテクノロジーの一つとして高温タービン部材、特に次世代Ni基超合金タービン翼、タ

ービンディスクなどへの期待が高まると同時に、その要求はますます過酷になっているのが現状

である。なお、Ni基超合金タービン翼は、通常、遮熱コーティング（TBC：Thermal Barrier 
Coating）を施し、内部から空冷あるいは蒸気冷却することによってメタル温度を調節し、融点

以上の高温のガス流中で使用可能になっている。しかし、冷却はそれ自体熱効率の低下要因とな

るので、合金自体の耐用温度をできる限り高くし、冷却量を最小にすることが常に求められる。 
 
 

8.3 タービン翼用Ni基超合金開発 

 

8.3.1 単結晶超合金開発の現状 

Ni基超合金は、母相であるγ相（Ni固溶体）中

に60-70vol％のγ’相（Ni3Alを基本組成とするL
１2規則相）が整合析出したミクロ組織を有し、整

合界面が転位の移動の障壁となる効果や、Re、W、

Taなどによる両相の固溶強化などにより、優れた高

温強度を発揮する。典型的なミクロ組織を図8.2に
示す。代表的なタービン翼用Ni基単結晶超合金の組

成を表8.1に示す。 
Ni基超合金は、鍛造合金から普通鋳造合金、一方

向凝固合金、単結晶合金へと進化してきた。単結晶合金も、初期の第１世代合金から、レニウム

（Re）を３wt％程度含む第２世代合金、Reを5-6wt％含む第3世代合金、ルテニウム（Ru）など

貴金属を2-3wt％含む第4世代合金、貴金属を5-6wt％程度含む第5世代単結晶合金へと開発が進み、

その間に約100℃の耐用温度向上が得られている。図8.3にこの間の耐用温度向上の経緯を示す4)。

図中「目標」は、新世紀耐熱材料プロジェクトにおける開発目標である。 
第4世代以降の単結晶超合金の開発は、米国GE社5)、フランスONERA6)や、国内では著者らの

新世紀耐熱材料プロジェクト7)で進められてきた。貴金属元素の添加により、第3世代単結晶合金

で問題点となっている組織安定性を向上させ、それによる高温長時間側でのクリープ強度向上を

図っているのが、第4世代合金の一般的な特徴である。新世紀耐熱材料プロジェクトでは、Ru添
加による組織安定化とあわせて、添加元素によるγ/γ’格子定数ミスフィットの調節を行って、

図8.2 Ni基超合金の典型的なミクロ組織
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整合界面のミスフィット転位網を微細

化するという方法で、耐用温度1080℃
の第 4 世代合金 TMS-1388) 、同じく

1100 ℃ の 世 界 初 の 第 5 世 代 合 金

TMS-162、TMS-196などを開発し、開

発目標を達成している9,10)。 
図8.4はクリープ試験中に生じた、

TMS-138のミクロ組織を示したもので

ある。立方体状であったγ’析出物が応

力軸に垂直な方向に連結して、板状組織

（いわゆるラフト組織）を形成し、γ/
γ’界面には微細な転位網が形成されて

いる。転位の移動は材料の変形の素過程

である。その転位が、界面にネットワー

クを形成することにより相互に拘束し、

さらに新たに生成した可動転位が界面

を横断することも妨げる効果によって、

優れたクリープ強度が得られたものである。図8.5に示すように、界面転位間隔が小さくなるにつ

れてその効果は増し、クリープ強度が飛躍的に高くなる。 
第1世代から第5世代までの代表的な単結晶超合金の耐用温度を世代別に示したのが図8.6であ

る。ここでMX-4あるいはPWA1497と呼ばれる合金は、GE、P&W、NASAなどが共同開発した

第4世代合金であるが、1000℃以上の高温域でのクリープ強度は、第3世代合金と同等レベルまで

低下することが分かっている。 
第4、第5世代合金は、クリープ強度だけでなく、空冷翼を模擬したOut-of-Phaseの熱疲労強度

表8.1 タービン翼用Ni基単結晶超合金の合金組成（wt%、残Ni） 

合金名 合金組成 

  Co   Cr    Mo   W    Al   Ti   Nb   Ta   Hf    Re   C    B     Zr    Others 

世代 

PWA1480 
CMSX-2 
TMS-26 
PWA1484 
Rene’N5 
CMSX-4 
TMS-82+ 
YH 61 
Rene’N6 
CMSX-10 
TMS -75  
MC-NG 
MX4/PWA1497 

TMS-138 
TMS-162 
TMS-196 

 5    10    -     4    5    1.5   -  12     -     -    -    -     -      - 

4.6   8    0.6   8    5.6  1     -   9     -     -    -    -     -      - 

8.2   5.6  1.9  10.9  5.1   -    -   7.7   -     -    -    -     -      - 

10     5    2     6    5.6   -    -   9     -     3    -    -     -      - 

 8     7    2     5    6.2   -    -   7     0.2   3    -    -     -      - 

 9     6.5  0.6   6    5.6  1     -   6.5   0.1   3    -    -     -      - 

 7.8   4.9  1.9   8.7  5.3  0.5   -   4.4   0.1   2.4  -    -     -      - 

 1     7.1  0.8   8.8  5.1   -   0.8  8.9   0.25  1.4  0.07 0.02  -      - 

12.5   4.2  1.4   6    5.75  -    -   7.2   0.15  5.4  0.05 0.004 -     0.01Y 

 3     2    0.4   5    5.7  0.2  0.1  8     0.03  6    -    -     -      - 

12     3    2     6    6     -    -   6     0.1   5    -    -     -      - 

<0.2   4    1     5    6    0.5   -   5     0.1   4    -    -     -     4 Ru 

16.5   2    2     6    5.55  -    -   8.25  0.15  5.95 0.03 0.004 -     3 Ru 

 5.8   3.2  2.8   5.9  5.9   -    -   5.6   0.1   5    -    -     -     2 Ru 

 5.8   2.9  3.9   5.8  5.8   -    -   5.6   0.1   4.9  -    -     -     6 Ru 

5.6   4.6  2.4   5    5.6   -    -   5.6   0.1   6.4  -    -     -     5 Ru 

1st 
1st 

1st 

2nd  

2nd  

2nd  

2nd 

2nd 

3rd 
3rd 
3rd 

4th 
4th 
4th 
5th 

5th 

 

図8.3 Ni基超合金の耐用温度向上の歴史 
（塗りつぶしは物材機構および共同研究機関の開発合金）
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にも優れることが、新世紀耐熱材料プロジェクトにおいて示されている。図8.7は、CMSX-4など

実用／商用合金を含む各種単結晶合金を、クリープ強度と熱疲労強度にて整理して示したもので

ある。この図から例えば、第5世代単結晶合金TMS-196は、クリープ強度と熱疲労強度の両方に

優れていることがわかる。TMS-196は、第4、第5世代合金の問題点であった耐酸化性の点でも、

第2世代と同等程度の良好な特性を有するなど、バランスの良い第5世代合金として実用化が期待

されている10)。 
 

8.3.2 ジェットエンジンへの適用の可能性 

第4世代合金TMS-138については、国内のジェットエンジンメーカーとの協力で、経済産業省

の超音速エンジンプロジェクトの高温高圧タービン翼材としての実機試験が、短時間ではあるが

成功裏におこなわれ、その成果を生かしてエコエンジンへの実用化が検討されている｡また第5世
代合金の国内、海外のジェットエンジンメーカーでの実用化も今後期待されるところである｡ 

新しい動きとして、物材機構と英国ロールス・ロイス社は、2006年6月30日に、物材機構内に

ロールス・ロイス航空宇宙材料センターを開設したことが挙げられる。ロールス・ロイス社は基

礎研究のアウトソーシングの観点から国際的な産学協同研究を進めており、その一つとして我が

国初のセンターとして開所されたものである。そのワーキングスコープは耐用温度1150℃の第6
世代単結晶超合金の開発であり、得られた合金はTrentエンジンなど次世代のエンジンにて、

図8.4 高温クリープ中にNi基超合金のγ/γ’整

合界面に形成されたミスフィット転位網 図8.5 転位網間隔とクリープ変形速度との関係
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2010-13年ころ商用飛行に用いることを想定している（図8.8）。 

なお、発電用大型ガスタービンでも単結晶合金の導入が進んでおり、ヨーロッパ系の大型ガス

タービンに、第2世代単結晶合金CMSX-4が用いられているほか、米国GEの1500℃級のガスター

ビンの第1段動翼には、第2世代単結晶合金Rene’N5が用いられている。国内でも、資源エネ庁

／三菱重工と文部科学省／物材機構の連携で進めている、1700℃大型ガスタービン要素研究

（2005-2008年度）では、熱効率56％（HHV）以上の複合発電を目指して、新合金を用いたター

ビン部材開発などの研究が進められている。 
 
 

8.4 EQコーティングの開発 

 
ガス温度の向上など、運転条件が過酷になるにともなって、タービン翼、燃焼器など特に高温

に曝されるNi基超合金部材は、ほとんどが耐腐食、耐酸化、遮熱などのコーティングを行って空

冷して使用されるようになっている。 
金属系コーティングとしては、クロムやアルミを用いた拡散コーティングから、溶射による

NiCoCrAlYコーティング、メッキ技術も用いたPt-Alコーティングなどが広く用いられてきた。

ガス温度の上昇にともなって、特に重要性の増してきているのが遮熱コーティング（TBC）であ

る。EB-PVDプロセスを用いると、トップコートのセラミックを金属系コーティング（ボンドコ

ート）層の表面に垂直で、互いに独立した微細柱状晶群として成長させることが可能で、母材合

金及びボンドコート層と、セラミックコーティング層との熱膨張差を柱状晶同士の間隙で緩和で

きる。このようなEB-PVDコーティングも、長時間の使用中に焼結などにより、徐々に遮熱特性

が劣化するため、焼結速度を低下させたジルコニア系酸化物の開発や、全く新しい酸化物の探索

図8.8 ロールス・ロイス航空宇宙材料センターの現在のワークスコープ。次世代単
結晶超合金を開発し、Trentエンジンにて2010年ころ商用飛行に用いること
を想定している。 

 
ロールス・ロイス航空宇宙材料センター

Trent エンジン

タービン翼 次世代単結晶
超合金開発

次世代高効率
民間航空機
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も行われている。 
トップコートとボンドコートとの界面の酸化による剥離や、ボンドコートと基材Ni基超合金と

の相互拡散による部材劣化も解決すべき重要課題である。特に、1mm以下の薄肉中空翼では、長

時間使用に当たって相互拡散による基材の有効断面積の減少が大きな問題になる。さらにそのた

め、リコートによる再生も1回あるいは2回などに限定される。相互拡散・劣化の問題を解決すべ

く、Reなど拡散速度の小さい元素の化合物を拡散バリアコーティングとして、基材とボンドコー

トの間に導入するアイデアも提案されている11)。 
新世紀耐熱材料プロジェクトでは、このような問題点を解決する究極の方法として、基材Ni基

超合金と熱力学平衡（Equilibrium）するEQコーティングというコンセプトを提案している12)。

例えば、Ni基超合金に析出するγ’相は合金中で平衡状態で存在しているので、その組成のまま

コーティング材として用いれば、基材と熱力学的安定状態を保ち、その場合原理的に相互拡散を

生じないはずである。拡散対による実験の結果、図8.9に示すように、1100℃、300時間加熱後も

拡散層をほとんど生じないことが確認された。既存のボンドコート材（AMDRY962）では100数
十ミクロンの拡散層を形成するのに対し、原理的に拡散層を形成しないEQコーティングは、格段

の熱力学安定性を有することがわかる。また、図8.10に示すように、Alをより多く含むγ’相は

合金自体よりも耐酸化性に優れて

いるので、耐酸化コーティングと

して機能する。さらにAl量の多い

B2相を、同様にEQコーティング

として用いることが可能であるこ

とも示されており13)、EQコーティ

ングの概念は、今後より広範に利

用されるものと期待している。 
拡散対を用いたこれらの結果を

もとに、Sulzer Metco社にてEQコ

ーティング材の粉末作成・溶射に

よるコーティング施工を行い、優

れた組織安定性と耐酸化性が実証

されている。高価なタービン翼の

コーティングの寿命が延長される

だけでなく、リコートが繰り返し

可能になれば、エンドユーザーで

あるエアラインはじめ、発電ガス

タービンを使用している電力メー

カにおいてもメリットは非常に大

きいものと考えられる。 
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図8.9 1100℃、300h拡散処理後の断面観察 
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8.5 タービンディスク用Ni基超合金開発 

 
高圧タービンの高温化に伴って、タービンディスク用超合金にも、例えば700℃以上でも長時

間使用できる次世代合金の開発が求められるようになっている。 
ディスク用合金は、大きく鋳造/鍛造材と粉末プロセス（P/M）材に分けられる。鋳造／鍛造材

としては、Ni3Nb型のγ”（ダブルガンマプライム）相の析出強化を利用したInconel 718が普及

しているが、高温化の観点から、より安定なNi3Al型γ’相が析出する通常の超合金Waspalloy、
Udimet 720などへ移行する傾向にあり、特に、炭素などの微量元素を低下させたUdimet 720Li
（LiはLow interstitials）が主流となっている。 

P/M材は、鋳造／鍛造材に比べて偏析の少ない均質なディスクが得られることから、高合金化

して強度向上させやすいなどのメリットがある。一方で、異物混入などに対する高度の品質管理

を要求され、3～4倍のコストアップにつながる。最新の合金として、RRの開発したRR1000、GE
の開発したME3などが、それぞれ新エンジンに用いられようとしている。代表的な合金の組成を

表8.2に示す。 

一方、国内での高温タービンディスクの開発は、1981-88年の次世代産業基盤技術「高性能結

晶制御合金」プロジェクト以来長期間行われておらず、いまだ実用可能な国産材料を有していな

いのが現状である。タービンディスク材は米国等海外で戦略物質として位置づけられているため、

今後海外調達がより困難になることが予想され、国産技術の開発は急を要する。新世紀耐熱材料

プロジェクトでは、2005年、図8.11の開発ターゲットを掲げて、鋳造／鍛造プロセスにて最新の

P/W材レベルの強度を有する高温タービンディスク合金の開発を開始した14)。合金設計には、図

8.12に示すように、Co添加による組織安定性向上（と鍛造性向上）にあわせて、Ti添加による強

度向上をはかる方法を用いている。図8.13はU720Li（TMW-1）と代表的な試作合金(TMW-4)を、

米Special Metalsと協力して、20kgインゴットから圧延、熱処理したのち、引張りクリープ試験

を行って得た結果である15)。試作合金の0.2％クリープ時間は、U720Li合金に比べて約12倍に向

上している。ラーソン・ミラー・パラメータ（C=20）を用いた換算によれば、これは耐用温度に

て約50℃の向上に相当する。 

表8.2 タービンディスク用Ni基超合金の合金組成（wt%、残Ni） 

種
類 

合金名                                    合金組成 

   Co    Cr    Mo    W    Al   Ti    Nb    Ta    Hf    Re   C    B     Zr      Others 

 
P 
/ 
M 

MERL76 
AF115 
N18 
RR1000 
ME3 

 18.6  12.4   3.2    -    5.0  4.3  1.4    -     0.4    -   0.03 0.02  0.06     - 

 15    10.5   2.8   5.9   3.8  3.9  1.8    -     0.8    -   0.05 0.02  0.05     - 

 15.7  11.5   6.5    -    4.4  4.4   -     -     0.45   -   0.02 0.02  0.03     - 

 18    15     5      -    3    3-6   -     2     0.5    -   0.03 0.015 0.06     - 

14-23 11-15 2.7-5  0.5-3  2-5  3-6 0.25-3 0.5-4   -     -   0.1    -    -       -  

 
鍛
造 

Inconel 
  718 
WASPALOY 
U 720Li 
TMW-4 

   -   19     3      -    0.5  0.9  5.1    -      -     -   0.04  -    -   18.5Fe,0.2Mn, 

                                                                            0.2Si           

 13.5  19.5   4.3    -    1.3  3     -     -      -     -   0.05 0.01  0.06     - 

 14.6  16.2   3     1.3   2.5  5     -     -      -     -   0.02 0.01   -       - 

26.3  14.9   2.8   1.1   1.9  6.1   -     -      -     -   0.02 0.01  0.03     - 
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現在、100kgレベルのダブルメルト材の作

成、パンケーキへの鍛造などを米Special 
Metals社にて行うとともに、2005年度の

NEDOの先導調査研究の一環として、三菱マ

テリアルにて1.5トンのトリプルメルト2本を

行い、スケールアップした際のインゴットの

性状の解析が行われている。 
鋳造／鍛造による高強度Ni基超合金は、高

温タービンディスクはもとより、高圧コンプ

レッサー翼、高圧コンプレッサーディスク、

シール材などジェットエンジンの多くの部材

として使用可能で、それぞれ出力・効率向上

への寄与が期待される。また、産業用ガスタ

ービン、ディーゼルエンジンや、将来の700℃
超級蒸気タービンの実現など、各種熱機関等

の高温化・効率向上に寄与することが期待され

る。 
なお、中・大型タービンディスクの密閉鍛造

プロセスには、3～7万トンクラスの鍛造プレス

が必要となる16)。現在、国内にはこのような設

備がなく、中、大型のディスク材はほとんどす

べて輸入に頼らざるを得ない状況である。ジェ

ットエンジンやガスタービン産業のいっそう

の活性化のため、大型鍛造設備の早期導入が期

待されるところである。 
 
 

8.6 おわりに 

 
本稿ではジェットエンジンの高温タービ

ン部材としてのNi基超合金やコーティング

の開発の現状を、新世紀耐熱材料プロジェク

トの最新の成果を中心に、海外技術とも比較

しながら紹介した。 
新世紀耐熱材料プロジェクトでの開発材

料の実用化にあたっては、国内メーカとの連

携を十分とりつつも、並行して海外エンジン

メーカへの材料提供の可能性を探り、積極的
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図8.12 ディスク合金設計の考え方
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に海外展開を図る方針である。海外の商用エンジンに実用化することにより、整備、補修などの

アフタマーケットを含めて実機エンジン部材としての実績を積み、国内エンジン開発が現実的な

段階に入るときに、タイムリーに材料提供できる状況を作りたいと考えているところである。 
化石燃料の節約、CO2削減、地球温暖化防止など、地球規模での問題解決のために、ジェット

エンジンをはじめとするガスタービン機関はじめ各種熱機関のいっそうの高性能化が求められて

いる。その達成のため高温タービン部材、特にNi基超合金部材の耐用温度向上に対する期待は大

きい｡今後、材料研究とエンジン設計研究の連携・協力が従来にも増して密接に行われ、国産の新

開発材料が有効に利用されて、ジェットエンジンやガスタービンの高効率化による地球環境保全

はもとより、国内産業の国際競争力向上にも大いに寄与することを期待するものである。 
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９．バイオマス系材料の革新 

―バイオマスからのプラスチック～プラスチック原料からの脱石油化～ 

バイオインダストリー協会 事業推進部長 
大島 一史 

 

バイオテクノロジー戦略大綱（2002年12月。2008年3月改訂）とバイオマス・ニッポン総合戦

略（2002年12月閣議決定。2006年3月改訂）の基本方針を受けて、2005年3月25日から9月25日
にかけて開催された愛知万博（愛・地球博）会場に、バイオマス（BM）由来プラスチック

（バイオマス・プラスチック。以後BP）製品が導入された。即ち会場にはバナー（幟）、標識類、

簡易休憩所の日陰シェルターや、一部パビリオンの外装材・内装材など、ごみ収集袋、更にワン

ウェイ食器やリターナブル食器具の導入が図られ、多様な再資源化が可能であることを実証して、

来場者に広く認知されることを目指した事業が進められた（愛・地球博Prj）。愛・地球博は、BP
が一般プラスチックとして、更に食品容器包装資材としての実用性を十分に実証した記念すべき

国家事業であった。 
これを契機に2006年以降、大手リテーラーや全国規模でファストフードチェーン展開を進める

事業者がBP容器包装を導入し始め、2007年には既に1000トン／年を超える新た需要を生み出し、

BPは着実な市場形成に向かった。 
更に最近、海外大手化学企業がバイオエタノール由来のエチレン（バイオエチレン）の重

合に成功し、バイオポリエチレンが現実の資材として登場してきた。 
BPは急速に多様化と市場形成期を迎えており、これらを踏まえてここではBPの現状を概観し、

次いで今後の市場定着化を目指した動向と課題を展望する。 
 
 

9.1 実用化を目指すバイオマス・プラスチック 

 
実用化を目指しているBPを表9.1に一覧した。 
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9.1.1 天然物を利用するバイオマス・プラスチック 

 セルロース誘導体 
酢酸セルロース（CA）が代表的なBPと言える。 
セルロース・ジアセテートは包装用途（フィルム・シート）、射出成形用途（自動車ハンドルや

サングラス枠など）および繊維（タバコフィルター用など）や塗料、セルロース・トリアセテー

トは不燃性写真用フィルム用途があり、国内ではダイセル化学工業㈱が製造している。 
最近はこれら用途に替わって分子篩資材や液晶テレビジョン表面被膜資材（富士フィルム㈱）

としての用途拡大が著しく、国内市場規模は10万トン／年を大きく超えたとされる。 
 
 澱粉および澱粉誘導体 

単純な応用製品としては、水或いはグリセリンを加えて糊状化させ、発泡成形したバラ緩衝材

や低発泡カップ／トレイ用途が実用化されている。これだけでは耐水性・耐油性に乏しいために

各種の生分解性プラスチック（BdP）とブレンドしたタイプが開発されており、Novamont社（イ

タリア）が "MATER-Bi" として上市している。主な用途としては緩衝材（ポリビニルアルコー

ルとのブレンド：発泡）、生ごみ回収袋（ポリカプロラクトンやポリブチレンサクシネート（PBS）
系BdPとのブレンド：軟質化）、マルチフィルム（PBS系BdPとのブレンド：軟質化）、および食

器具類（CA（m＜2.5）とのブレンド：硬質化）があげられる（m:セルロースのアセテート化度）。 
セルロースの場合と同じ様に化学的に修飾して可塑化した澱粉は耐水性・耐油性に加えて耐熱

性も改善される。このタイプの化学修飾系では日本コーンスターチ㈱がエステル化澱粉を開発し 
“コーンポール”として上市して生分解性を活かしたマルチフィルム向け用途展開してきたが、

現在は一部銘柄を除いて生産が凍結されている。 
 

 ニュータイプ（バイオマス変性系およびバイオマス複合系） 
最近、間伐材由来木質チップや古々米を可塑化して樹脂と複合化したタイプが登場した。アグ

リフューチャー・じょうえつ㈱が開発した銘柄は、これら変成したBMが50％を超えるコンパウ

ンドであり、天然物系資材として着目される。既に木質系BP（樹脂はポリプロピレン（PP）や

ポリ乳酸（PLA））は配膳トレイ、古々米系BPは規格袋（樹脂はポリエチレン（PE））として、

またコンテナ・ボックス（樹脂はPP）として実用化されている。 
瀬戸製土㈱はBM複合系資材を開発した。即ち、BPとホタテ貝殻粉末および粘土から構成され

る複合コンパウンドで、BM系資材（BPおよびホタテ貝殻粉末）の占める割合は3／4とされる。

BPがエステル化でん粉の系ではリターナブル食器（麺用大型丼や鉢など）が愛・地球博会場へ導

入され、その実用性が検証されている。最近はBPとしてPLAを使用して更に耐熱性を高めた資材

を開発している。 
 

9.1.2 資源穀物や未利用BMを利用するバイオマス・プラスチック 

 ポリ乳酸 
PLAの合成は工業的にはトウモロコシに含まれる澱粉をグルコースへ戻し、あるいはやサトウ

キビの糖を利用して、以後乳酸へ変換後に重合して製造される。 
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Cargill-Dow社［現･NatureWorks社（米）］から “NatureWorks” として（トウモロコシ由

来）、島津製作所㈱から事業を受けたトヨタ自動車㈱が ”トヨタエコプラスチック U’z”とし

て（サトウキビ由来）上市している。最近、浙江海正生物材料有限公司（中国）が公称5千トン/
年規模の生産設備を建設し（2006年）、本格稼働を間近に控えていると伝えられている。 

2007年には“NatureWorks”を“LACEA”として市場開拓してきた三井化学㈱が事実上撤退

した（9月）が、一方で帝人㈱がNatureWorks社への資本参加を発表（10月）し、PLA製造を巡

る動きは激しい。海外も同様でEUでは2009年から、Futerro社（Total Petrochemicals社/Galactic
社合弁）がセミコマーシャル・プラント（1500トン／年）の稼働、イタリアのバイオベンチャー

であるBioOn社が商用プラント（1万トン／年）の稼働を発表している。特にBioOn社はサトウキ

ビを原料としたPLA製造を目指していることが注目される。 
PLAのガラス転移点および結晶融点はそれぞれ約60℃および180℃で、熱的にはポリスチレン

（PS）類似であり、室温ではガラス状態にある硬質系である。硬質性を活かした文具（ファイル・

筆記具・定規など）や生活雑貨（化粧品ケース・ラップフィルムカッター・包装類）などへ展開

されている。最近は食品食材容器包装としての展開が拡大している。 
加水分解性を抑制し（日清紡績㈱）、無機物とのミクロなコンポジット化を実現したタイプでは

BPに共通して不足している耐久性と耐熱性が大きく向上し、電子・電気機器筺体への適用が始ま

っている（三菱樹脂㈱やユニチカ㈱など）。電子レンジ対応可能な食品容器も開発され（ユニチカ

㈱）、更に自動車内装材（トヨタ自動車㈱）やオフィス機器部品（富士ゼロックス㈱およびリコー

㈱）としての適用化が始まっている。 
現在実用化されているBPの中で唯一透明性であることも大きな特徴であり、窓付き封筒の窓材

としても実用化されている。 
最近、㈱武蔵野化学研究所と帝人㈱は、L-乳酸から合成されるPLAと等量のD-乳酸からのPLA

とのコンプレックス（ステレオ・コンプレックス）銘柄の生産計画を発表している。結晶融点が

200℃を超え、耐熱性の向上が期待されている。 
 

 ポリブチレンサクシネート 
実質唯一のBdPとして市場を形成しているPBSはコハク酸と1,4-ブタンジオールからの縮合反

応で合成され、昭和高分子㈱から “ビオノーレ”として上市されている。 
ガラス転移点は-32℃と低く、分子鎖の可動性を反映している。熱変形温度および結晶融点は

PE並であり、軟質系BdPとして生ごみ回収袋やマルチフィルム、更に包装資材や土嚢など土木資

材としての展開に実績を持っている。 
コハク酸は一般にはマレイン酸経由で合成されるが、BMを原料とした方法としては、澱粉→

グルコース→コハク酸のルートがあり、2003年4月に三菱化学㈱と味の素㈱はこの方法によるコ

ハク酸を原料としたPBS系樹脂を一部、植物系脂肪族ポリエステルとして上市した（BPとしての

本格生産は2008年以降とされる）。また（独）地球環境産業技術研究機構と昭和高分子㈱は古紙から

抽出したセルロースを出発物質としたコハク酸合成法（セルロース→グルコース→コハク酸）を

開発した。 
これらが工業的に実現された時、一方ではバイオポリオレフィンが現実の資材として登場する
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ため、同じ軟質系BPとして競合の場に曝されることになろう。 
 

 バイオポリオレフィン 
2006年8月に 化学技術戦略推進機構は、原油高騰・バイオエタノール合成コストの低減を背

景に、バイオエタノールの脱水反応からエチレンを合成してPEとする製造ルートの可能性を指摘

した。これに基づいた経済産業省のプロジェクトが5ヵ年度の計画で2008年度から始まる。当面

はブラジルよりバイオエタノールを輸入してエチレン/プロピレンへ変換し、PP日産１トンのパ

イロット・プラントを稼働させる検証実験が予定されている。 
一方海外ではこの種の技術は既に開発・検証が完了しており、ブラジルの大手化学企業である

ブラスケム社が、サトウキビからのバイオエタノールを脱水してエチレンとし、次いで高密度PE
の合成に成功している（2006年6月21日）。技術スキーム自体はよく知られたものであるが、現実

に利用可能なBMを工業的規模で確保し、バイオエタノールの生産実績を持つ企業においてのみ

実現可能な資材と言え、同社は新たなBPの牽引役となる可能性が極めて高い。2010年に20万ト

ン/年、2012年には更にバイオプロピレン基PPを20万トン／年の規模で生産開始する模様だ。こ

れを追うようにダウケミカル社もブラジルでクリスタルセブ社（バイオエタノール製造）と合弁

で同様のバイオPEを製造し、2011年に35万トン／年のプラントを稼働させると発表している

（2007年7月24日）。 
 

9.1.3 微生物を利用するBP 

バイオ合成系ポリマーの範疇に入るタイプは多数あるが、ここではポリヒドロキシブチレート

（PHB）で代表されるPHAを紹介する。 
ICI社（英）は工業資材としての開発を始め（1975年）、1990年前後にはWella社（独）がシャン

プーボトル資材として使用した例がある。“BioPol”（：“Bio-POLymer”）として開発されたタイ

プは、グルコースを炭素源とし、水素細菌が体内で形成するPHBであった。この事業権はゼネカ

社（英）に（1990年）、次いでモンサント社（米）に（1993年）譲渡されたが、生産性に由来す

る高コスト性から本事業は凍結され（1999年）、現在ではメタボリックス社（米）が引き継いで

いる。同社は技術を発展させて遺伝子組換え技術を適用した菜種など植物体内培養法の開発を進

めていたが、最近ADM社と協同で5万トン／年規模の生産プラントを建設し、2008年から稼働さ

せると発表している。 
 
以上概観した様に、実用展開しているBPは天然物系以外では海外依存度が高く、その活用には

高い戦略性が必要と思われる。 
即ち、経済産業省ではバイオテクノロジー戦略マップを作成し、その中でBMからの各種化学

物質の製造技術の開発をあげており、また農林水産省では2007年度から澱粉濃度の高い非食用多

収米からバイオエタノールを合成し、国産バイオ燃料とするモデル事業を始めている。前者では

BMから多様なBPの原料モノマーの製造技術の開発を、後者ではバイオエタノールを燃料として

一度だけで使用し切るケースに加えてPEの様な物質形成を経て使用後に油化してバイオ燃料と

する仕組みも期待したい。 
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9.2 市場定着化を目指した動向 

 

9.2.1 愛・地球博プロジェクト 

2005年はBPにとってはかつてない程の飛躍の年であった。 
即ち冒頭に紹介した様に2005年3月25日から185日間に渡って開催された愛知万博（愛・地球

博”）会場へは多様なBP製品が導入された。2005年日本国際博覧会協会は環境万博”の視点

から幟（約500枚）、標識（約550箇所）や簡易休憩所天幕（約90箇所）など、来場者の目に触れ

やすい造作物に積極的に導入した。また長久手日本館の外装材やトヨタパビリオンの一部内装材

などにも活用された。 
報告者は、経済産業省委託研究開発事業「バイオプロセス実用化開発事業」を推進するために

委託先である バイオインダストリー協会内に組織化されたコンソーシアム（バイオプロセス

実用化開発事業Ｒ＆Ｄコンソーシアム”）の事務局の立場で廃棄物収集袋や食器具などを導入し、

その実用性と多様な再資源化性の実証を行った1)。 
 

9.2.2 自治体および民間団体の取り組み 

 自治体の取り組み 
① バイオマスタウン構想表明自治体 

７府省（内閣府・総務省・文部科学省・農林水産省・経済産業省・国土交通省・環境省）か

らなるバイオマス・ニッポン総合戦略会議は、地域のBMの総合的かつ効率的な利活用を図る

バイオマスタウン構想を全国の市町村から募集しており、2007年11月末時点では104市町村が

認定されている（BN総合戦略に記載された目標値は500））。 
これら市町村の中で、新潟県上越市がBPの製造と活用を目指している。上越市は2004年度

に国と新潟県の支援を受けて木質系BM（地元間伐材）や政府備蓄米（いわゆる古米・古々米）

の可塑化とBPなどとのコンパウンド製造設備および成型加工設備を整備し、前述した地元ベン

チャーであるアグリフューチャー・じょうえつ㈱と連携して事業化に取り組んでいる。 
既に学校給食用トレイや生ごみ袋などが開発・実用化されており、新しいコンセプトの資材

として注目されている。 
 
② BPの普及に熱心な自治体 

三重県がBP製リユースカップによるデポジット導入実証事業を、名古屋市がBP製リユース

カップ導入事業を、また地元産業育成の立場から岐阜市がBM利活用推進施策を、岡山県が岡

山バイオマスプラスチック研究会を立ち上げ推進していることが注目される。 
 

 民間団体などによる取り組み 
① 日本有機資源協会（JORA）： 

BM認定制度を運営している。 
即ち、2004年度の「バイオ生分解素材開発・利用評価事業」（農林水産省事業．委託先：JORA）

でバイオマスマークが制定されたことを受け、JORAは2005年度よりBM認証制度の試用を開
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始し、2008年3月末時点で160点を超える製品が認定されているが、この中でBPは重要なBMの

用途先と位置付けられている。2006年8月から本格運用されている。 
② 日本バイオマス製品協議会： 

2007年2月21日にBPを含むバイオマス系資材の開発・普及を促進するための行政・アカデミ

ア・事業者・消費者等が連携する機関が発足している。ナショナルセンターの役割を担うこと

が強く期待される。 
③ 日本バイオプラスチック協会（JBPA）： 

生分解性プラスチック研究会（BPS）は2000年6月からBdPおよび製品の認定制度“グリー

ンプラ識別表示制度”を運営してきたが、2006年7月からBPおよび製品の認定制度“バイオマ

スプラ識別表示制度”を発足させた。 
更にBPSは名称変更を行い（2007年6月14日）、国内唯一のBP業界団体としての姿勢を鮮明

にしている。 
 

 市場動向 
ポリオレフィン等衛生協議会によるポジティブリストへのPLAや変成PBSの登録、更に冒頭紹

介した愛・地球博会場での実証事業を受けて食品容器包装資材への本格的な展開が始まった。 
即ち、2006年から全国チェーン展開を進めている大手スーパー店舗（イオン㈱およびユニー㈱）、

およびファストフード店（㈱モスフードサービス）で、BP製卵・野菜・果物やコールドドリンク

などの容器包装の使用が始まっている。2007年4月からはローソン㈱やファミリーマート㈱でも

BP製サラダ容器や鶏卵パックの導入が始まり、これらBP製食品食材容器包装市場は2007年には

1000トン／年を超える規模へと成長したと見られる。さらに遅くとも2010年以降には前述のバイ

オポリオレフィン製容器包装も投入され、この分野はBPの市場開拓への努力が最も速く実を結ぶ

と期待されている。 
大手リテーラーの中には、国の資源環境政策との整合性を図る上で、単なる経営パフォーマン

スではなく、二酸化炭素排出量を具体的に削減する方策の一つとしてBP容器包装を導入する考え

が取り入れられ始めている。 
一方PLA系BPでは耐久性・耐熱性を強化させた銘柄が開発され、リターナブル食器具や産業副

資材用（自動車内装品や電子電気機器類の筺体）への展開が進められている。極く最近の事例で

は富士ゼロックス㈱がユニチカ㈱と協同でオフィス機器部品向けの耐久・耐熱・難燃製PLA系BP
を開発し、2007年度エコプロダクツ経済産業大臣賞を獲得している。 

これらはいずれも我が国独自の用途展開で、高い配合技術と成形加工技術が背景にあり、今後

も独自の市場を形成していくと思われる。 
 

9.3 課題 

わが国に先行してBdP市場が形成されたEUでは澱粉基BdP系が圧倒的なウエイトを占めてい

る。澱粉が再生可能資源由来物質の象徴と見なされていることが背景にある。米国でも生物化学

産業を石油化学産業と両立させることを21世紀の基本戦略としており、当初は澱粉、最近ではセ

ルロース系をBM原料とした物質生産を目指している。 
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OECDでは、枯渇性資源経済からバイオテクノロジーに基づいた経済（バイオベース経済：

“Bio-based Economy”）への移行課題が現状分析の基に論議されており、①価格、②品質、③消

費社会としての受け入れ基準、および④行政府による支援が重要との認識にあり、わが国の場合

と共通認識にある。 
①のコストについては、例えばPLAの2007年平均cif価格は￥230/kg程度にまで低下してきてお

り（財務省貿易統計）、ポリスチレンやポリエチレンテレフタレートの価格対比で50％程度の割

高に収まってきている。この価格差が、二酸化炭素排出量削減コストとして妥当かどうかが論点

となろう。 
④は冒頭の２本の基本戦略により優先課題として取り上げられているもの充分とは言い難いが、

②および③については以下の課題解決に向けた活動が展開されている。 
 

 BPの実用化・普及に向けた社会的な要件とは 

②および③に関連しては、機械振興協会が2006年度に実施した“BP実用化促進社会システ

ム構築調査”2) の中で、BPの実用化を促進するための社会システム構築に向けた行政的および技

術的課題が調査され、論点整理がなされている。 
即ち、愛・地球博会場に導入されたBP製物品（ごみ袋・食器具など）はその実用性を充分に高

い水準で実証されたが、この成果を一般社会に還元するためには、実際の使用および／又は排出・

再資源化の現場で直面する障壁（例えば、現行法体系の中でBP製物品の扱いが不透明⇒地方自治

体では独自判断が出来ない状況や、一般プラスチックの再生化システムが整備される中で、BPと
言えども既存プラスチックと同等の品質と再生化が必要と指摘されていることへの対応）を解決

することが前提になる。 
具体的な行政的課題として、現行の法体系の中でのBPの扱いが不透明であるために顕在化して

いる課題であり、また具体的な技術課題としては、BP製物品の品質を既存プラスチック製物品同

様のレベルに上げるための成型加工プロセス上の課題や再資源化システムの最適化課題が取り上

げられている。 
即ち、行政的な課題としては 

－国の基本戦略の中で開発・普及が明示されているにもかかわらず、市場形成を誘導する国

の優先調達の仕組みがないこと 
－廃掃法・容リ法・食リ法（いずれも通称）などにおけるBPの位置づけ・取り扱い基準が定

まっていないこと 
－BPに特化した再商品化システムの整備がなされていないこと 

また、技術的な課題としては 
－機能の不足（特に耐久性・耐熱性） 
－成形加工性の低さ（成形加工し難さ・成形サイクルの長さなど） 

が指摘されている。 
この調査事業の結果を受ける形で技術的課題解決に向けた展開については 機械システム振

興協会が2007年度に“バイオマス・プラスチックの普及を実現する技術システムの開発に関する

フィージビリティスタディ”3)を展開している。 
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 資源循環型社会の中でのBPの扱いとは 

前節で取り上げられたBPの行政的課題については、容リ法（通称）における扱い基準に関する

社会実験が2006年度に経済産業省リサイクル推進課によってなされている（“BP3Rシステム化可

能性調査”4)）。 
即ち、BPについては愛・地球博Prjの中で万博会場を舞台とした3R（リデュース、リユース、

および各種リサイクル技術）の検証がなされたが、普及・拡大を目指すためには実社会に於いて

の3Rシステムの構築が必要となることから、その先駆けとして容リ法（通称）に関わる食材/食
品産業で使用されている容器包装材を対象として、BPの特性を活かした最適な回収方法とリサイ

クル手法の組み合わせなど、リサイクル・システムの構築可能性が“社会実験”（実際の食材/食
品販売店舗に導入し、消費者が家庭で使用後に廃BP製品を店舗回収し、回収状況にベストマッチ

するリサイクル・システムを評価する実験）を通して評価・検討され、BPをどの様に利用し、ま

たリサイクル・処分していくのかについて、あるべき姿が提言されている。 
この提言を更に発展させた事業として農林水産省総合食料局が2007年度から3ヵ年度の予定で

“バイオマスプラスチック容器包装再商品化システム検討事業”5) を展開している。 
この事業で得られた成果が次期容リ法改訂時に取り上げられることを期待している。 
 

参考文献： 

1) 経済産業省生物化学産業課：「平成16および17年度バイオプロセス実用化開発事業」報告書

（平成17および18年3月）［委託先：バイオインダストリー協会］ 
2) 機械振興協会経済研究所：「バイオマス・プラスチック実用化促進社会システム構築調査事

業」報告書（平成19年3月）［委託先：バイオインダストリー協会］ 
3) 機械システム振興協会：「バイオマス・プラスチックの普及を実現する技術システムの開発

に関するフィージビリティスタディ」報告書（平成20年3月）［委託先：バイオインダスト

リー協会］ 
4) 経済産業省リサイクル推進課：「バイオマス・プラスチックの3Rシステム構築可能性調査事

業」報告書（平成19年3月）［委託先：バイオインダストリー協会］ 
5) 農林水産省総合食料局：「バイオマスプラスチック容器包装再商品化システム検討事業」報告

書（平成20年3月）［補助事業実施先：バイオインダストリー協会 
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10．シリコーン材料の革新 ―シリコーン製品と最新技術 

信越化学工業㈱ シリコーン電子材料技術研究所 研究員 
青木 良隆 

10.1 シリコーンとは 

 

地球の表層を構成する物質のうち、酸素に次いで多いケイ素は、酸素と結びついてケイ石とし

て存在している。このケイ石に複雑な化学反応を加えて作り出した無機と有機の性質を兼ね備え

る合成樹脂がシリコーンである。 
シリコーンは、結合の主骨格となるシロキサン結合（＝Si-O-Si）と有機基が結びついて、多く

の特性を発揮する。基本骨格がシロキサン結合でるため、無機物の特長を持っており、熱に強い

のはこのためである。併せて、シリコーンは分子構造が結晶構造を作りにくい（非結晶性）性質

がある。一般に分子同士は接近すると分子間に引き合う力が働いて一種の結合状態になるが、シ

リコーンはこの分子間の引き合う力が小さいため、動きやすく、ガラス転移点も低いので、耐寒

性に優れる。 
また、シリコーンはケイ素がプラスの電荷を、酸素がマイナスの電荷を持ち、分子の50％がイ

オン結合性を持っていて、これが化学結合上の特長となっている。 
シリコーンの主な特徴としては、耐熱・耐寒性、電気的絶縁性、撥水性、耐摩耗性・耐候性が

挙げられる。 
また、オイル、レジン、液状ゴム、ゴムなど性状も多彩で、エレクトロニクスから輸送機、化

学、繊維、食品、化粧品、そして建築などあらゆる分野で活用されている。 
シリコーンは、配合技術や架橋技術によって、より高機能な素材に生まれ変わることが可能な

素材である。 
 
 
 
 
 
 
 

10.2 シリコーンの最新のトピックス 

 
10.2.1 LED用シリコーン材料 

 はじめに 
半導体素子封止材料としては、エポキシ樹脂が広く使用されてきた。半導体の一種であるLED

についても同様であったが、青色LEDにおいては、実使用時における封止材料の黄変（青色光の

吸収）、高輝度化による発熱量の増大、並びに長時間の耐久性が必要となってきたことから、従来

のエポキシ樹脂では対応不可能となってきている。 

図10.1 シリコーンの構造 
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シリコーン材料は上述のようにシロキサン結合を有している材料であり、このシロキサン結合

の結合エネルギーは106.0kcal/molと、一般の有機高分子の主鎖であるC-C結合に比較すると、

20kcal/mol以上も高く、非常に安定している。このため一般的な有機材料に比較して耐候性、耐

熱性、電気絶縁性、化学的安定性に優

れた材料と言える。また、可視～紫外

光領域まで非常に高い光透過率を有

することから、厳しい環境下に曝され

る、また、長期の信頼性が必要である

LED材料としてシリコーンは好適な

素材と言える。 
シリコーン材料が適用されたLED

を構成する部材は、図10.2の通りであ

る。 
 

 LEDバッファー材 
シリコーンゴムやゲルは、エポキシ封止されたLED中に応力緩和材としてダイ・ワイヤーバン

ディング周辺に使用されてきた。このような背景より、ゴム系のシリコーン封止材が表面実装

（SMD）タイプのメイン封止材として数年ほど前より使用されている。これらの材料の屈折率は、

通常1.40程度であるが、ダイの屈折率はシリコーンに比較し高く、その結果、屈折率の差から発

光した光がダイから外に取り出せないという問題があったが、シロキサン骨格の側鎖にフェニル

基を導入したポリマーをベースとした高屈折シリコーンゴムを用いることで解決できた。 
 

 高硬度シリコーン封止材 
ゴム系材料は、主にSMDタイプの中でも実装

時にマウンターが直に発光面に触れない、サイド

ビュータイプを中心に使用されている。一方、マ

ウンターが接触するトップビュータイプにおい

ては、ゴムが傷ついてしまうことから、多くのデ

ザインで使用することは出来ない。そこで、高硬

度で直にマウンターが接触できるエポキシレジ

ンのような材料の開発が望まれた。シリコーンの

中で高硬度を示す材料としては、シリコーンレジ

ンが知られている。これは予め三次元架橋された材料であり、通常はトルエンなどの溶剤に希釈

され、溶剤を揮発することにより膜を得るという塗料に似たものである。適度な柔軟性を付与す

るために多くはフェニル基が導入されたレジンが使用されるが、シリコーンレジンに加熱硬化シ

リコーンゴムと同様な付加架橋システムを導入することで無溶剤型の高硬度材料が得られた。こ

の材料の光透過性について図10.3に示す。これは2mm厚の板状サンプルの直進透過光を測定した

ものである。この材料は、初期はもとより150℃×500時間と言う長期高温劣化においても大きな

① ② 

⑤

⑥ ③ 

④ 

⑤蛍光体 

④ダイボンド材 

③バッファー層  

①シリコーンレンズ

②封止材 

⑥LED  

図10.2 シリコーン材料が使用される用途（①～④）

図10.3 高硬度シリコーン料止材の光透過率
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透過率の低下を示さないことがわかる。 
 

 High Power LED、UV-LED用封止材 
昨今、各LEDメーカーとも照明用途や自動車用ヘッドランプ用途を目的とした開発が盛んに行

われている。特に1mm角のような大きなダイを使用した高輝度白色LEDは、近年中に上市される

と思われる。この様な用途では、より発熱が大きくなることが予想され、フェニル基を使用した

材料では、場合によっては黄変が生じて使用できない可能性がある。また、紫外光を可視光に変

換する蛍光体の耐久性が充分になれば、より自然な

光を得ることが出来るUV-LEDを使用したライトが

製造可能となり、現在の青色を白色に変換する方式

から切り替わる可能性がある。この場合、フェニル

基を含むシロキサンは350nm以下の光に吸収を示す

ため使用することが出来ない。そのためフェニル基

を含有しないにも係わらず、150℃での長期高温耐久

性がある材料も開発されつつある。図10.4にHigh 
Power LED、UV-LED用封止材の光透過性を示す。 

 
10.2.2 放熱用シリコーン材料 

 はじめに 
最近の電子機器の高性能化、高機能化、小型化に伴い、使用されているCPUやドライバ素子か

ら発生する熱が増大しており、この熱をどのように逃がすかが重要な課題となっている。放熱用

シリコーン材料には、グリース、フェイズチェンジシート（PCS）、ゲル、RTV、シートと様々

な性状の材料があり、設置場所、設置方法等により使い分けることが出来る。低熱抵抗化という

観点から放熱用シリコーン材料を紹介する。 
 

 放熱材料の熱特性評価 
放熱材料の熱特性を表す値として熱伝導率λと熱抵抗Ｒがある。熱伝導率は温度が一定ならば

物質固有の値となり、定常状態ではフーリエの法則式に従い、その比例定数が熱伝導率となる。

一方、熱抵抗は温度差ΔT間に伝熱量Qを流す際の抵抗であり、式で表される。 

L
TAQ ∆

λ=  ……  Q
TRo ∆

=  …… 

Q：伝熱量、ΔT：温度差、A：接触面積、L：厚さ、R0：放熱材料自体の熱抵抗 
 
上式から熱伝導率と熱抵抗の関係は式となる 

A
LR
λ

=0  …… 

図10.4 High Power LED､UV-LED用

封止材の光透過率 
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しかしながら、実装での放熱材料使用時には、熱抵抗Ｒは式のように接触熱抵抗Rsの影響が

入ってくる。 

SS R
A
LRRR +
λ

=+= 0  …… 

発熱体から熱を効率よく逃がすには、この放熱材料のトータルの熱抵抗Ｒをいかに小さくする

かが重要になる。 
 

 熱伝導率の向上 
ポリマーと熱伝導性充填剤を配合した放熱材料の熱伝導率を求める理論式がいくつか提唱され

ている。Maxwellの理論式は、連続相中に球状粒子が均一に分散していると仮定したもので、

式のように表される。 

）（

）（

00

00

λ−λφ−λ+λ
λ−λφ+λ+λ

=λ
2

22
C  …… 

λC：配合後の熱伝導率、λ：熱伝導性充填剤の熱伝導率、λ0：ポリマーの熱伝導率、 
φ：熱伝導性充填剤の容積分率 
 
λ≫λ0の場合、この式は簡略化され 

01
1

λ
φ−
φ+

=λ
2

C  …… 

となり、熱伝導性充填剤の熱伝導率が式に関係なくなる。これは、配合材料の熱伝導率は熱伝導

性充填剤の種類ではなく、充填量に大きく影響されるということを意味している。 
実際に、熱伝導率の異なる熱伝導性充填剤をシリコーンオイル（熱伝導率0.16W/m･K）に配合

した放熱グリースの熱伝導率は図10.5のよう

になり、充填剤が異なってもほぼ同じ線上に載

る。アルミナの熱伝導率はダイヤモンドの

1/100程度だが、これらを配合した放熱材料の

熱伝導率は配合容積が同じならほぼ同じ値に

なる。 
放熱材料の熱伝導率を上げるため熱伝導性

充填剤を高充填するには、粒子形状としては球

状のもの、粒径としては大きいものを選択し、

さらに大粒径粒子と小粒径粒子を組み合わせ

ることで細密充填化することが好適である。 

図10.5 熱伝導性充填剤配合量と

熱伝導率の関係 
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 接触熱抵抗の低減および薄膜化 
接触熱抵抗は接触界面に放熱材料のない空隙が存在することで発生すると考えられる。発熱体

やヒートシンクの表面にはミクロ的に見ると小さな凹凸が存在する。そこで図10.6のように放熱

材料として高硬度の放熱シートを介在させても表面の凹凸に追従出来ないため、接触熱抵抗が大

きくなる。シートを低硬度化することで、ある程度凹凸に追従出来るようになるが、微細な凹凸

が残るので接触熱抵抗の低減には限界がある。 
そこで、グリースやRTVのように流動性のある

放熱材料を介在させて加圧することで、界面の微

細な凹凸を埋め、さらに薄膜化することで大幅に

トータルの熱抵抗を低減することが出来る。また、

PCSのように熱軟化性を有する放熱材料は、加熱

することによって材料粘度が低下するので、グリ

ースと同様な硬化が得られる。 
 

10.2.3 シリコーン耐熱材料 

 はじめに 
近年、資源保護の観点から移動体の軽量化が求められている。そのため、軽量金属であるアル

ミニウムやチタン、また、炭素繊維を用いた繊維強化複合材料の用途が拡大している。しかしな

がら、種々の物性が要求されてきており、様々な問題点がある。アルミニウムには耐熱性の問題、

炭素繊維強化複合材料には、耐酸素性の弱さが挙げられる。また、チタンはその融解点の高さか

ら、加工性が悪く経済的に不利である。そんな中、

シリコーン耐熱材料を開発したので紹介する。 
 

 シリコーン耐熱材料の耐熱性 
ナノレベルで有機無機ハイブリッドであるシリ

コーンについて、無機化に成功した。このものは

無機化前の形状を保持しており、なおかつ酸素雰

囲気中800℃でも安定であった。 
図10.7にTG-DTA測定結果を示す。 
 

 シリコーン耐熱複合材料 
各種金属フィラーを含有する液状硬化性シリコーン組成物を、所望の形状を有する金型等の型

に流し込み、次に、該硬化性シリコーン組成物を硬化させて、シリコーンを無機化すると、形状

を保持したままの金属－セラミックス複合材料が得られた。このものも酸素雰囲気中800℃でも

安定であった。 

図10.6 低熱抵抗モデル

図10.7 空気中でのシリコーン 
無機化物TG-DTAデータ 
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金属フィラー含有シリコーン硬化物 
シリコーン無機化物 

（金属－セラミックス複合材料） 

  

図10.8 シリコーン耐熱複合材料 
 

10.3 まとめ 

 
シリコーン材料は一般的な有機材料に比較して耐候性、耐熱性、電気絶縁性、化学的安定性に

優れた材料である。ナノレベルで有機無機ハイブリッドであるシリコーンは有機材料の持つ優れ

た成形性と、無機材料の持つ優れた耐熱性を兼ね備えた材料とも言える。シリコーンが開発され

てすでに70年近くの年月が経ているにもかかわらず、今日も尚、シリコーンの新製品が続々と登

場しているという非常に珍しい材料である。今後も、資源・環境保護の観点から、シリコーンに

対する期待もまた高まるものと考えている。 
 



 

 

 

11．現 地 調 査 
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11．現地調査 

信越化学工業㈱ シリコーン電子材料技術研究所 研究員 
 青木 良隆 

 

11.1 株式会社ミロクテクノウッド（2007年8月30日） 

 
【出席者】矢﨑部会長（ヨシモトポール常任顧問）、長井コーディネータ（NIMS）、杉田参与（日

鉄技術情報センター）、吉澤部長（IHI）、ロン主幹（東芝）、三浦部長（日本製鋼所）、

小松特別研究員(東レ経営研究所)、山下主席（富士電機）、青木(信越化学)、平野常務、

多並次長（日機連） 
 

【面会者】田中勝久社長、岩月正博副社長、島村義彦副社長、甲藤茂朗総務部長、大館 覚生産部長 
 
ミロクグループは、1893年に農具、鉄砲鍛冶を原点に設立。捕鯨砲、猟銃製作などの世界最高

水準の銃づくりで培った技術を基に、近年では工作機械事業、自動車関連事業にも進出、高い評

価を得ている。主な生産品は高級自動車用ハンドルと猟銃である。 
ハンドルはマグネシウム基材にウォールナットまたはメープル材を接着剤で張り合わせた後、

削り出し、幾重にも塗料等を塗り重ね、恐ろしいほど細かい検査をした後、ユーザーへと出荷さ

れる。生産管理に関して隅々まで行き届いている。ハンドル生産工程で最も難しいのは研磨工程

であるとのこと。年輪があるため、材質が一様ではなく、最終研磨は全て手作業で仕上げられる。

傷で不合格となったハンドルを見せていただいたが、出席委員誰一人としてどこに傷があるかわ

からなかった。 
大館生産部長によると、ユーザーが一番嫌うのは「作りすぎの無駄」だそうである。これは、

余分な製品を作らないことにより、常に「失敗したら代わりはない」という危機感を持たせるた

めだそうである。 
 
 

11.2 高知工科大学（2007年8月31日） 

 
【出席者】矢﨑部会長（ヨシモトポール常任顧問）、長井コーディネータ（NIMS）、吉澤部長

（IHI）、杉田参与（日鉄技術情報センター）、ロン主幹（東芝）、三浦部長（日本製

鋼所）、小松特別研究員(東レ経営研究所)、青木(信越化学)、平野常務、多並次長（日

機連） 
 

【面会者】筒井康賢副学長、山本哲也教授、東内伸行総括主任 
 
高知工科大学は平成9年（1997年）開学、今年で10周年を迎える。「高知で工学系の大学を」と
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の要望により設立された私立大学であるが、理事長が橋本大二郎高知県知事であることでも分か

るように「公設民営」方式の大学である。 
筒井副学長より大学の説明の後、山本教授より酸化亜鉛に関する研究内容の講演をして頂いた。 
透明導電膜は、現在、非常に高価で希少な物質である酸化インジウムスズ（ITO）が使用され

ており、製造工程も複雑で、薄型テレビの価格を引き上げる要因の一つとなっている。山本教授

は酸化亜鉛（ZnO）に注目し代替材料にとの検討を行っている。ZnOは、ITOと比べると、資源

が豊富で安価であり、理論上では、電気抵抗や透過率などの特性は、インジウムとほぼ同等であ

ることから、代替物質として利用が可能ではないかということ、また製造時の低温化プロセスが

可能であることから、省エネにも貢献するのではということで検討を開始したとのこと。平成13
年には経済産業省地域新生コンソーシアム事業に採

択され、今年は経済産業省「希少金属代替材料開発

プロジェクト」に採択されたそうである。 
具体的には、技術の核となる反応性プラズマ蒸着

法（右図）を用い酸化亜鉛薄膜を作成する。ドーパ

ントとしてゲルマニウムおよび酸素欠陥（と考えて

いる）を用いて、酸化亜鉛薄膜のサイズ（10cm角、

20cm角、50cm角、100cm角）に依存しない電気特性、

光学特性を実現。基材をガラスとした大面積のZnO
透明導電膜も作成されていた。 

蒸着装置、連携センター等を見学した。 
 
 
11.3 古河スカイ株式会社（2007年11月30日） 

 
【出席者】矢﨑部会長（ヨシモトポール常任顧問）、長井コーディネータ（NIMS）、杉田参与（日

鉄技術情報センター）、吉澤部長（IHI）、苧野技監（川崎重工）、三浦部長（日本製鋼

所）、小松特別研究員(東レ経営研究所)、上田グループ長(栗本鐵工)、鎌田主管（三井

造船）、梶浦主任（小松製作所）、青木(信越化学)、多並次長（日機連） 
 

【面会者】横川和明副工場長（鋳鍛）、平野哲男構造製品部長（押出加工）、 
渡邊克己技術課長（鋳鍛）、田中敬一グループマネージャー(営業) 

 
古河スカイ株式会社は、1964年昭和電工（S）、米国カイザーアルミナム社（K）、八幡製鐵（Y）

（現新日本製鐵）の3グループの合弁により会社設立（1973年カイザー社は資本撤退）。日本最大

のアルミ圧延メーカー。小山工場では、押出、鋳物、鍛造を扱っている。 
小山工場プレス工場見学。3,000tプレス、5,000tプレス、8,000プレス、15,000tプレスの4台を設

置している。 
3,000tプレスでは、通常の型取りプレスが行われていた。毎回離型材を吹き付けていた。 

反応性プラズマ蒸着法 

（出典）山本哲也：技術総合誌OHM、オーム社、

Vol.93 No4別刷、2006年4月 
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8,000tプレス、15,000tプレスでは、大きなアルミニウムの塊（15,000tプレスでは３ｔ）をプ

レスしては面を変え、プレスしては面を変えして6面体のアルミニウムの塊を鍛えていた。単純

な繰り返し作業ではあるが、こうすることによって、溶かして固める鋳造品と比べ強度が格段に

向上するとのこと。これは、プレスによるアルミニウムの結晶粒微細化のためである。また、鋳

造と比較して内部欠陥が少ないとのこと。 
プレス見学後、会議室で小山田記念賞を受賞した「半導体製造装置・薄型ディスプレー製造装

置用基板ホルダーの製造方法開発」という講演を聴いた。蒸着時、基板ホルダーには熱が加えら

れる。アルミの基板ホルダー内部に銅線を這わせたものであるが、構造としてはアルミニウム、

銅線、アルミニウムのサンドイッチ構造となっている。必要特性は、高真空、耐熱性、平面性等

であり、溶接では歪みや隙間が生じ、割れやヒーター断線が起こるため充分でない。技術的に難

しいのは、接合でボイドの除去と接合強度である。技術のポイントは加える圧力と表面酸化皮膜

の低減とのこと。液晶パネルの大型化が進み、当然基板ホルダーも大型化しなければならない。

そのため15,000tプレスが威力を発揮したそうである。巨大プレスが素材そのものの性質を変える

力を持つ。 
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Ⅷ まとめ 

 

東京駅丸の内側の改修が進められている。丸の内駅舎保存・復元事業の一環として、老朽化対

策工事と両翼ターミナルを原設計の丸屋根に復興するための工事が行われている。丸の内側通路

と工事現場の間にフェンスが仮設されていて、中央停車場基本デザイン時代（1898年ごろ）、東

京駅開業(1914年)、関東大震災（1923年）、終戦（1945年）など時折折りの東京駅周辺の風景写

真がフェンスに焼付けられていて、通路を行く人々の足を止めている。丸の内周辺に大企業が集

まり、オフィス街が形成されていくのは関東大震災以降のことであるようだ。関東大震災から

1930年（昭和5年）頃の写真も多く展示されており、丸ビルの威容、乗降客でごった返すホーム、

駅舎前に並ぶバス、タクシーなどが写し出されている。写真に残された情景は、現在の丸の内の

風景とは大きく違っている。日本のビジネスセンターとして、丸の内に高さ30mのオフィスビル

群が整然と並ぶようになったのは1955年（昭和30年）、高度成長期に入ってからのことである。

まして、高層ビルが林立し、オフィス街のビジネスマンと携帯電話のシーンが一般化し始めたの

は最近のことである。 
私たちの身の回りは鉄、非鉄金属、無機材料などいわゆる素材と呼ばれる材料に囲まれている。

高層ビルの多くは鋼構造であり、1961年に技術導入されたユニバーサル圧延法によって製造され

たH形鋼が使われている。高層ビルの窓ガラスは、溶かしたガラス素地を溶融スズの上に浮かべ

て板ガラスを製造するフロート法により製造される。1959年にイギリスのビルキントン社で開発

された技術で平坦度の高い大型の高精度ガラスの大量生産を可能にした技術である。人々が持ち

歩く携帯電話やパソコンの筐体には薄肉マグネシウム合金が使われており、1990年代後半に確立

された超薄肉鋳造技術があってはじめて可能となった製品である。また、駅舎の前でタクシーが

客待ちする光景は同じであっても、並ぶタクシーの車体はまったく異なっている。箱型の車体か

ら滑らかな曲線を持つ車体に変わった。この変化は1960年ごろから始まった自動車用鋼板の品質

改善、鉄鋼製造プロセス技術、プレス加工技術などの進歩によりもたらされたものである。近年

では自動車用鋼板には高強度鋼板が使われ、自動車軽量化、地球環境への負荷軽減などにも寄与

する所が大きいとされている。今、我々の日常を支えているのは、日本が高度成長期に差掛かっ

たころ開発され、半世紀という長い時間をかけ改良され成熟してきた材料である。そして金属ガ

ラス、超伝導材料、燃料電池用固体酸化物、超耐熱材料など未来の社会を支える新しい材料も芽

吹きつつあるのは新素材工業化検討専門部会などで見てきたとおりである。 
素材においても、高度成長期から現在に至る開発は、効率、利便性、ユーザの嗜好を前提にし

たものであったことは否めない。例えば、自動車用鋼板の高強度化の大きな目的は車体軽量化、

CO2排出量削減であるが、製品がユーザの手に渡るとき、その趣旨が薄れてしまいがちであると

いう問題もある。近年の自動車の車体には高強度鋼板が30%近く使用されており、1980年頃の車

体に比べると200kg程度の軽量化が可能になったとされている。しかし、同一メーカ、同一車種、

同一排気量で車体重量の変遷を見た時、現在の乗用車の重量は1990年頃発売された乗用車のそれ

よりも200kgほど重くなっているというのが実情である（平成16年度特許出願技術動向調査「自

動車軽量化」P491参照）。自動車軽量化という命題にもかかわらず重量は増え続けている。鋼板
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の高強度化はカーエアコン、パワーウィンド、カーオーディオなど利便性と快適さを求める機器

の設置に相殺されてしまったのであろう。シベリアの永久凍土が融けているというニュースを聞

き、沖縄生息の蝶が関西で飛び交うテレビ映像を目にすると、我々の生活スタイルや技術開発の

視点が屈折点に差掛かっているのを痛感する。危機に直面する地球の住人の一人であり、企業の

最先端で働く素材技術者でもある我々に課せられた課題は難しく、責任は重い。 
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